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(57)【要約】
【課題】生体の関心部位の変位又は歪を計測することが
可能な変位・歪計測装置及び、ずり弾性率やポアソン比
やラメ定数等の弾性率と粘ずり弾性率や粘ポアソン比や
粘ラメ定数等の粘弾性率、密度を計測することが可能な
変位計測方法等を提供する。
【解決手段】この変位計測方法は、複数の時相において
計測対象物の関心領域に超音波を放射するステップ（ａ
）と、複数の時相において計測対象物から発生する超音
波エコーを検出して超音波エコー信号を出力するステッ
プ（ｂ）と、ビームフォーミングにおいて、少なくとも
１つの超音波パラメータを変えることにより、異なる超
音波パラメータを有する複数の超音波エコー信号を得る
ステップ（ｃ）と、複数の時相に共通する超音波パラメ
ータを有する複数の超音波エコー信号の位相に基づいて
、３次元変位ベクトル等を計測するステップ（ｄ）とを
具備する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの超音波素子を使用して、複数の時相において、計測対象物の関心領域
に超音波を放射するステップ（ａ）と、
　前記少なくとも１つの超音波素子又は別の少なくとも１つの超音波素子を使用して、前
記複数の時相において、前記計測対象物から発生する超音波エコーを検出して超音波エコ
ー信号を出力するステップ（ｂ）と、
　ステップ（ａ）及び（ｂ）に基づいて前記複数の時相の各々において行うビームフォー
ミングにおいて、超音波放射強度と、アポダイゼーションと、開口形状と、照射形状と、
ビーム形状と、周波数と、帯域幅と、ステアリング方向と、Ｆナンバーと、フォーカスの
有無と、フォーカス位置と、サンプリング間隔との内の少なくとも１つの超音波パラメー
タを変えることにより、異なる超音波パラメータを有する複数の超音波エコー信号を得る
ステップ（ｃ）と、
　ステップ（ｃ）において得られ、前記複数の時相に共通する超音波パラメータを有する
複数の超音波エコー信号の位相に基づいて、３次元変位ベクトル又は３次元変位ベクトル
成分又は２次元変位ベクトル又は２次元変位ベクトル成分又は１方向変位成分、又は、３
次元速度ベクトル又は３次元速度ベクトル成分又は２次元速度ベクトル又は２次元速度ベ
クトル成分又は１方向速度成分、又は、３次元歪テンソル又は３次元歪テンソル成分又は
２次元歪テンソル又は２次元歪テンソル成分又は１方向歪成分を計測するステップ（ｄ）
と、
を具備する変位計測方法。
【請求項２】
　ステップ（ｃ）において得られる複数の超音波エコー信号の少なくとも１つが、前記少
なくとも１つの超音波パラメータを変えて得られる超音波エコー信号を重ね合わせること
により得られる超音波エコー信号である、請求項１に記載の変位計測方法。
【請求項３】
　ステップ（ｃ）において得られる複数の超音波エコー信号の少なくとも１つが、同一の
超音波パラメータを用いて得られる超音波エコー信号を重ね合わせることにより得られる
超音波エコー信号である、請求項１に記載の変位計測方法。
【請求項４】
　ステップ（ｃ）において得られる複数の超音波エコー信号の少なくとも１つが、超音波
エコー信号のスペクトラムを複数個に分割することにより得られる超音波エコー信号であ
る、請求項１に記載の変位計測方法。
【請求項５】
　ステップ（ｃ）において得られる複数の超音波エコー信号の少なくとも１つが、超音波
エコー信号を基本波と高調波に分離することにより得られる超音波エコー信号である、請
求項１に記載の変位計測方法。
【請求項６】
　ステップ（ｃ）において得られる複数の超音波エコー信号の少なくとも１つが、ビーム
方向又は横方向に検波される、請求項１に記載の変位計測方法。
【請求項７】
　測定対象物に超音波を放射すると共に、前記測定対象物内で発生する超音波エコーを検
出して超音波エコー信号を出力する変位・歪検出センサーと、
　前記変位・歪センサーの駆動信号を出力すると共に、前記変位・歪センサーから出力さ
れる超音波エコー信号を受信する駆動受信手段と、
　前記駆動受信手段から出力される駆動信号を制御すると共に、前記駆動受信手段により
受信される超音波エコー信号の処理をするデータ処理手段と、
　前記超音波エコー信号を記録するデータ記録手段と、
を具備し、前記データ処理手段が、請求項１～６のいずれか１項に記載の変位計測方法を
用いて、前記計測対象物から得られる超音波エコー信号から、３次元変位ベクトル又は３
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次元変位ベクトル成分又は２次元変位ベクトル又は２次元変位ベクトル成分又は１方向変
位成分、又は、３次元速度ベクトル又は３次元速度ベクトル成分又は２次元速度ベクトル
又は２次元速度ベクトル成分又は１方向速度成分、又は、３次元歪テンソル又は３次元歪
テンソル成分又は２次元歪テンソル又は２次元歪テンソル成分又は１方向歪成分を計測す
る、変位計測装置。
【請求項８】
　前記データ処理手段が、求めた３次元関心領域内の３次元変位ベクトル成分、２次元関
心領域内の２次元変位ベクトル成分、１次元関心領域内の１方向変位成分、３次元関心領
域内の２次元変位ベクトル成分又は１方向変位成分、２次元関心領域内の１方向変位成分
、３次元関心領域内の３次元速度ベクトル成分、２次元関心領域内の２次元速度ベクトル
成分、１次元関心領域内の１方向速度成分、３次元関心領域内の２次元速度ベクトル成分
又は１方向速度成分、２次元関心領域内の１方向速度成分に、帯域制限を施した空間微分
フィルタ又は周波数空間において帯域制限のある空間微分フィルタの周波数応答をかける
ことにより歪テンソル成分又は歪速度テンソルを求め、又は、求められたこれらの時系列
に帯域制限を施した時間微分フィルタ又は周波数空間において帯域制限のある時間微分フ
ィルタの周波数応答をかけることにより速度ベクトル成分又は加速度ベクトル成分又は歪
速度テンソル成分を求める、請求項７に記載の変位計測装置。
【請求項９】
　前記測定対象物内に強力な超音波をフォーカシングすることにより加熱するための加熱
治療用振動子をさらに具備する、請求項７に記載の変位計測装置。
【請求項１０】
　前記測定対象物内に強力な振動をフォーカシングすることにより変位又は変形又は振動
を生成する手段をさらに具備する、請求項７に記載の変位計測装置。
【請求項１１】
　前記変位・歪センサーが、加熱治療用振動子と、強力な振動をフォーカシングすること
により変位又は変形又は振動を生成する手段との内の少なくとも１つを兼ねる、請求項７
に記載の変位計測装置。
【請求項１２】
　測定対象物に設定された関心領域について計測された歪テンソルデータと歪速度テンソ
ルデータと加速度ベクトルデータとの内の少なくとも１つが格納される記憶手段と、
　前記歪テンソルデータと歪速度テンソルデータと加速度ベクトルデータとの内の少なく
とも１つに基づいて前記関心領域内における任意の点の応力成分と慣性項と平均垂直応力
と圧力と力源と弾性率と粘弾性率と粘性と密度との内の少なくとも１つを演算する弾性率
・粘弾性率演算手段と、
をさらに具備し、前記弾性率・粘弾性率演算手段が、前記歪テンソルと前記歪速度テンソ
ルと前記加速度ベクトルとの内の少なくとも１つと、前記応力成分と前記慣性項と前記平
均垂直応力と前記圧力と前記力源と前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性と前記密度との
内の少なくとも１つとの関係を表す連立方程式、又は、歪の比、又は、歪速度の比、又は
、加速度の比に基づいて、前記応力成分と前記慣性項と前記平均垂直応力と前記圧力と前
記力源と前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性と前記密度との内の少なくとも１つを求め
る、請求項７に記載の変位計測装置。
【請求項１３】
　前記弾性率・粘弾性率演算手段が、前記歪テンソルと前記歪速度テンソルと前記加速度
ベクトルとの内の少なくとも１つと、前記応力成分と前記慣性項と前記平均垂直応力と前
記圧力と前記力源と前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性と前記密度との内の少なくとも
１つとの関係を表す連立方程式内の慣性項を消去する処理を通じて、前記応力成分と前記
慣性項と前記平均垂直応力と前記圧力と前記力源と前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性
と前記密度との内の少なくとも１つを求める、請求項１２に記載の変位計測装置。
【請求項１４】
　前記弾性率・粘弾性率演算手段が、関心領域内の少なくとも１つの位置において応力成
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分又は圧力を仮定し、前記応力成分と前記慣性項と前記平均垂直応力と前記圧力と前記力
源と前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性と前記密度との内の少なくとも１つを求める、
請求項１２に記載の変位計測装置。
【請求項１５】
　前記データ処理手段が、必要な弾性率分布又は粘弾性率分布又は粘性率分布又は密度分
布を求めた上で、計測される歪又は歪速度又は加速度を用いて、前記応力成分と前記慣性
項と前記平均垂直応力と前記圧力と前記力源との内の少なくとも１つを求める、請求項１
２に記載の変位計測装置。
【請求項１６】
　前記データ処理手段が、前記応力成分と前記慣性項と前記平均垂直応力と前記圧力と前
記力源と前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性と前記密度との内の少なくとも１つを求め
る際に、参照領域内のある有限領域において平均を求め、又は、参照領域内の任意の点に
おいて移動平均又は遮断周波数を低く設定した微分フィルタ又は低域通過型フィルタを施
すことにより得られる、低い空間分解能を持つ歪テンソル成分又は歪速度テンソル成分又
は加速度ベクトル成分を用いる、請求項１２に記載の変位計測装置。
【請求項１７】
　前記データ処理手段が、計測された前記歪テンソル成分又は前記歪速度テンソル成分又
は加速度ベクトル成分の符号が変化した場合に、直流を加算若しくは減算して符号が一定
となる様にし、その上で、それらの比が計算されて弾性率又は粘弾性率又は密度又はそれ
らの逆数の推定値を得て、これらの値を含む分布をさらに処理することがある、請求項１
２に記載の変位計測装置。
【請求項１８】
　前記データ処理手段が、計測結果として求められる前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘
性率と前記密度と前記応力成分と前記慣性項と前記平均垂直応力と前記圧力と前記力源と
前記変位ベクトル成分と前記速度ベクトル成分と前記加速度ベクトル成分と前記歪テンソ
ル成分と前記歪速度テンソル成分の値を、先見的情報に基づいた値に置き換える、あるい
は、値を設定された上限値又は下限値により打ち切る、あるいは、値を補間値に置き換え
る、あるいは、これらの値を含む分布をさらに処理することがある、請求項１２に記載の
変位計測装置。
【請求項１９】
　超音波信号と核磁気共鳴信号と電磁波と光の内の少なくとも１つのセンサーを具備し、
　前記データ処理手段が、前記弾性率と前記粘弾性率と前記粘性率と前記密度と前記応力
成分と前記慣性項と前記平均垂直応力と前記圧力と前記力源と前記変位ベクトル成分と前
記速度ベクトル成分と前記加速度ベクトル成分と前記歪テンソル成分と前記歪速度テンソ
ル成分との内の少なくとも１つを求める、請求項１２に記載の変位計測装置。
【請求項２０】
　加熱又は冷却治療の実施時において、治療部位の大きさを、熱源又は吸熱源の周波数を
用いて調節することを特徴とし、必要なときには、熱物性をも用いて調節することを特徴
とする請求項１２に記載の変位計測装置。
【請求項２１】
　前記変位計測方法によって得られる複数の信号を重畳したものと、該複数の信号の検波
信号の各々と、これらの検波信号を重畳したものとの内のいずれか１つが、超音波画像と
して画像表示される、請求項１２に記載の変位計測装置。
【請求項２２】
　計測結果として求められる前記弾性率と、前記粘弾性率と、各弾性率と対応する粘弾性
率に関わる遅延時間分布又は緩和時間分布と、前記粘性率と、前記密度と、前記応力成分
と、前記慣性項と、前記平均垂直応力と、前記圧力と、前記力源と、前記変位ベクトル成
分と、前記速度ベクトル成分と、前記加速度ベクトル成分と、前記歪テンソル成分と、前
記歪速度テンソル成分と、それらの勾配分布と、それらのラプラシアン分布と、それらの
時間方向の１階偏微分と、それらの時間方向の２階偏微分と、それらの周波数分散と、そ
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れらの経時的相対変化又は経時的絶対変化と、弾性エネルギー又は消費エネルギーと、弾
性エネルギー又は消費エネルギーの経時的積算値と、弾性エネルギー又は消費エネルギー
の経時的相対変化又は経時的絶対変化と、それらのいずれかが超音波画像又は核磁気共鳴
画像に重畳されたものとの内の少なくとも１つが動画又は静止画として画像表示される、
請求項１２に記載の変位計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物体、物質、材料、生体などの計測対象物内部の力学的な特性を非破壊で定
量的に計測する方法及び装置に関し、例えば、加圧源又は加振源などの力源により対象物
に力を作用させ、これにより対象物内部に生ずる変位分布ないし歪テンソル、歪速度テン
ソル、加速度ベクトル等を計測する方法及び装置に関する。また、本発明は、そのように
して求められた歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル場等に基づいて、ずり
弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率、これらの各
弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や緩和時間、密度等を求める方法及び装置に
関する。
【０００２】
　典型的な応用分野としては、生体内部を観察する超音波診断装置、核磁気共鳴撮像装置
、光学診断装置等、放射線治療等の医療分野において、生体の関心部位の治療効果である
組織の変性をモニタリングする手段に適用される。但し、本発明はこれに限られるもので
はなく、非破壊で対象物の静力学的または動力学的な特性を計測して、その評価、検査、
診断等に適用することができる。
【背景技術】
【０００３】
　例えば、医療分野においては、放射線治療、強力超音波照射、レーザ照射、電磁ＲＦ波
照射、電磁マイクロ波照射、冷凍（冷却）治療等により、病変部の治療を施すことが提案
されている。この場合には、その治療効果を非侵襲によってモニタすることが提案されて
いる。また、抗癌剤等の薬剤投与の効果などを非侵襲で観察することが提案されている。
例えば、放射線治療などを施すと、病変部の温度が変化することから、その変性（温度変
化を含む）を非侵襲により計測できれば、治療効果をモニタリングできる。或いは、治療
部位等の生体組織の関心部位に作用する力によって生じる、その関心部位の変位や歪やそ
の変化を計測し、その計測結果に基づいて、例えば弾性係数等の生体組織の性状を求め、
関心部位を含む組織性状の違い等に基づいて診断および治療の効果等を観察する技術が提
案されている。
【０００４】
　ところで、対象物の関心部位の温度は、その部位の弾性率、粘弾性率、弾性率と粘弾性
率に関わる遅延時間や緩和時間、密度等に相関することが知られている。したがって、対
象物内部のずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性
率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や緩和時間、密度等を非破壊
で計測することができれば、関心部位の温度又は温度分布を計測することができる。ここ
で、ずり弾性率と粘ずり弾性率とは、それぞれ、せん断弾性率、粘せん断弾性率とも称さ
れる物性量である。
【０００５】
　従来、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率を計測する方法として、例えば、計測対象物
に力を作用させる力源の位置を変えながら計測対象物を積極的に変形させ、その都度、対
象物表面の複数の点において応力及び歪を計測し、この計測結果に基づいて関心部位であ
る病変部のずり弾性率を推定することが提案されている。つまり、応力計や変位計を用い
て対象物表面の複数の点における応力及び歪を計測し、有限差分法や有限要素法などの数
値解析手法を用い、感度理論に基づいてずり弾性率分布を推定する。また、これらの弾性
率に加えて、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率を計測する方法として、例えば、
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計測対象物に低周波数の振動を印加して計測対象物内にずり波を積極的に生じせしめ、ず
り波の伝播速度から換算して推定することが提案されている。
【０００６】
　なお、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率
、遅延時間や緩和時間、密度等の計測は、治療の効果をモニタするだけでなく、肝臓ガン
などのような病変組織と正常な生体組織の違いを外部から非侵襲で観察することなどにも
適用できる。
【０００７】
　また、その他のモニタリング技法としては、関心部位の核磁気共鳴周波数、電気インピ
ーダンス、超音波伝播速度等の物性値を測定し、これに基づいて関心部位の温度又は温度
分布を計測する方法がある。しかし、これらの技法によれば、温度計測の際に、関心部位
についての他の関連物性値が必要となる。特に、関心部位の変性が伴うと、関連物性値が
大きく変化する場合があるため、温度計測には限界がある。
【０００８】
　従来の技術によりずり弾性率やポアソン比等の弾性率を計測する場合には、対象物の外
部表面に力源を設けて積極的に複数の変形場を生じさせる必要がある。しかし、対象物内
に他の力源が存在したり、制御することができない力源が存在すると、これらの弾性率を
求めることは困難である。つまり、従来の技術によると、全ての力源について位置、力の
働く方向および力の大きさなどのパラメータが必要であり、また、対象物表面の応力およ
び歪データが必要となるが、それらのパラメータおよびデータを得ることは困難である。
その結果、従来の技術によれば、対象物の全体を有限差分法や有限要素法等でモデル化す
る必要があった。さらに、ずり波の伝播速度から粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性
率と共にこれらの弾性率を求める場合には、分解能が低いという問題があった。
【０００９】
　また、強力超音波照射、レーザ照射、電磁ＲＦ波照射、電磁マイクロ波照射、冷凍（冷
却）等により病変部の治療を施すと、病変部組織の構造変化を伴う組織変性や組織成分重
量分率の変化が起こる場合がある。しかし、従来の技術では、組織変性や組織成分重量分
率の変化を計測することについては殆ど考慮されていない。
【００１０】
　一方、医療分野で用いられている超音波診断装置は、超音波探触子（以下、単に探触子
という。）等の超音波トランスジューサーから超音波を生体内に放射し、生体内から反射
される超音波エコー信号（以下、単にエコー信号という。）を超音波探触子により受信し
、受信したエコー信号に基づいて生体内の組織等の分布を計測して、観察可能な画像等に
変換するものである。従って、任意の力源により生じた変位を計測することにより、ある
いは計測した変位データに基づいて歪テンソルや弾性定数分布を求めることにより、肝臓
ガンなどのような病変組織と正常な生体組織の違いを外部から非侵襲で観察することがで
きる。
【００１１】
　このことから、従来、超音波を時間間隔をおいて複数回放射し、前回放射時のエコー信
号と今回放射時のエコー信号の変化に基づいて、生体内の各部の変位を計測することが提
案されている。そして、計測された各部の変位に基づいて歪などの生体内部の力学的物理
量を求め、これに基づいて組織性状の異同の分布を非侵襲で診断することが提案されてい
る（特開平７－５５７７５号公報、特表２００１－５１８３４２号公報）。具体的には、
対象物内に３次元、２次元、又は１次元の関心領域を設定し、その関心領域内に生じた３
次元変位ベクトルの３成分、２成分、または１成分の分布を計測する。そして、計測され
た変位データ、及び変位データに基づいて評価される歪データから、関心領域内の弾性定
数分布等を演算により求めることが行なわれている。
【００１２】
　なお、探触子は、変位ないし歪センサーとして機能するものであるが、変位・歪センサ
としては超音波探触子に限らず、磁場検出素子等、周知のものを適用できる（接触又は非
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接触）。また、力源としては、超音波探触子そのものを加圧源または加振源とすること、
加圧・加振源として別の力源を適用すること、または生体内の心臓の動きや心拍を力源と
することがある。また、超音波探触子を変位又は歪センサとして用い、照射する超音波に
よって関心領域が変形する場合は、関心部位を変形させる格別な力源を設ける必要はない
。また、組織性状の違いには弾性定数のほか、治療により変化した弾性定数や上昇した治
療部位の温度等が含まれる。
【００１３】
　しかし、最も古典的な従来の変位計測においては、超音波ビーム方向のみの変位が生じ
ているものとして超音波エコー信号（直交検波や包絡線検波したものや複素信号を含む。
以下、同様。）のビーム方向の１次元処理を行うことにより変位成分を求めていることか
ら、超音波ビーム方向と直交する方向の変位が存在する実際の計測においては、ビーム方
向の変位の計測精度は低い。
【００１４】
　これに対して、超音波エコー信号の２次元処理を行うことにより計測精度を向上させる
べく、いわゆる２次元相互相関法や最小二乗法に基づいて、超音波エコー信号の２次元ク
ロススペクトラムの位相の勾配を求め、この位相の勾配から変位ベクトルを求める方法が
提案されている。これによれば、例えば、加圧器又は加振器（探触子が兼ねることがある
）の他に、他の力源や、対象物内に制御不可能な力源（生体観察の場合には、例えば、心
拍、呼吸、血管、体動など。肺、空気、血管、血液などは関心領域に含めることが多い）
が存在する場合でも、ある程度の計測精度で変位ベクトルを計測することが可能である。
【００１５】
　しかし、対象物内の３次元空間において生じる変位ベクトルは、厳密には３次元変位ベ
クトルであるのに対して、従来の技術は、２次元処理に基づいて２方向変位成分の分布を
計測するもの、あるいは１次元処理に基づいて１方向変位成分の分布を計測するものにと
どまることから、３次元変位ベクトルの計測精度には自ずと限界を生じる。
【００１６】
　特に、超音波ビーム方向と直交する方向の変位成分の計測は、超音波信号の周波数帯域
が狭いこと、及び送搬周波数を有さないことから、超音波ビーム方向の変位成分の計測に
比べて、空間分解能および計測精度が低くなる。つまり、３次元の変位ベクトル及び歪テ
ンソル成分の計測精度は、超音波ビームの走査方向の変位成分の計測精度に大きく依存し
て低いという問題がある。
【００１７】
　また、大きな変位をクロススペクトラムの位相の勾配から計測する場合、クロススペク
トラムの位相をアンラッピングしたり、もしくは相互相関法を用いてサンプリング間隔の
整数倍の値として、その変位を予め評価しておく必要がある。したがって、計測処理が煩
雑であるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開平７－５５７７５号公報
【特許文献２】特表２００１－５１８３４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　このような点に鑑み、本発明は、計測対象物内に他の力源が存在したり、制御すること
ができない力源が存在する場合であっても、例えば、生体の関心部位の診断や治療効果な
どのモニタリングに適用可能な、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘
ポアソン比等の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や緩和
時間、密度等の計測技術を提供することを第１の目的とする。
【００２０】
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　また、本発明は、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等
の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や緩和時間、密度等
の計測手段を備えた低侵襲性の治療技術を提供することを第２の目的とする。
【００２１】
　さらに、本発明は、時間間隔をおいて取得される超音波エコー信号のクロススペクトラ
ム（超音波エコー信号の相互相関関数のフーリエ変換より求められることもある）の位相
の勾配から変位成分を求めるにあたり、計測対象物の３次元、２次元（ビーム方向を含む
、若しくは、含まない）又は１次元（ビーム方向若しくは走査方向）の関心領域内に生じ
た変位ベクトル分布の計測精度を向上させることを第３の目的とする。
【００２２】
　また、本発明は、クロススペクトラムの位相のアンラッピングや、相互相関法を用いる
ことなく、演算処理をシンプル化して、演算プログラム量の軽減及び演算処理時間を短縮
化することを第４の目的とする。また、演算プログラム量の軽減及び演算処理時間を短縮
化するべく、自己相関法やドプラ法に基づき、多次元ベクトル計測を可能とすることを第
４の目的とする。
【００２３】
　加えて、本発明は、超音波ビーム方向と直交する方向の変位計測の精度を向上させるこ
とを第５の目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２４】
　本発明は、次に述べる技術により、上記課題を解決するものである。
　本発明に係る変位計測方法は、いずれも、計測対象物の関心領域に時間間隔をおいて超
音波を放射し、前記計測対象物にて発生する超音波エコー信号を取得して、異なる２つ以
上の時相で取得された超音波エコー信号の位相に基づいて局所変位ベクトル又は局所変位
ベクトル成分を計測することを特徴とする。
　その１つの方法は、変位成分を２つの自相（変形前後）にて取得される超音波エコー信
号のクロススペクトラムの位相の勾配から評価するものであり、３次元処理（３次元クロ
ススペクトラムの位相：θ(ωx, ωy, ωz))をも可能とする本法によれば、３次元関心空
間内の３次元変位ベクトル（d＝(dx,dy,dz)T)分布そのものの高精度な計測を可能とする
だけでなく、結果的に、２次元処理（２次元クロススペクトラムの位相：θ(ωx, ωy)、
若しくは、θ(ωy, ωz)、若しくは、θ(ωx, ωz))および１次元処理（１次元クロスス
ペクトラムの位相：θ(ωx)、若しくは、θ(ωy)、若しくは、θ(ωz))を行うものに比べ
て対応する変位成分分布のより高精度な計測を可能とするものである。
　また、クロススペクトラムの位相の勾配から変位を計測する際にクロススペクトラムの
パワーを用いて通常は正規化されたクロススペクトラムの２乗を重み関数として最小二乗
法を適用し、その際に、関心領域内の変位の大きさや変位分布に関する空間的な連続性や
微分可能性に関する先見的情報を付加するべく、正則化処理を施して安定化することによ
り、さらに高精度な変位計測を実現できる。すなわち、従来技術の信号処理の単なる多次
元化による３次元関心空間内の３次元変位ベクトル成分分布計測、および、従来技術によ
る、２次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布計測および１次元関心領域内の１方
向変位成分分布計測に比べて計測精度を向上させることができる。尚、正則化の処罰項お
よび正則化パラメータは前記関心領域の次元数および変位成分の方向および関心領域内の
位置に依存して異なるものとすることができる。また、正則化を施す際に付加する先見的
情報としては、この他に、正則化パラメータが方向に依存することなく使用されるものと
して、組織の力学的特性（例えば、非圧縮性）や変位ベクトル分布および変位成分分布に
関する適合条件などがある。
【００２５】
　また、演算プログラム量の軽減及び演算処理時間を短縮化するべく、自己相関法やドプ
ラ法に基づき、多次元ベクトル計測を可能とする。これは、１つのエコー信号から複数個
の複素解析信号を求めて独立した式を連立する、ビーム方向以外の方向の正弦的変調信号
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を生成するに際して異なる変調周波数のエコー信号を複数個生成する、ビーム方向以外の
方向の正弦的変調信号を生成するに際して横方向に積極的に変調周波数を変化させる、複
素解析信号を求めた際にスペクトラムを複数個に周波数分割して１つのエコー信号から複
数の複素解析信号を生成する、異なる超音波周波数で複数回超音波を送信する、又、変形
前後のエコー信号の基本波と高調波を使用すること等により実現される。
【００２６】
　例えば、本発明の１つの観点に係る変位計測方法は、少なくとも１つの超音波素子を使
用して、複数の時相において、計測対象物の関心領域に超音波を放射するステップ（ａ）
と、前記少なくとも１つの超音波素子又は別の少なくとも１つの超音波素子を使用して、
前記複数の時相において、前記計測対象物から発生する超音波エコーを検出して超音波エ
コー信号を出力するステップ（ｂ）と、ステップ（ａ）及び（ｂ）に基づいて前記複数の
時相の各々において行うビームフォーミングにおいて、超音波放射強度と、アポダイゼー
ションと、開口形状と、照射形状と、ビーム形状と、周波数と、帯域幅と、ステアリング
方向と、Ｆナンバーと、フォーカスの有無と、フォーカス位置と、サンプリング間隔との
内の少なくとも１つの超音波パラメータを変えることにより、異なる超音波パラメータを
有する複数の超音波エコー信号を得るステップ（ｃ）と、ステップ（ｃ）において得られ
、前記複数の時相に共通する超音波パラメータを有する複数の超音波エコー信号の位相に
基づいて、３次元変位ベクトル又は３次元変位ベクトル成分又は２次元変位ベクトル又は
２次元変位ベクトル成分又は１方向変位成分、又は、３次元速度ベクトル又は３次元速度
ベクトル成分又は２次元速度ベクトル又は２次元速度ベクトル成分又は１方向速度成分、
又は、３次元歪テンソル又は３次元歪テンソル成分又は２次元歪テンソル又は２次元歪テ
ンソル成分又は１方向歪成分を計測するステップ（ｄ）とを具備する。
【００２７】
　また、本発明の１つの観点に係る変位計測装置は、測定対象物に超音波を放射すると共
に、前記測定対象物内で発生する超音波エコーを検出して超音波エコー信号を出力する変
位・歪検出センサーと、前記変位・歪センサーの駆動信号を出力すると共に、前記変位・
歪センサーから出力される超音波エコー信号を受信する駆動受信手段と、前記駆動受信手
段から出力される駆動信号を制御すると共に、前記駆動受信手段により受信される超音波
エコー信号の処理をするデータ処理手段と、前記超音波エコー信号を記録するデータ記録
手段とを具備し、前記データ処理手段が、本発明のいずれかの観点に係る変位計測方法を
用いて、前記計測対象物から得られる超音波エコー信号から、３次元変位ベクトル又は３
次元変位ベクトル成分又は２次元変位ベクトル又は２次元変位ベクトル成分又は１方向変
位成分、又は、３次元速度ベクトル又は３次元速度ベクトル成分又は２次元速度ベクトル
又は２次元速度ベクトル成分又は１方向速度成分、又は、３次元歪テンソル又は３次元歪
テンソル成分又は２次元歪テンソル又は２次元歪テンソル成分又は１方向歪成分を計測す
る。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、任意の力源により、未知対象物の３次元関心空間内、又は、２次元又
は１次元関心領域内に生じた変位ベクトル分布や歪テンソル分布やこれらの時空間偏微分
の分布を高精度に計測することができる。また、そのように計測されたデータに基づいて
、対象物が自然に変形する場合には、その場を乱すことなく、容易に関心空間・領域の弾
性率分布や粘弾性率分布を推定することができる。また、本発明によれば、計測対象物内
に他の力源が存在したり、制御することができない力源が存在する場合であっても、例え
ば、生体の関心部位の診断や治療効果などのモニタリングに適用可能な変位計測方法及び
装置を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の一実施形態に係る弾性率・粘弾性率測定装置の全体構成を示すブロック
図である。
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【図２】本発明に適用可能な変位・歪の検出センサーの例を説明する図である。
【図３】変位・歪検出センサーの機械走査機構の動作を説明する図である。
【図４】ビームステアリングおよび計測された２つの変位ベクトル成分分布の空間的な補
間処理を説明する図である。
【図５】受信信号を走査方向に正弦的に変調させることを説明する概念図である。
【図６】超音波エコー信号の基本波（n =１）および第ｎ次高調波（n＝２～N）の概念を
説明する図である。
【図７】変形前の超音波エコー信号空間内と変形後の超音波エコー信号空間内の３次元関
心空間内の点（x,y,z）を中心とする３次元局所空間を説明する図である。
【図８】３次元局所超音波エコー信号の位相マッチング探索例として、変形前の局所空間
の対応する局所信号を変形後のエコー信号空間に設けた探索空間内にて探索する場合を説
明する図である。
【図９】３次元変位ベクトル分布計測の高分解能化（局所空間の縮小化）を説明する図で
ある。
【図１０】３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布計測の方法１－１のフローチャー
トである。
【図１１】３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布計測の方法１－２のフローチャー
トである。
【図１２】３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布計測の方法１－３のフローチャー
トである。
【図１３】３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布計測の方法１－４のフローチャー
トである。
【図１４】３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布計測の方法１－５のフローチャー
トである。
【図１５】変形前の超音波エコー信号空間内と変形後の超音波エコー信号空間内の２次元
関心空間内の点（x,y）を中心とする２次元局所領域を説明する図である。
【図１６】２次元局所超音波エコー信号の位相マッチング探索の一例として、変形前の局
所領域の対応する局所信号を変形後のエコー信号空間に設けた探索領域内にて探索する場
合を説明する図である。
【図１７】２次元変位ベクトル分布計測の高分解能化（局所領域の縮小化）を説明する図
である。
【図１８】変形前の超音波エコー信号空間内と変形後の超音波エコー信号空間内の１次元
関心領域内の点xを中心とする１次元局所領域を説明する図である。
【図１９】１次元局所超音波エコー信号の位相マッチング探索の一例として、変形前の局
所領域の対応する局所信号を変形後のエコー信号空間に設けた探索領域内にて探索する場
合を説明する図である。
【図２０】１方向変位成分分布計測の高分解能化（局所領域の縮小化）を説明する図であ
る。
【図２１】３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布計測の方法４－１、３次元関心空
間内の１方向変位成分分布計測の方法５－１、および２次元関心領域内の１方向変位成分
分布計測の方法６－１のフローチャートである。
【図２２】３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布計測の方法４－２、３次元関心空
間内の１方向変位成分分布計測の方法５－２、および２次元関心領域内の１方向変位成分
分布計測の方法６－２のフローチャートである。
【図２３】３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布計測の方法４－３、３次元関心空
間内の１方向変位成分分布計測の方法５－３、および２次元関心領域内の１方向変位成分
分布計測の方法６－３のフローチャートである。
【図２４】３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布計測の方法４－４、３次元関心空
間内の１方向変位成分分布計測の方法５－４、および２次元関心領域内の１方向変位成分
分布計測の方法６－４のフローチャートである。
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【図２５】３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布計測の方法４－５、３次元関心空
間内の１方向変位成分分布計測の方法５－５、および２次元関心領域内の１方向変位成分
分布計測の方法６－５のフローチャートである。
【図２６】図１の弾性率・粘弾性率測定装置を用いた弾性率・粘弾性率計測手順を示すフ
ローチャートである。
【図２７】本発明の一実施形態に係る治療装置の全体構成を示すブロック図である。
【図２８】図２７の治療装置における制御手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら詳しく説明する。
　図１は、本発明の一実施形態に係る変位ベクトル及び歪テンソル、並びに、弾性率及び
粘弾性率測定装置の全体構成を示すブロック図である。この装置は、計測対象物６の３次
元（又は２次元又は１次元）の関心領域７内の歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度
ベクトル場等における変位ベクトル成分分布、歪テンソル成分分布、及び、これらの時空
間偏微分の分布等を計測する装置であると共に、この装置等を使用して得られるそれらの
計測結果を用いて、ずり弾性率分布、ポアソン比分布、粘ずり弾性率分布、粘ポアソン比
分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度分布等を計測する装置である。
【００３１】
　図１に示すように、計測対象物６の表面に接して、又は、適当な媒質を介して変位・歪
検出センサー５が設けられる。本実施形態では、変位・歪検出センサー５として複数の超
音波振動子からなる１次元又は２次元アレイ型の超音波探触子を用いている。
【００３２】
　変位・歪検出センサー５は、位置調整手段４によって測定対象物６との距離を機械的に
調整可能になっている。また、変位・歪検出センサー５と測定対象物６との相対距離を機
械的に調整する位置調整手段４'が設けられている。変位・歪検出センサー５を駆動する
超音波送信器及び超音波パルサー、および変位・歪検出センサー５から出力されるエコー
信号を受信する受信器および増幅器を備えた駆動・出力調整手段５'が備えられている。
また、対象物６を積極的に変形させる場合に使用する加圧・加振器などの力源８、および
その位置を機械的に決める位置調整手段４"が備えられている。
【００３３】
　駆動・出力調整手段５'から出力されるエコー信号は計測制御手段３を介してデータ記
録手段２に記録される。データ記録手段２に記録されたエコー信号は、データ処理手段１
により読み出され、任意の時刻における関心領域７内の、変位ベクトル成分分布（時系列
）や歪テンソル成分分布（時系列）が直接的に演算により求められ、また、これらの時空
間偏微分の分布である、歪テンソル成分分布（時系列）、歪速度テンソル成分分布（時系
列）、加速度ベクトル成分分布（時系列）等が、演算により求められる。すなわち、関心
領域７内の変位ベクトル成分分布（時系列）が演算により求められる場合には、歪テンソ
ル成分分布（時系列）は求められた変位ベクトル成分分布（時系列）に３次元、２次元、
又は１次元の空間微分フィルタ処理（以下にて使用される各フィルタの遮断周波数は、一
般的なフィルタと同様に、適宜、時空間方向毎に、各空間位置および各時刻において異な
るものに設定されることがある。）を施すことにより求められ、加速度ベクトル成分分布
（時系列）は計測された変位ベクトル成分分布（時系列）に時間微分フィルタ処理を２回
施すことにより求められ、歪速度テンソル成分分布（時系列）は計測された変位ベクトル
成分分布（時系列）に時間微分フィルタ処理を１回施すことにより得られる速度ベクトル
成分分布（時系列）に空間微分フィルタ処理を施すことにより求められるか、あるいは、
計測された歪テンソル成分分布（時系列）に時間微分フィルタ処理を１回施すことにより
求められる。また、関心領域７内の歪テンソル成分分布（時系列）が演算により直接的に
求められる場合には、歪速度テンソル成分分布（時系列）は計測された歪テンソル成分分
布（時系列）に時間微分フィルタ処理を１回施すことにより求められる。さらに、データ
処理手段１は、当該データ処理手段等を使用して計測された歪テンソル成分（時系列）、



(12) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

歪速度テンソル成分（時系列）、加速度ベクトル成分（時系列）等から、ずり弾性率分布
、ポアソン比分布、粘ずり弾性率分布、粘ポアソン比分布、遅延時間分布、緩和時間分布
、密度分布等を演算により求めるようになっている。これらの演算結果はデータ記録手段
２に記録される。
【００３４】
　計測制御手段３は、データ処理手段１、位置調整手段４、位置調整手段４"及び駆動・
出力調整手段５'をコントロールするようになっている。なお、測定対象物６が固定され
ている場合は、位置制御手段４'は不要である。変位・歪検出センサー５が電子走査型の
場合は、位置調整手段４は必ずしも必要ない。つまり、関心領域７の大きさによっては、
機械走査を行うことなく測定できる場合がある。また、変位・歪検出センサー５は、対象
物６に直接接触させて計測するほか、強力超音波（ＨＩＦＵ）治療を行う際に治療効果の
モニタリングを行う場合は、対象物６を液体槽９中に浸漬し、変位・歪検出センサー５を
液体槽９に浸して非接触的に計測を行うこともできる。
【００３５】
　位置調整手段４は、例えば、図３に示すように、変位・歪検出センサー５と対象物６の
相対的な位置決めを機械的に行うもので、上下左右並進、回転、扇状の回転を機械的に行
う機械走査機構を使用する。また、駆動・出力調整手段５'の出力は、時間的に連続的に
、あるいは所定の間隔をおいてデータ記録手段２に記録される。データ処理手段１は、駆
動・出力調整手段５'を制御して、３次元の関心領域７（又は、２次元関心領域あるいは
１次元関心領域）内のエコー信号の基本波（ｎ＝１）、第ｎ次高調波（ｎ＝２～Ｎ）、又
は全成分を取得して、後述するデータ処理を施して所望の変位、歪、歪速度、加速度デー
タを求め、データ記録手段２に格納する。
【００３６】
　駆動・出力調整手段５'とデータ処理手段１は、計測制御手段３の指令に従って、変位
・歪検出センサ５との間で送受する超音波信号について、送信固定フォーカシング処理、
又は、マルチ送信固定フォーカシング処理および受信ダイナミックフォーカシング処理の
フォーカシング処理等を行なう開口合成処理を行なう。また、超音波信号について、アポ
ダイゼーションを行なって、例えば、超音波ビームのビーム形状をシャープにするべく各
素子において放射・受信される超音波信号に重み付けを行う処理を行いながら、ビームス
テアリング処理を行ない、３次元（又は２次元あるいは１次元）関心領域７内のエコー信
号を取得する。
【００３７】
　次に、本実施形態に係る変位・歪計測装置について詳しく説明する。
　本実施形態においては、変位・歪検出センサー５として、機械走査の可能な２次元超音
波素子、電子走査型２次元超音波素子アレイ、電子走査型１次元超音波素子アレイ、機械
走査が可能な２次元および１次元超音波素子アレイを用いることができる。
【００３８】
　また、本実施形態においては、開口面合成を行うことに加えて、ビームステアリングを
行って計測できる。ビームステアリングを行った場合には、計測された変位ベクトル成分
分布又は歪テンソル成分分布の空間的な補間処理が行われ、これらの計測変位分布（時系
列）データや計測歪分布（時系列）データに空間微分フィルタや時間微分フィルタを施す
ことにより歪テンソル成分分布（時系列）や歪速度テンソル成分分布（時系列）や加速度
ベクトル成分分布（時系列）や速度ベクトル成分分布（時系列）が評価される。
【００３９】
　ビーム方向の変位計測の精度が直交する走査方向の変位成分の計測精度に較べ各段に高
いため、高精度な変位ベクトルの計測を実現するべく、機械走査やビームステアリングを
行うことがある（フォーカシングに加えて、アポダイゼーションを行うこともある。以下
、同様。）。すなわち、機械走査やビームステアリングを行うことにより、測定対象物の
変形前後の各々において、３次元変位ベクトルを計測する場合は３方向以上に、２次元変
位ベクトルを計測する場合は２方向以上に、１方向変位成分を計測する場合には異なる１
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方向以上に、超音波ビームを放射して超音波エコーデータフレームを取得する。そして、
各同一方向に放射して得られた２枚の超音波エコーデータフレームから高精度に計測され
たビーム方向の変位成分分布から、３次元、または２次元の変位ベクトル分布が計測され
る（図例４）。ビーム方向の１次元処理が行われることもある。また、超音波素子アレイ
の一素子ずつを使用して計測対象物の関心領域に超音波を放射し、一素子又は複数素子を
使用して前記計測対象物にて発生する超音波エコー信号を取得して、各時相にて取得され
た超音波エコー信号に対して、３次元変位ベクトルを計測する場合には異なる３方向以上
の、２次元変位ベクトルを計測する場合には異なる２方向以上の、１方向変位成分を計測
する場合には異なる１方向以上の、ビームフォーミング（フォーカシングに加えて、アポ
ダイゼーションを行うこともある。受信のみのビームフォーミングが行われることもある
。以下同様。）を行い、異なる２つ以上の時相で取得された同一方向にビームフォーミン
グされた超音波エコー信号の位相に基づいて高精度に計測された局所ビーム方向変位成分
から、３次元変位ベクトル又は３次元変位ベクトル成分又は２次元変位ベクトル又は２次
元変位ベクトル成分又は１方向変位成分を計測することがある。これより、ビームステア
リングを行う場合に比べて送受信時間を短縮化できる。ビーム方向の１次元処理が行われ
ることもある。また、超音波素子アレイの一素子ずつを使用して計測対象物の関心領域に
超音波を放射し、一素子又は複数素子を使用して前記計測対象物にて発生する超音波エコ
ー信号を取得して、各時相にて取得された超音波エコー信号に対して、３次元歪テンソル
を計測する場合には異なる６方向以上の、２次元歪テンソルを計測する場合には異なる３
方向以上の、１方向歪成分を計測する場合には異なる１方向以上の、ビームフォーミング
を行い、異なる２つ以上の時相で取得された同一方向にビームフォーミングされた超音波
エコー信号の位相に基づいて直接的に高精度に計測された局所ビーム方向歪成分から、３
次元歪テンソル又は３次元歪テンソル成分又は２次元歪テンソル又は２次元歪テンソル成
分又は１方向歪成分を計測することがある。ビーム方向の１次元処理が行われることもあ
る。各自相にて多方向にビームフォーミングして得られた超音波エコー信号を重ね合わせ
、変位や歪を計測することもある。各ビーム方向の１次元処理が行われることがある（以
下、同様）。また、多方向にビームフォーミングして得られた超音波エコー信号を重ね合
わせた上で包絡線検波をして得られた超音波エコー信号を使用することもある。また、多
方向にビームフォーミングして得られた超音波エコー信号の各々を包絡線検波をした上で
重ね合わせて得られた超音波エコー信号を使用することもある。これらの超音波エコー信
号から超音波画像を得ることがある。上記の送信時において、一素子以上の素子が使用さ
れることもあり、その際には、別方向への送信ビームフォーミングが行われることがある
。無論、送信ビームフォーミングされないこともある。未知変位ベクトル成分の数以上の
変位成分の推定結果を得た場合は、最小二乗法が適用される。その場合、推定結果の信頼
度を加味して、局所の相関値や局所のエコーのパワーなどを用いて、重み付き最小二乗法
が適用されることがある。
【００４０】
　但し、最終的な計測結果として変位ベクトル分布を得るためには、異なる離散座標系（
以下、旧座標系）において評価された各変位ベクトル成分分布を、変位ベクトル分布を表
現するための一つの離散座標系（以下、新座標系）にて表現する必要がある。そのために
、いわゆる、変位成分分布のデータ補間を行う必要があり、具体的には、それらの旧座標
系において評価された各変位ベクトル成分分布に対して、信号処理を施して新座標系にお
いて所望する位置における変位成分データを得る。この信号処理として、フーリエ変換を
行い、そのフーリエ空間において複素エクスポネンシャルを乗ずることによる位相シフト
を行うことで、空間領域における空間的なシフティングを実現することがある。
【００４１】
　さらに、本実施形態においては、受信信号を走査方向に正弦的に変調しても良い（例え
ば、J.A. Jensen, "A new method for estimation of velocity vectors," IEEE Transac
tions on Ultrasonics, Ferroelectrics, and Frequency Control, vol. 45, no. 3, pp.
 837-850, May 1998に記載の変調方法やM. E. Anderson, "Multi-dimensional velocity 
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estimation with ultrasound using spatial quadrature," IEEE Transactions on Ultra
sonics, Ferroelectrics, and Frequency Control, vol. 45, no. 3, pp. 852-861, May 
1998に記載の変調方法等）。しかし、Jensenの方法では有限幅開口においてsinc関数でア
ポダイゼーションせねばならない。また、Andersonの方法では変調周波数と帯域幅を設定
することは困難である。そこで、受信信号のアポダイゼーション及びフォーカシングによ
り、横方向（y方向）の点拡がり関数をガウス型Aexp(-y2/(2σy

2))cos(2πfyy)[但し、σ

yは横方向のビーム幅に対応、fyは横方向の変調周波数]に、又、横方向の面（yz面)の点
拡がり関数をガウス型Aexp((-y2/(2σy

2))+(-z2/(2σz
2)))cos(2πfyy)cos(2πfzz)[但し

、σyはy方向のビーム幅に対応、σzはz方向のビーム幅に対応、fyはy方向の変調周波数
、fzはz方向の変調周波数]にすることがある。以上において、送信時に変調することも可
能である。
　横方向(y方向)の点拡がり関数をexp(-y2/(2σy

2))cos(2πfyy)とする場合、深さxのア
ポダイゼーションには、重み分布として1/(2λx){exp[-(2π)2(y/(λx)+fy+fa)

2aσy
2/2]

+exp[-(2π)2(y/(λx)-fy-fa)
2aσy

2/2]}に比例する値を用いれば良い。λは超音波の波
長であり、faとaの各々は変調周波数と帯域幅を調整するために導入したパラメータであ
る。
　又、横方向の面(yz面)の点拡がり関数をガウス型exp((-y2/(2σy

2))+(-z2/(2σz
2)))co

s(2πfyy)cos(2πfzz)とする場合、深さxのアポダイゼーションには、重み分布として1/(
4λx){exp[-(2π)2(y/(λx)+fy+fa)

2aσy
2/2-(2π)2(z/(λx)+fz+fb)

2bσz
2/2]+exp[-(2

π)2(y/(λx)+fy+fa)
2aσy

2/2-(2π)2(z/(λx)-fz-fb)
2bσz

2/2]+exp[-(2π)2(y/(λx)-f

y-fa)
2aσy

2/2-(2π)2(z/(λx)+fz+fb)
2bσz

2/2]+ exp[-(2π)2(y/(λx)-fy-fa)
2aσy

2/2
-(2π)2(z/(λx)-fz-fb)

2bσz
2/2]}に比例する値を用いれば良い。λは超音波の波長であ

り、faとaの各々はy軸方向の変調周波数と帯域幅を調整するために導入したパラメータ、
fbとbの各々はz軸方向の変調周波数と帯域幅を調整するために導入したパラメータである
。
【００４２】
　この走査方向に正弦的に変調する際の周波数は高いほど良いが、この変調は超音波ビー
ム幅で決まる帯域幅を走査方向の周波数軸方向に周波数シフトすることになるため、この
周波数は、これにより決まる走査方向の最高周波数がサンプリング定理に基づいて折り返
し現象を生じない様に超音波ビーム間隔で決まるサンプリング周波数の１/２以下に設定
される必要がある。これより、ビーム方向と直交する方向の走査方向の変位成分分布の計
測精度を向上させることができる。
【００４３】
　これらにより、３次元関心領域、２次元関心領域、または、１次元関心領域内において
得られた超音波エコー信号の基本波成分、または、送搬周波数が高くなることにより超音
波ビーム方向の変位成分の計測精度が向上する高調波成分、且つ、基本波で構成される超
音波ビームに較べて超音波走査方向に広帯域（細いビームを実現できる）であることによ
り超音波走査方向の計測精度を向上させることの可能である高調波成分、または、高調波
成分のみではそのSN比が低くなることがあるために超音波エコー信号の全成分を有効に利
用することがある。
【００４４】
　すなわち、超音波エコー信号そのものを、抽出した基本波（n =１）のみを、抽出した
第ｎ次高調波（n＝２～N）のみを、または、これらの組み合わせを、用いて、後述する所
定の変位・歪計測方法（後述の方法１－１～方法１－５、方法２－１～方法２－５、方法
３－１～方法３－５、方法４－１～４－５、方法５－１～５－５、方法６－１～６－５。
）により、変位ベクトル計測を行うことがある。
【００４５】
　これらの所定の変位・歪計測方法は、計測対象である変位分布や歪分布や歪速度分布や
加速度分布や速度分布に関する先見的情報に基づいて設定されるこれらの初期値に対して
、推定される修正すべき変位データを用いて反復的に変位の推定結果を修正していくこと
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を基本とし、最終的に変位ベクトル分布（時系列）や変位成分（時系列）や歪テンソル分
布（時系列）や歪成分分布（時系列）や歪速度テンソル分布（時系列）や歪速度成分分布
（時系列）や加速度ベクトル分布（時系列）や加速度成分分布（時系列）や速度ベクトル
分布（時系列）や速度成分（時系列）の高精度な計測を実現するものである。但し、実時
間性を重視して１回の推定にて計測を終了することも可能である。また、反復的に推定す
る間に、時空間的な大きさや時空間的な連続性に関して先見的にありえない変位量や修正
変位量が推定された場合には、その先見的情報に従うこととし、強制的に、例えば、設定
される最大値や最小値の範囲に収まる様にそれらの値に修正される、また、隣接する点の
推定結果との差がある範囲に収まる様にそれらの値が修正されることがある。
【００４６】
　これらの所定の変位・歪計測方法において、修正すべき変位ベクトル又は変位ベクトル
成分を推定する際に使用される方法は、いずれも、異なる2つ以上の時相において取得さ
れた超音波エコー信号の位相を指標とするものであるが、まずは、その１つである、異な
る２時相にて取得された超音波エコー信号のクロススペクトラムの位相の勾配から変位を
計測する方法が使用された場合を用いて説明する。
【００４７】
　また、該変位・歪計測方法が、超音波エコー信号の基本波、超音波エコー信号の第ｎ次
高調波（n＝２～N）を抽出したものの各々に施されることにより、その結果として得られ
る変位の計測データに関して、用いた基本波、第ｎ次高調波（n=２～N）のクロススペク
トラムのパワー比等を重み値として計測結果の変位データを平均化して得られる変位デー
タを最終的な計測結果とすることもある。
【００４８】
　加えて、最小二乗法を用いてクロススペクトラムの位相の勾配から変位を計測する際に
、前記の先見的情報を用いて正則化法を適用するデータ処理手段（信号処理）を実施でき
る。これにより、単なる変位計測を行う場合に比べ、安定的に高精度且つ高分解能な変位
計測を実現できる。
【００４９】
　また、クロススペクトラムの位相の勾配から大変位を評価する場合には、位相のアンラ
ッピングを行う、または、相互相関法を使用する必要があったために、計測手順が煩雑な
ものであったのに対し、データを間引き最終的に元のデータ間隔（密度）に戻す手順を導
入することでこれらの処理を不要として計測手順を格段にシンプルなものとする。これに
より、ソフトとして実装する量の軽減および計算時間の短縮化を可能とする。時に、正則
化を施さないこともある。
【００５０】
　また、本実施形態に含まれるこれとは別の方法として、計測対象物の関心空間に時間間
隔をおいて超音波を放射し、前記計測対象物から発生する超音波エコー信号を取得して、
２時相で取得された超音波エコー信号のクロススペクトラムの位相の勾配に基づいて局所
変位を計測するにあたり、前記２時相で取得された超音波エコー信号に相互相関法やそれ
らのクロススペクトラムの位相にアンラッピングを施こしても良い。
【００５１】
　この場合においても、クロススペクトラムの位相の勾配に基づいて局所変位を計測する
にあたり、正則化法を用いて関心領域内の変位分布に関する先見的情報を付加した上で、
クロススペクトラムのパワーを用いて通常は正規化されたクロススペクトラムの二乗を重
み関数として最小二乗法を適用して関心領域内の変位分布を求めることができる。
【００５２】
　また、時に、クロススペクトラムの位相の勾配を評価するにあたり、取得された超音波
エコー信号を各方向に各々等間隔で間引くことによりデータ間隔を大きくした超音波エコ
ー信号を用いても良い。
【００５３】
　これらの場合において、異なる２時相において取得された計測対象物の３次元関心空間
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・２次元または１次元関心領域内からの３次元・２次元または１次元超音波エコー信号の
各局所３次元・２次元または１次元クロススペクトラムの位相の勾配から、３次元関心空
間内の３次元変位ベクトル成分分布、２次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布、
１次元関心領域内の１方向変位成分分布、３次元関心空間内の２次元変位ベクトル成分分
布または１方向変位成分分布、または、２次元関心領域内の１方向変位成分分布を、安定
的に高精度且つ高分解能に計測することができる。
【００５４】
　また、本発明の変位・歪計測装置は、計測対象物の３次元関心空間・２次元または１次
元関心領域内に生じた変位ベクトルまたは歪テンソル分布、これに加えて、歪速度テンソ
ル分布や加速度ベクトル分布や速度ベクトル分布等を、３次元関心空間・２次元または１
次元領域内にわたって測定した超音波エコーデータ（以下、３次元、２次元、１次元超音
波エコー信号と称す。）から計測する装置であって、変位・歪検出センサー（超音波トラ
ンスデューサ）および測定対象物の相対的な位置決め・上下左右並進、回転、扇状の回転
を機械的に行うための機械走査機構と、変位・歪センサー（超音波トランスデューサ）駆
動（送信器・超音波パルサー）・出力調整（受信器・増幅器）手段と、 開口面合成処理[
フォーカシング処理（送信固定フォーカシング・受信ダイナミックフォーカシング、また
は、マルチ送信固定フォーカシング・受信ダイナミックフォーカシング）およびアポダイ
ゼーション（超音波ビームの改善、すなわち、ビーム形状をシャープにするべく各素子か
ら放射される超音波信号に重み付けを行う処理）]を基本とした所定のデータ処理手段と
、センサーの出力を記録するための記録手段と、これより変位ベクトル分布や歪テンソル
分布や歪速度テンソル分布や加速度ベクトル分布や速度ベクトル分布等を計測するための
データ処理（信号処理）手段と、計測されたこれらの変位ベクトルや歪テンソル成分分布
や歪速度テンソル分布や加速度ベクトル分布や速度ベクトル分布等をも記録しておくため
の記録手段を有することを特徴とする。
【００５５】
　この場合において、前記データ処理手段は、超音波データの取得（収集）および信号処
理を施すことにより計測された前記３次元関心空間内の３次元変位ベクトル、２次元関心
領域内の２次元変位ベクトル、１次元関心領域内の１方向変位成分、３次元関心空間内の
２次元変位ベクトルまたは１方向変位成分、２次元空間内の１方向変位成分に、帯域制限
を施した空間微分フィルタ（３次元、２次元、または、１次元空間フィルタ）または周波
数空間にて帯域制限のある空間微分フィルタの周波数応答（３次元、２次元、または、１
次元周波数応答）をかけることにより歪テンソル成分を求めることを特徴とする。また、
これらの時系列に帯域制限を施した時間微分フィルタまたは周波数空間にて帯域制限のあ
る時間微分フィルタの周波数応答をかけることにより歪速度テンソル成分や加速度ベクト
ル成分や速度ベクトル成分を求めることを特徴とする。また、直接的に計測された歪テン
ソル成分から歪速度テンソル成分を求めることのあることを特徴とする。
【００５６】
　また、少なくとも1つ以上の歪テンソル場（変位ベクトル場）を前記計測対象物の前記
３次元関心空間・２次元または１次元関心領域に発生せしめることができるように力源と
して加圧器または加振器を使用することを特徴とする。この場合において、対象が生体の
動き（心拍、脈拍、呼吸など）を力源として、これに同期して前記計測対象物の前記３次
元関心空間・２次元または１次元関心領域内に生じる歪テンソル場（変位ベクトル場）を
計測することができる。
【００５７】
　また、超音波トランスデューサのタイプは、次の態様をとることができる。すなわち、
変位または歪の検出センサーとして、機械走査の可能な超音波素子、電子走査型２次元超
音波素子アレイ（時に機械走査が可能）、または、電子走査型１次元超音波素子アレイ（
時に機械走査が可能）を使用して開口面合成を行ってエコー信号を取得することができる
。このような変位または歪の検出センサーを用いてエコー信号を取得する際に、検出セン
サーを対象物に接触させて測定を行う場合には、この検出センサーの接触部そのものが力
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源となって、これが加圧・加振器を兼ねることがある。さらに、強力超音波（HIFU）治療
を行う場合において、患部を水浸させる場合は、上述の変位または歪の検出センサーおよ
び対象物を、適切な液体中に浸して測定を行うことにより非接触に計測を行うことができ
る。
【００５８】
　また、安定的に弾性率分布や粘弾性率分布を計測するために、変位または歪の検出セン
サーである超音波トランスデューサそのものを力源としてこれを用いて対象を圧迫する場
合は、検出センサーと対象物の間に弾性率や粘弾性率計測のための参照物を挟んだ状態に
て計測を行うことが好ましい。この場合、治具を用いて、参照物をトランスデューサ側に
装着することもできる。
【００５９】
　基本的には、前述した態様の変位または歪の検出センサーを用いて開口面合成を行って
取得される３次元関心空間、２次元関心領域、または、１次元関心領域内の超音波エコー
信号から所定のデータ処理手段（信号処理）により求められる前記３次元関心空間の３次
元変位ベクトル成分分布、２次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布、１次元関心
領域内の１次元変位成分分布、３次元関心空間の２次元変位ベクトル成分分布または１次
元変位成分分布、または、２次元関心空間の１次元変位成分分布、および、これら変位計
測データから歪テンソル成分分布や歪速度テンソル成分分布や加速度ベクトル成分分布や
速度ベクトル成分分布を評価することができる。また、所定のデータ処理手段（信号処理
）により直接的に求められる歪テンソル成分分布から歪速度テンソル成分分布を評価する
ことができる。
【００６０】
　この場合に、開口面合成を行うとともに、且つ、ビームステアリングを行いながら取得
される上述の各次元の領域の超音波エコー信号から所定のデータ処理手段（信号処理）に
より、上記と同様の各変位ベクトル成分分布や各歪テンソル成分分布、および、これらの
変位計測データや歪計測データから歪テンソル成分分布や歪速度テンソル成分分布や加速
度ベクトル成分分布や速度ベクトル成分分布を評価することができる。
【００６１】
　さらに、この場合において、取得する超音波エコー信号の基本波成分、または、超音波
エコー信号の高調波成分、または、これらの全エコー信号成分から所定のデータ処理手段
（信号処理）により、上述の各変位ベクトル成分分布や歪テンソル成分分布、および、こ
れらの変位計測データや歪計測データから歪テンソル成分分布や歪速度テンソル成分分布
や加速度ベクトル成分分布や速度ベクトル成分分布を評価することができる。
【００６２】
　ここで、走査方向に正弦的に変調する際の周波数は高いほど良い。しかし、この変調は
超音波ビーム幅で決まる帯域幅を走査方向の周波数軸方向に周波数シフトすることになる
ため、その周波数はこれにより決まる走査方向の最高周波数がサンプリング定理に基づい
て折り返し現象を生じないようにする。つまり、超音波ビーム間隔で決まるサンプリング
周波数の１／２以下に設定する必要がある。
【００６３】
　さらに、上述を組合わせて、超音波トランスジューサーの開口面合成を行い、且つ、ビ
ームステアリング、および、受信信号を走査方向に正弦的に変調させながら超音波エコー
信号を取得することができる。この場合において、取得する超音波エコー信号の基本波成
分、または、超音波エコー信号の高調波成分、または、これらの全エコー信号成分を用い
て、各変位ベクトル成分分布を計測することができる。
【００６４】
　後述する変位・歪計測方法を用いてビーム方向の変位成分を直交する走査方向の変位成
分に較べて高精度に計測できることに基づき、高精度な変位ベクトルの計測を実現するべ
く、機械走査やビームステアリングを行うことにより（フォーカシングに加えてアポダイ
ゼーションを行うこともある。以下、同様。）、測定対象物の変形前後の各々において、
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３次元変位ベクトルを計測する場合は３方向に、２次元変位ベクトルを計測する場合は２
方向に、１方向変位成分を計測する場合には異なる１方向以上に、超音波ビームを放射し
て、超音波エコーデータフレームを得、各同一方向に放射して得られた２枚の超音波エコ
ーデータフレームから高精度に計測されたビーム方向の変位成分分布に対してデータ補間
（変位成分のフーリエ変換を行い、フーリエ空間において複素エクスポネンシャルを乗ず
ることによる空間的なシフティングによる補間等）を施すことにより、３次元、または、
２次元の変位ベクトル分布の高精度計測を実現し、これらの変位計測データから歪テンソ
ル成分分布を評価する。ビーム方向の１次元処理が行われることもある。また、これらの
時系列データから歪速度テンソル成分分布や加速度ベクトル成分分布や速度ベクトル成分
分布を評価する。超音波時系列データに他の変位計測法や歪測定法を適応した場合も同様
である。また、超音波素子アレイの一素子ずつを使用して計測対象物の関心領域に超音波
を放射し、一素子又は複数素子を使用して前記計測対象物にて発生する超音波エコー信号
を取得して、各時相にて取得された超音波エコー信号に対して、３次元変位ベクトルを計
測する場合には異なる３方向以上の、２次元変位ベクトルを計測する場合には異なる２方
向以上の、１方向変位成分を計測する場合には異なる１方向以上の、ビームフォーミング
（フォーカシングに加えてアポダイゼーションを行うこともある。受信のみのビームフォ
ーミングが行われることもある。以下、同様。）を行い、異なる２つ以上の時相で取得さ
れた同一方向にビームフォーミングされた超音波エコー信号の位相に基づいて高精度に計
測された局所ビーム方向変位成分から、３次元変位ベクトル又は３次元変位ベクトル成分
又は２次元変位ベクトル又は２次元変位ベクトル成分又は１方向変位成分を計測すること
がある。これより、ビームステアリングを行う場合に比べて送受信時間を短縮化できる。
ビーム方向の１次元処理が行われることもある。また、超音波素子アレイの一素子ずつを
使用して計測対象物の関心領域に超音波を放射し、一素子又は複数素子を使用して前記計
測対象物にて発生する超音波エコー信号を取得して、各時相にて取得された超音波エコー
信号に対して、３次元歪テンソルを計測する場合には異なる６方向以上の、２次元歪テン
ソルを計測する場合には異なる３方向以上の、１方向歪成分を計測する場合には異なる１
方向以上の、ビームフォーミングを行い、異なる２つ以上の時相で取得された同一方向に
ビームフォーミングされた超音波エコー信号の位相に基づいて直接的に高精度に計測され
た局所ビーム方向歪成分から、３次元歪テンソル又は３次元歪テンソル成分又は２次元歪
テンソル又は２次元歪テンソル成分又は１方向歪成分を計測することがある。ビーム方向
の１次元処理が行われることもある。各自相にて多方向にビームフォーミングして得られ
た超音波エコー信号を重ね合わせ、変位や歪を計測することもある。各ビーム方向の１次
元処理が行われることがある（以下、同様）。また、多方向にビームフォーミングして得
られた超音波エコー信号を重ね合わせた上で包絡線検波をして得られた超音波エコー信号
を使用することもある。また、多方向にビームフォーミングして得られた超音波エコー信
号の各々を包絡線検波をした上で重ね合わせて得られた超音波エコー信号を使用すること
もある。これらの超音波エコー信号から超音波画像を得ることがある。上記の送信時にお
いて、一素子以上の素子が使用されることもあり、その際には、別方向への送信ビームフ
ォーミングが行われることがある。無論、フォーカシングされなかったり、アポダイゼー
ションされなかったりすることもある。
【００６５】
　次に、本実施形態に係る変位・歪計測方法のアルゴリズムについて、詳しく説明する。
なお、データ処理手段１は、以下に説明する演算処理を常時または必要に応じて組み合わ
せて実行する。
（１）３次元関心領域内の３次元変位ベクトル成分分布の演算処理（後述の方法１－１～
１－５）
（２）２次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布の演算処理（後述の方法２－１～
２－５）
（３）１次元関心領域内の１次元（１方向）変位成分分布の演算処理（後述の方法３－１
～３－５）



(19) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

（４）３次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布の演算処理（後述の方法４－１～
４－５）
（５）３次元関心空間内の１次元（１方向）変位成分分布の演算処理（後述の方法５－１
～５－５）
（６）２次元関心空間内の１次元（１方向）変位成分分布の演算処理（後述の方法６－１
～６－５）
　また、ビームステアリングを行った場合は、データ処理手段１において変位ベクトル成
分分布の空間的な補間処理を行う。
【００６６】
　上記演算処理によって求めた変位成分分布や歪成分分布に基づいて、データ処理手段１
は計測された変位ベクトル場や歪テンソル場に対して３次元（または２次元または１次元
）の微分フィルタ処理を行ない、各時刻における、歪テンソル成分分布および歪テンソル
成分勾配分布や、歪速度テンソル成分分布および歪速度テンソル成分勾配分布や、加速度
ベクトル成分分布や速度ベクトル成分分布を求める。これらの演算結果は、データ記録手
段２に記録される。また、これらの演算結果をＣＲＴ（カラー・グレイ）等の表示装置に
リアルタイムまたは準リアルタイムで表示する。
【００６７】
　また、変位ベクトル分布、変位ベクトル成分分布、歪テンソル成分分布、歪テンソル成
分の勾配分布、歪速度テンソル成分分布および歪速度テンソル成分勾配分布や、加速度ベ
クトル成分分布や速度ベクトル成分分布を静止画像、動画像、各分布の経時的変化（差分
値）の画像等により表すことができる。さらに、各分布の任意の位置における値、および
その値の経時的変化（グラフ）を表示装置に表示する。例えば、生体の断層像を撮像する
超音波画像診断装置を併用して、生体組織各部の体積弾性率および密度の空間的変化その
ものをリアルタイムで測定して画像化することができる。また、上述の変位ベクトル分布
等の静止画像、動画像、各分布の経時的変化（差分値）を重畳表示することも可能である
。また、変位ベクトル分布や加速度ベクトルや速度ベクトルに関してはベクトル線図にて
表示することも可能である。
【００６８】
　以下、変位計測および演算処理方法について詳細に説明する。
（Ｉ）方法１：３次元変位ベクトル分布の計測
　３次元（デカルト座標系(x,y,z)）空間内の３次元関心領域７内の３次元変位ベクトル
分布を計測するものとする。まず、関心領域７内から一定時間間隔をおいて、つまり変形
前後の２つの３次元超音波エコー信号を取得する。そして、以下に示す方法１－１、方法
１－２、方法１－３、方法１－４、方法１－５により処理する。すなわち、変形前後の３
次元エコー信号の各位置(x,y,z)に、図７に示すように局所空間を設け、その変形前の局
所信号の位相特性が一致する（マッチする）局所空間を、図８に示すように、関心領域７
内において反復的に探索する。この探索は、逐次、相関性の高くなった局所信号に係る残
差ベクトルを用いて前回求めた変位ベクトルの推定結果を修正する。そして、残差ベクト
ルが所定の条件を満足した場合に、局所空間の大きさを小さくすることにより高分解能化
を図る（図９）。これにより、最終的に高精度な３次元変位ベクトルの計測を実現するも
のである。ここで、x, y, z軸方向のエコー信号のサンプリング間隔は、Δx、Δy、Δzで
ある。
【００６９】
［方法１－１］
　方法１－１に係る処理手順を図１０に示す。本処理手順は、以下の処理１～５により、
３次元関心領域内の任意の点（x,y,z）の３次元変位ベクトルd(x,y,z)[= (dx(x,y,z), dy
(x,y,z), dz(x,y,z))Ｔ]を、変形前後における３次元エコー信号空間r１(x、y、z )およ
びr２(x、y、z )内の(x,y,z)を中心とする局所３次元エコー信号r１(l,m,n)および変形後
の局所３次元エコー信号r２(l,m,n) [0≦ｌ≦L－１,0≦m≦M－１, 0≦n≦N－１]から評価
する。通常、L、M、Nは、ΔxL、ΔyM、ΔzNが、各々、対応する方向の変位成分の大きさ|



(20) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

dx(x,y,z)|、|dy(x,y,z)|、｜dz(x,y,z)｜の４倍以上に充分に長くなる様に設定されるこ
とが望ましい。
【００７０】
（処理１：点(x,y,z)における位相マッチング）
　ｉ回目（ｉ≧１）の３次元変位ベクトルd(x,y,z)[= (dx(x,y,z), dy(x,y,z), dz(x,y,z
))Ｔ]の推定結果dｉ(x,y,z)[= (dｉx(x,y,z), dｉy(x,y,z), dｉz(x,y,z))Ｔ]を得るため
の位相マッチングを行う。
【００７１】
　前回のi-1回目の３次元変位ベクトルd(x,y,z)の推定結果di-1(x,y,z) [= (di-1 x(x,y,
z), d i-1y(x,y,z),  d i-1z(x,y,z))Ｔ] を修正するべく、(x,y,z)を中心とする局所空
間[０≦ｌ≦Ｌ－１,0≦m≦Ｍ－１, 0≦n≦Ｎ－１]を中央に持つ各方向の長さが２倍で、
体積にて８倍の探索空間を変形後のエコー信号空間r２(x、y、z )に設定する。但し、d 0

(x,y,z)は、次のとおりである。
【００７２】

【数１】

この探索空間内エコー信号r '２(l,m,n ) [０≦ｌ≦２Ｌ－１,0≦m≦２Ｍ－１, 0≦n≦２
Ｎ－１]、またはi-1回目において位相マッチングを施した探索エコー信号r' i-1２（l,m,
n)を３次元フーリエ変換したものに、i-1回目における推定結果d i-1(x,y,z)、または推
定結果d i-1(x,y,z)に修正すべき残差変位ベクトルu i-1 (x,y,z) [= (u i-1 x(x,y,z), 
u i-1 y(x,y,z), u

 i-1 z(x,y,z))
T]の推定結果

【数２】

を乗じ、変形後の局所エコー信号の位相を変形前の局所エコー信号と合わせることを試み
る。
【００７３】
　これを逆フーリエ変換することにより、i回目において３次元変位ベクトルd(x,y,z)[= 
(dx(x,y,z), dy(x,y,z), dz(x,y,z))T]の評価を行うために用いる変形後の局所３次元超
音波エコー信号ri２（l,m,n)を、（x,y,z)を中心とする探索空間内エコー信号r'i２（l,m
,n）内の中央にて得る。
【００７４】
　尚、位相マッチングは、変形前の局所エコー信号の位相を、変形後の局所エコー信号の
位相に合わせることでも同様に実現できる。但し、変形前のエコー信号空間r 1(x,y,z)の
(x,y,z) を中心とする局所空間[０≦ｌ≦Ｌ－１, 0≦m≦Ｍ－１, 0≦n≦Ｎ－１] を中央
にもつ探索空間内のエコー信号r '1(l,m,n) [０≦ｌ≦２Ｌ－１, 0≦m≦２Ｍ－１, 0≦n
≦２Ｎ－１] 、またはi-1回目において位相マッチングを施した探索エコー信号r ' i-11(
l,m,n)の３次元フーリエ変換したものには、
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【数３】

が掛けられる。
【００７５】
（処理２：点(x,y,z)の３次元残差変位ベクトルの推定）
　変形前の局所３次元超音波エコー信号r 1(l,m,n)および位相マッチングを施した変形後
の局所３次元超音波エコー信号ri２（l,m,n)の３次元フーリエ変換R1(l, m, n)およびRi

２（l, m, n)を評価し、これらより、（３）式の局所３次元エコークロススペクトラムを
求める。
【数４】

【００７６】
　また、変形前の局所３次元超音波エコー信号に位相マッチングを施した場合は、ri1(l,
m,n)およびr2(l,m,n)のクロススペクトラムは
【数５】

但し、０≦ｌ≦Ｌ－１, 0≦m≦Ｍ－１, 0≦n≦Ｎ－１と表されることに基づき、その位相
は（５）式で表される。
【数６】

の勾配に関してクロススペクトラムの２乗
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を最小化することにより、点(x,y,z)の３次元変位ベクトルd(x,y,z)のｉ－１回目の評価
結果ｄｉ－１(x,y,z)に修正すべき３次元残差変位ベクトルu i (x,y,z) [= (u i x(x,y,z
), u i y(x,y,z), u

 i z(x,y,z))
T]の推定値（式（６－２））を得る。

【数８】

【００７７】
　具体的には、次の（７）式の連立方程式を解くことになる。
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【数９】

　ここで、３次元変位ベクトルｄ(x,y,z)が大きい場合には、３次元残差変位ベクトルu i

 (x,y,z)は、クロススペクトラム（（３）式）の位相を周波数空間(l, m, n)においてア
ンラッピングした上で評価する必要がある。
【００７８】
　また、３次元変位ベクトルｄ(x,y,z)が大きい場合には、反復推定時の初期の段階にお
いて、クロススペクトラム（（３）式）に３次元逆フーリエ変換を施すことにより得られ
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る相互相関関数のピーク位置を検出するいわゆる相互相関法を使用すればよい。詳細には
、相互相関法により３次元変位ベクトルのx, y, z軸方向の変位成分を超音波エコー信号
のサンプリング間隔（データ間隔）Δx、Δy、Δzの整数倍の大きさで評価する。この場
合、位相マッチングは、局所領域または探索領域を空間的にシフティングすることにより
行える。例えば、閾値correTratioに対して、
【数１０】

または、閾値correTdiffに対して、
【数１１】

が満足された後、これを初期値として、３次元残差変位ベクトルu i (x,y,z)をクロスス
ペクトラム（(３)式）の位相の勾配から評価すればよい。
【００７９】
　相互相関法を施した後においては、｜u iｘ(x,y,z)｜≦Δｘ／２、｜u iｙ(x,y,z)｜≦
Δｙ／２、｜u iｚ(x,y,z)｜≦Δｚ／２が満足されることが経験的に確認されている。し
かし、クロススペクトラム（(３)式）の位相をアンラッピングせずに３次元残差変位ベク
トルu i (x,y,z)の推定を可能とするための必要十分条件は、（９）、（９'）式の条件を
満たせば十分である。

【数１２】

【００８０】
　したがって、相互相関法を施した後にクロスススペクトラムの位相の勾配から評価する
際には、常に（９）式または（９'）式の条件が満足される様に、取得された元の超音波
エコー信号を各方向に等間隔で間引くことにより、データ間隔を大きくした超音波エコー
信号を用いて評価する。そして、反復回数iの増加に伴って３次元残差変位ベクトル成分u
 i x(x,y,z), u

 i y(x,y,z), u
 i z(x,y,z)の大きさが小さくなるに連れて、超音波エコ

ー信号の各方向のデータ密度を元に戻して行き、最終的に取得された元のデータ密度の超
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音波エコー信号を用いて評価する。したがって、クロススペクトラムの位相の勾配から評
価を行う初期段階においては、例えば、元のサンプリング間隔の３／２倍や２倍のデータ
間隔の超音波エコー信号を用いて評価すればよい。また、超音波エコー信号の各方向のデ
ータ密度は３／２倍や２倍に戻して行けばよい。
【００８１】
　また、３次元変位ベクトルｄ(x,y,z)が大きい場合には、反復推定時の初期の段階にお
いて、取得された元の超音波エコー信号を各方向に等間隔で間引いた超音波エコー信号を
用いることにより、クロススペクトラム（（３）式）の位相を周波数空間(l,m,n)におい
てアンラッピングすることなく、３次元残差変位ベクトルu i (x,y,z)を評価できる。詳
細には、（９）式または（９'）式の条件が満足される様に、取得された元の超音波エコ
ー信号を各方向に等間隔で間引くことによりデータ間隔を大きくした超音波エコー信号を
用いて評価する。そして、反復回数ｉの増加に伴って３次元残差変位ベクトル成分u i x(
x,y,z), u i y(x,y,z), u

 i z(x,y,z)の大きさが小さくなるに連れて、超音波エコー信号
の各方向のデータ密度を元の高さに戻して行き（例えば、２倍ずつ。）、最終的に取得さ
れた元のデータ密度の超音波エコー信号を用いて評価する。(９)式や(９')式の条件を満
足しない３次元残差変位ベクトル成分u i x(x,y,z), u

 i y(x,y,z), u
 i z(x,y,z)が推定

された場合は、条件を満足する様に値を打ち切る。
【００８２】
　超音波エコー信号のデータの間隔を小さくするための条件としては、例えば、ある閾値
stepTratioに対して、（１０）、（１０'）式を基準とする。
【数１３】

　尚、(１０)式または(１０')式の条件式は、各方向の成分に適応されることもあり、前
述の通り各方向ごとにデータ間隔が小さくされることもある。以下の方法１－２、方法１
－３、方法１－４、方法１－５においても同様である。
【００８３】
（処理３：　点(x,y,z)の３次元変位ベクトル推定結果の更新）
　これより、３次元変位ベクトルd (x,y,z)のi回目の推定結果は、次の（１１）式のよう
に評価される。
【数１４】

【００８４】
（処理４：３次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うための条件（
局所空間の大きさを縮小する条件）
　３次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うために、各点における３次元変位
ベクトルの反復推定に使用する局所空間の大きさを小さくする。そのための基準は以下の
通りであり、これらの基準を満足するまで処理１、処理２、および処理３を繰り返し、満
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足された際には、局所空間の大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。例
えば、ある閾値Tratioに対して、(１２)式または(１２')式の条件を基準とする。
【数１５】

　尚、(１２)式または(１２')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【００８５】
（処理５：点(x,y,z)における３次元変位ベクトルの反復推定の終了条件）
各点における３次元変位ベクトルの反復的推定を終えるための基準は以下の通りであり、
これらの基準を満足するまで処理１、処理２、および処理３を繰り返す。例えば、ある閾
値aboveTratioに対して、(１３)式または(１３')式の条件を基準とする。
【数１６】

【００８６】
（処理６）
　上述の処理１、処理２、処理３、処理４、処理５を３次元関心領域内の全ての点におい
て施すことにより、関心領域内の３次元変位ベクトル成分分布を得ることができる。
【００８７】
　尚、３次元変位ベクトルの反復推定の際のその初期値（(1)式）は、特に、測定対象の
剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトルとする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高
い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【００８８】
［方法１－１の限界］
　上述した方法１－１により３次元関心空間内の各点(x,y,z)に関して反復的に３次元変
位ベクトルd(x,y,z)の推定結果を更新した場合、局所３次元エコー信号のSN比の如何によ
っては、特に初期段階の残差ベクトルの推定時において突発的に大きなエラーを生じて、
位相マッチングが発散してしまうことがある。例えば、処理２の(７)式を解く際、または
、処理２の相互相関関数のピーク位置を検出する際におきることがある。
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　各点において、位相マッチングが発散する可能性は、例えば、ある閾値belowTratioに
対して、（１４）または(１４')式の条件により確認できる。
【数１７】

　これを防ぐべく、ときに(１４)式または(１４')式の条件式を用いて、以下に説明する
方法１－２、方法１－３、方法１－４、方法１－５を適用し、残差ベクトルの推定時にお
いて生じる突発的な推定エラーの大きさを低減することにより、方法１－１の処理１にお
ける位相マッチングが発散することを防ぐことができる。これにより、超音波エコー信号
のSN比が低い場合においても、高精度の３次元変位ベクトル計測を実現することができる
。
【００９０】
［方法１－２］
　本方法１－２のフローチャートを図１１に示す。本方法は、前述の方法１－１を用いた
場合の残差ベクトルの推定時において生じうる突発的な推定エラーの大きさを低減し、方
法１－１の処理１における位相マッチングが発散することを防ぐ方法である。これにより
、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度の３次元変位ベクトル計測を
実現できる。
【００９１】
　具体的には、方法１－１とは反復推定の流れが異なり、i回目(ｉ≧１)の推定において
、以下の処理を行なう。
（処理１：３次元残差変位ベクトル分布推定）
　３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび全ての点(x,y,z)に
おける３次元残差変位ベクトルの推定を行なう。つまり、３次元関心空間内の全ての点に
おいて、方法１－１の処理１および処理２を１回ずつ施すものとする。すなわち、i回目
における３次元残差ベクトル分布の推定結果（式（６－２））を得る。
【００９２】
（処理２：３次元変位ベクトル分布の推定結果の更新）
次に、i回目における３次元残差ベクトル分布の推定結果を用いてｉ－1回目の３次元変位
ベクトル分布の推定結果を（１５）式のように更新する。
【数１８】

【００９３】
　次に、この推定結果に３次元低域通過型フィルタ、または、３次元メディアンフィルタ
を施こして、（１６）式の３次元変位ベクトル分布の推定値を得る。



(28) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

【数１９】

【００９４】
　これにより、方法１－１の処理２中の(７)式における残差ベクトルの推定時の空間的に
突発的に生じる推定エラーの大きさを低減する。したがって、本法１－２の処理１の位相
マッチングは、（１６）式により空間的に平滑化された各点(x,y,z)の３次元変位ベクト
ル分布の推定値を用いて、変形後の３次元エコー信号空間ｒ2(x,y,z)内の各位置(x,y,z)
に関する探索空間内信号r '２(l,m,n) [０≦ｌ≦２Ｌ－１, 0≦m≦２Ｍ－１, 0≦n≦２Ｎ
－１]に対して行われる。
【００９５】
（処理３：３次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局
所空間の大きさを縮小する条件））
　この処理の特徴は、３次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うため、３次元
関心空間内の各点において３次元変位ベクトルを反復推定するために使用する局所空間の
大きさを小さくし、または３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布を空間的に一様な
空間分解能で反復推定するために使用する局所空間の大きさを小さくすることにある。
【００９６】
　３次元関心空間内の各点における３次元変位ベクトルの反復推定に使用する局所空間の
大きさを縮小するための基準は以下の通りである。これらの基準を満足するまで、各位置
にて使用される局所空間の大きさを変えることなく、本法１－２の処理１および本法１－
２の処理２を繰り返す。そして、これらの基準が満足された場合は、その点において用い
る局所空間の大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【００９７】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(１７)式または(１７')式の条件を基準とすること
ができる。
【数２０】

　尚、(１７)式または(１７')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【００９８】
　３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推
定する場合に使用する局所空間の大きさを縮小するための基準は以下の通りである。これ
らの基準を満足するまでその局所空間の大きさを変えることなく、本法１－２の処理１お
よび本法１－２の処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所空
間の大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【００９９】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(１８)式または(１８')式の条件を基準とするこ
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とができる。
【数２１】

　尚、(１８)式または(１８')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１００】
（処理４：３次元変位ベクトル分布の反復推定の終了条件）
３次元変位ベクトル分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りである。これらの
基準を満足するまで本法１－２の処理１、本法１－２の処理２、および本方法１－２の処
理３を繰り返す。
【０１０１】
　例えば、ある閾値aboveTratioroiに対して、(１９)式または(１９')式の条件を基準と
することができる。最終的な推定結果は、(１５)式または、(１６)式より得られる。

【数２２】

　尚、３次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(1)式）は、特に測定対象の剛
体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零ベ
クトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が
高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
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【０１０２】
［方法１－３］
　本方法１－３のフローチャートを図１２に示す。本方法は、前述の方法１－１を用いた
場合の残差ベクトルの推定において生じうる突発的な推定エラーの大きさを低減し、方法
１－１の処理１における位相マッチングが発散することを防ぐ方法である。前述の（１４
）式または(１４')式の条件式により発散の可能性を検出することを可能とし、方法１－
１および方法１－２を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合
においても、高精度の３次元変位ベクトル計測を実現するものである。
【０１０３】
　具体的には、まず、方法１－２の反復推定(方法１－２の処理１、処理２、処理３、お
よび処理４)の流れに従うものとする。そして、i回目(ｉ≧１)の推定において、以下の処
理を施す。
【０１０４】
　まず、方法１－２の処理１により、３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相
マッチングおよび全ての点(x,y,z)における３次元残差変位ベクトルを推定する。すなわ
ち、関心空間内の全ての点において方法１－１の処理１および処理２を１回ずつ行って３
次元変位ベクトル分布のi-1回目における推定結果に対する３次元残差ベクトル分布ｕｉ

（x,y,z）の推定結果(式（６－２）)を得る。
【０１０５】
　その結果、(１４)式または(１４')式の条件式が満足されなければ、方法１－１に従う
こととする。また、(１４)式または(１４')式の条件式を満足する点(x,y,z)または空間が
確認された場合は、方法１－２の処理２中において、(１４)式または(１４')式の条件式
を満足する点(x,y,z)または空間を中心とする充分に広い空間内において、または、関心
空間全体において、(１５)式より得られる３次元変位ベクトル分布ｄ（x,y,z）の推定結
果ｄｉ(x,y,z）に、次の（２０）式のように、３次元低域通過型フィルタ、または３次元
メディアンフィルタを施こす。
【数２３】

これにより、残差ベクトルの推定時に、方法１－１の処理２中の(７)式において生じる空
間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する。
【０１０６】
　その結果に基づいて、方法１－１の処理５または方法１－２の処理４により反復推定を
終了する。したがって、最終的な推定結果は、（１１）式または(１５)式により得られる
値、または(２０)式より得られる推定値である。
【０１０７】
　尚、３次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(1)式）は、特に測定対象の剛
体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零ベ
クトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が
高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１０８】
［方法１－４］
　本方法１－４のフローチャートを図１３に示す。本方法は、前述の方法１－１を用いた
場合の残差ベクトルの推定時の処理２中の(７)式において生じうる突発的な推定エラーの
大きさを低減し、方法１－１の処理１における位相マッチングが発散することを防ぐ方法
である。これにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度の３次元
変位ベクトル計測を実現できる。
【０１０９】
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　具体的には、方法１－１とは反復推定の流れが異なり、i回目(ｉ≧１)の推定において
、以下に述べる処理を施す。
（処理１：３次元残差変位ベクトル分布推定）
　ここで、３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび３次元残
差変位ベクトル分布を推定する。３次元関心空間内の全ての点において方法１－１の処理
１を１回行う。
【０１１０】
　次に、３次元変位ベクトル分布ｄ(x,y,z)のi-1回目の推定結果ｄｉ－１(x,y,z)の３次
元残差ベクトル分布u i (x,y,z)［（u i x(x,y,z), u

 i y(x,y,z), u
 i z(x,y,z))

T]の推
定結果：
【数２４】

を評価するべく、全ての点(x,y,z)に関して、変形前の局所３次元超音波エコー信号ｒ１(
l,m,n)および位相マッチングを施した変形後の局所３次元超音波エコー信号ｒｉ

２(l,m,n
)の３次元フーリエ変換Ｒ１(l,m,n)およびＲｉ

２(l,m,n)を評価する。これより求まる各
局所３次元エコークロススペクトラム（(3)式）の位相の勾配に関して、または変形前の
局所３次元超音波エコー信号に位相マッチングを施した場合は、ｒｉ

１(l,m,n)およびｒ

２(l,m,n)のクロススペクトラムの位相の勾配に関して、
【数２５】

および、正則化法を施し、すなわち、３次元残差ベクトル分布ｕｉ(x,y,z)からなるベク
トルｕｉに関する汎関数：
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【数２７】
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【数２８】

をベクトルuiに関して最小化することとなる。
【０１１１】
　しかし、未知３次元残差変位ベクトル分布の自乗ノルム||ui||2、そのベクトル成分の
３次元勾配分布の自乗ノルム||Gui||2、および、そのベクトル成分の３次元ラプラシアン
分布の自乗ノルム||GTGui||2、および、そのベクトル成分の３次元ラプラシアンの３次元
勾配分布の自乗ノルム||GGTGui||2は正定値であるため、error(ui)は必ず一つの最小値を
持つこととなり、これより得られる残差変位ベクトル分布ui(x,y,z)に関する連立方程式
：
（FTF ＋ α1iI ＋α2iG

TG ＋α3iG
TGGTG ＋α4iG

TGGTGGTG）uｉ ＝ FTa (２２)
を解くことにより、測定された超音波データのノイズにより、突発的に生じるui(x,y,z)
の推定エラーを低減し、安定的に３次元変位ベクトル分布ｄ(x,y,z)のi-1回目の推定結果
ｄｉ－１(x,y,z)を更新するための３次元残差ベクトル分布ui(x
,y,z)の推定結果を得る。
【０１１２】
　ここで、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、以下に示す四つの指標を
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代表に使用することがある。正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化
するものとして使用されることがあり(ゼロとすることもある)、その値を設定するための
一つの指標として、各反復時において各位置(x,y,z)に設定された局所空間内の３次元超
音波エコー信号のクロススペクトラムのパワーのSN比を使用し、そのSN比が低い局所空間
においては値は大きく、SN比が高い局所空間においては値は小さく設定されることがある
。例えば、そのSN比に反比例する様に設定されることがある。
【０１１３】
　また、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用
される場合(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y,z)で評価されるクロススペクトラムの逆３次元フーリエ変換によ
り評価される３次元相互相関関数のピーク値から評価される相関性を使用し、ピーク値の
低い局所空間においては値は大きく、ピーク値の高い局所空間においては値は小さく設定
されることがある。例えば、ピーク値に反比例する様に設定されることがある。
【０１１４】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使
用されることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の各変位成分ごとに異なる
ものとして使用されることがあり（ゼロとすることもある）、その値を設定するための一
つの指標として、各反復時において各位置(x,y,z)にて評価された３次元相互相関関数の
ピークの鋭さ（関数の各方向の２回微分値）を使用して、緩やかな（２回微分値の小さい
）方向の変位成分にかかる値は大きく、鋭い（２回微分値の大きい）方向の変位成分にか
かる値は小さく設定されることがある。例えば、その微分値に反比例する様に設定される
ことがある。
【０１１５】
　さらに、正則化パラメータα2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用され
ることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の変位成分の各方向の１階偏微分
ごとに異なるものとして使用されることがあり（ゼロとすることもある）、その値を設定
するための一つの指標として、各反復時において各位置(x,y,z)にて評価された３次元相
互相関関数のメインローブの幅（関数の各方向の半値幅）を使用して、狭い方向の偏微分
にかかる値は小さく、広い方向の偏微分にかかる値は大きく設定されることがある。例え
ば、その半値幅に比例する様に設定されることがある。
【０１１６】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iの各々は、適宜、上記四つの指標の
内の幾つかを組み合わせて使用し、各々の指標から求められる値に重要度に応じて重み付
けしたもの積に比例する様に設定されることがある（ゼロとすることもある）。従って、
超音波エコー信号を重視できる理想的な場合には、反復回数iの増加に共い、これらの値
は小さく設定されるべきものであるが、大きさ、連続性、微分可能性（滑らかさ）などの
変位ベクトル（分布）に関する先見的な情報を重視する必用がある場合は、反復回数iの
増加に共い、これらの値は大きく設定されることがある。
【０１１７】
（処理２：３次元変位ベクトル分布の推定結果の更新）
　ｉ回目における３次元残差ベクトル分布ui(x,y,z)の推定結果を用いて、(２３)式のよ
うに、i-1回目の３次元変位ベクトル分布の推定結果を更新する。
【数２９】

【０１１８】
　時に、この推定結果に、(２４)式の３次元低域通過型フィルタ、または、３次元メディ
アンフィルタを施こして、残差ベクトルの推定誤差の低減を図ることができる。
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【０１１９】
　したがって、本法１－４の処理１中の位相マッチングは、（２２）式より得られた各点
(x,y,z)の３次元残差ベクトルデータui(x,y,z)、(２３)式より得られた各点(x,y,z)の３
次元ベクトルデータｄi(x,y,z)、または、(２４)式より空間的に平滑化された各点(x,y,z
)の３次元ベクトルデータの推定値を用いて、変形後の３次元エコー信号空間ｒ２(x,y,z)
内の各位置(x,y,z)に関する探索空間内信号ｒ'２(l,m,n)に対して行われる。
【０１２０】
(処理３：３次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局
所空間の大きさを縮小する条件）)
　３次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うため、３次元関心空間内の各点に
おいて３次元変位ベクトルを反復推定するために使用する局所空間の大きさを小さくする
。または、３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反
復推定するために使用する局所空間の大きさを小さくする。
【０１２１】
　３次元関心空間内の各点における３次元変位ベクトルの反復推定に使用する局所空間の
大きさを縮小するための基準は以下の通りである。これらの基準を満足するまで各位置に
て使用される局所空間の大きさを変えることなく、本法１－４の処理１および本法１－４
の処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所空間
の大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０１２２】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(２５)式または(２５')式の条件を基準とする。

【数３１】

　尚、(２５)式または(２５')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１２３】
　３次元関心空間内の３次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推
定する場合に使用する局所空間の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの
基準を満足するまでその局所空間の大きさを変えることなく、本法１－４の処理１および
処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所空間の大きさを小さ
くする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０１２４】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(２６)式または(２６')式の条件を基準とする。
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【数３２】

　尚、(２６)式または(２６')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１２５】
（処理４：３次元変位ベクトル分布の反復推定の終了条件）
　３次元変位ベクトル分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これらの基
準を満足するまで本法１－４の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
【０１２６】
　例えば、閾値aboveTratioroiに対して、(２７)式または(２７')式の条件を基
準とする。
【数３３】

最終的な推定結果は、(２３)式により得られる３次元変位ベクトル、または、(２４)式よ
り得られるその推定値である。
【０１２７】
　尚、３次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(1)式）は、特に測定対象の剛
体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零ベ
クトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が
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高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１２８】
［方法１－５］
　本法１－５のフローチャートを図１４に示す。本方法は、前述の方法１－１を用いた場
合の残差ベクトルの推定時の処理２中の(７)式において生じうる突発的な推定エラーの大
きさを低減し、方法１－１の処理１における位相マッチングが発散することを防ぐ方法で
ある。前述の（１４）式または(１４')式の条件式により発散の可能性を検出することを
可能とし、方法１－１および方法１－４を有効に利用することにより、超音波エコーデー
タのSN比が低い場合においても、高精度の３次元変位ベクトル計測を実現するものである
。
【０１２９】
　具体的には、まず、方法１－４の反復推定の処理１、処理２、処理３、および、処理４
の流れに従うものとし、ｉ回目(ｉ≧１)の推定において、以下の処理を行なう。
　方法１－４の処理１において、３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッ
チングおよび３次元残差変位ベクトル分布の推定、すなわち、関心空間内の全ての点にお
いて方法１－１の処理１を行ない、さらに、正則化法を用いて、安定的に、３次元変位ベ
クトル分布のｉ-１回目における推定結果に対する３次元残差ベクトル分布の推定結果を
得る。その結果、関心空間内において(１４)式または(１４')式の条件式が満足されなけ
れば、方法１－１に従う。(１４)式または(１４')式の条件式を満足する点(x,y,z)または
空間が確認された場合は、次のようにする。
【０１３０】
　すなわち、方法１－４の処理２において、(１４)式または(１４')式の条件式を満足す
る点(x,y,z)または空間を中心とする充分に広い空間内において、または、関心空間全体
において、(２３)式より得られる３次元変位ベクトル分布ｄ(x,y,z)の推定結果ｄｉ(x,y,
z)に、（２８）式に示す３次元低域通過型フィルタ、または、３次元メディアンフィルタ
を施こし、残差ベクトルの推定誤差の低減を図る。
【数３４】

　これにより、方法１－１の処理５または１－４の処理４により反復推定を終了する。し
たがって、最終的な推定結果は、（１１）式または(２３)式により得られる値、または、
(２８)式より得られる推定値である。
【０１３１】
　尚、３次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（（1）式）は、特に測定対象の
剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１３２】
（II）方法２：２次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布計測法
　３次元（デカルト座標系(x,y,z)）空間内の３次元関心空間(x,y,z)内の３次元変位ベク
トルを計測する場合と同様に、あるz座標における２次元関心領域（x,y）内の２次元変位
ベクトル分布を計測するべく、この関心領域内からの変形前後における２次元超音波エコ
ー信号ｒ１(x,y)およびｒ２(x,y)を取得した場合を考える。以下に示す方法２－１、方法
２－２、方法２－３、方法２－４、方法２－５は、これらの変形前後の２次元超音波エコ
ー信号ｒ１(x,y)およびｒ２(x,y)の各位置(x,y)に、図１５に示すように局所領域を設け
る。そして、変形前の局所信号の位相特性が一致する（マッチする）局所領域をｒ１(x,y
)内にて反復的に探索する（図１６）。そして、逐次、相関性の高くなった局所信号を用
いて評価される残差ベクトルを用いて前回の変位ベクトルの推定結果を修正していき、且
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つ、評価された残差ベクトルがある条件を満足した場合に局所領域の大きさを小さくする
ことにより高分解能化を図る（図１７）。これにより、最終的に高精度な２次元変位ベク
トルの計測を実現する。ここで、x, y軸方向の超音波エコー信号のサンプリング間隔は、
Δx、Δyである。
【０１３３】
［方法２－１］
　方法２－１のフローチャートを図１０に示す。本方法は、以下の処理１～５により、あ
るz座標における２次元関心領域内の任意の点（x,y）の２次元変位ベクトルd(x,y)[= (dx
(x,y), dy(x,y))T]を、変形前後における２次元超音波エコー信号領域ｒ１(x,y)およびｒ

２(x,y)内の(x,y)を中心とする局所２次元超音波エコー信号ｒ１(l,m)および変形後の局
所２次元超音波エコー信号ｒ２(l,m) [0≦ｌ≦Ｌ－１, 0≦ m ≦Ｍ－１]から評価する。
通常、L、Mは、ΔxL、ΔyMが、各々、対応する方向の変位成分の大きさ|dx(x,y,z)|、|dy
(x,y,z)|の４倍以上に充分に長くなる様に設定されることが望ましい。
【０１３４】
（処理１：点(x,y,)における位相マッチング）
　i回目（ｉ≧１）の２次元変位ベクトルd(x,y)[= (dx(x,y), dy(x,y))T]の推定結果di(x
,y)[= (dix(x,y), diy(x,y))T]を得るための位相マッチングを行う。前回のi-1回目の２
次元変位ベクトルd(x,y)の推定結果di-1(x,y) [= (di-1x(x,y), d

i-1
y(x,y))

T]を修正す
るべく、(x,y)を中心とする局所領域[0≦ｌ≦Ｌ－１, 0≦ m ≦Ｍ－１]を中央に持つ各方
向の長さが２倍(面積が４倍)である探索領域を変形後のエコー信号空間ｒ２(x,y)に設定
する。但し、d０(x,y)は、（２９）式のとおりである。

【数３５】

【０１３５】
　この探索領域内エコー信号ｒ２(l,m) [0≦ｌ≦２Ｌ－１, 0≦ m ≦２Ｍ－１]、またはi
-1回目において位相マッチングを施した探索エコー信号ｒ'ｉ－1

２(l,m)を２次元フーリ
エ変換したものに、i-1回目における推定結果di-1(x,y)，または推定結果di-1(x,y)に修
正すべき残差変位ベクトルui－１(x,y)[= (ui-1x(x,y), u

i－１
y(x,y))

T]の推定結果

【数３６】

を乗じ、変形後の局所エコー信号の位相を変形前の局所エコー信号と合わせることを試み
る。
【０１３６】
　これを逆フーリエ変換することにより、i回目において２次元変位ベクトルd(x,y)[= (d
x(x,y), dy(x,y))T]の評価を行うために用いる変形後の局所２次元超音波エコー信号ｒｉ

２(l,m)を(x,y)を中心とする探索領域内エコー信号ｒ'ｉ２(l,m)内の中央にて得る。
【０１３７】
　尚、位相マッチングは、変形前の局所エコー信号の位相を変形後の局所エコー信号の位
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x,y)を中心とする局所領域[0≦ｌ≦Ｌ－１, 0≦ m ≦Ｍ－１]を中央にもつ探索領域内の
エコー信号ｒ'１(l,m) [0≦ｌ≦２Ｌ－１, 0≦ m ≦２Ｍ－１] 、またはi-1回目において
位相マッチングを施した探索エコー信号ｒ'ｉ－１

１(l,m)の２次元フーリエ変換したもの
には、
【数３７】

が掛けられる。
【０１３８】
（処理２：点(x,y)の２次元残差変位ベクトルの推定）
　変形前の局所２次元超音波エコー信号ｒ１(l,m)および位相マッチングを施した変形後
の局所２次元超音波エコー信号ｒ'２(l,m)の２次元フーリエ変換Ｒ１(l,m)およびＲ'２(l
,m)を評価し、これらより、（３１）式の局所２次元エコークロススペクトラムを求める
。
【数３８】

　また、変形前の局所３次元超音波エコー信号に位相マッチングを施した場合は
、ｒｉ

１(l,m)およびｒ２(l,m)のクロススペクトラムは
【数３９】

　但し、0≦ｌ≦Ｌ－１, 0≦ m ≦Ｍ－１と表されることに基づき、その位相：
【数４０】

の勾配に関して、クロススペクトラムの二乗
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【数４１】

を最小化することにより、点(x,y)の２次元変位ベクトルd(x,y)のi-1回目の評価結果di-1

(x,y)に修正すべき２次元残差変位ベクトルui(x,y)[= (uix(x,y), u
i
y(x,y))

T]の推定値
（次式）を得る。

【数４２】

　具体的には、以下の連立方程式を解くこととなる。

【数４３】

　ここで、２次元変位ベクトルd(x,y)が大きい場合には、２次元残差変位ベクトルui(x,y
)は、クロススペクトラム（（３１）式）の位相を周波数空間(l,m)においてアンラッピン
グした上で評価する必要がある。
【０１３９】
　また、２次元変位ベクトルd(x,y)が大きい場合には、反復推定時の初期の段階において
、クロススペクトラム（（３１）式）に２次元逆フーリエ変換を施すことにより得られる
相互相関関数のピーク位置を検出するいわゆる相互相関法を使用することにより、クロス
スペクトラム（（３１）式）の位相を周波数空間(l,m)においてアンラッピングすること
なく２次元残差変位ベクトルui(x,y)を評価でき、詳細には、相互相関法により２次元変
位ベクトルのx, y軸方向の変位成分を超音波エコー信号のサンプリング間隔（データ間隔
）Δx、Δyの整数倍の大きさで評価し（この場合、位相マッチングは、局所領域または探
索領域を空間的にシフティングすることにより行える。）、例えば、閾値correTratioに
対して、（３６）式または（３６'）式の条件を満足することを基準とする。
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【数４４】

【０１４０】
　（３６）式または（３６'）式の条件が満足された後、これを初期値として２次元残差
変位ベクトルui(x,y)をクロススペクトラム（(３１)式）の位相の勾配から評価すればよ
い。相互相関法を施した後においては、｜ｕｉ

ｘ(x,y)｜≦Δｘ/2、｜ｕｉ
ｙ(x,y)｜≦Δ

y/2が満足されることが経験的に確認されている。これはクロススペクトラム（(３１)式
）の位相をアンラッピングせずに２次元残差変位ベクトルui(x,y)の推定を可能とするた
めの必要十分条件である（37）式を満足する。
【数４５】

【０１４１】
　また、２次元変位ベクトルd(x,y)が大きい場合には、反復推定時の初期の段階において
、取得された元の超音波エコー信号を各方向に等間隔で間引いた超音波エコー信号を用い
ることにより、クロススペクトラム（（３１）式）の位相を周波数空間(l,m)においてア
ンラッピングすることなく２次元残差変位ベクトルui(x,y)を評価できる。詳細には、（
３７）式、または（３７）式を十分に満足する（３７'）式の条件が満足される様に、取
得された元の超音波エコー信号を各方向に等間隔で間引くことによりデータ間隔を大きく
した超音波エコー信号を用いて評価する。
【数４６】

【０１４２】
　そして、反復回数iの増加に共って２次元残差変位ベクトル成分uix(x,y)、uiy(x,y)の
大きさが小さくなるに連れて、超音波エコー信号の各方向のデータ密度を元の高さに戻し
て行き（例えば、２倍ずつ。）、最終的に取得された元のデータ密度の超音波エコー信号
を用いて評価する。
【０１４３】
　超音波エコー信号のデータの間隔を小さくするための条件としては、例えば、ある閾値
stepTratioに対して、(３８)式または(３８')式の条件を基準とすることができる。
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【数４７】

　尚、(３８)式または(３８')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとにデータ間隔が小さくされることもある。以下の方法２－２、方法２－３
、方法２－４、方法２－５においても同様である。
【０１４４】
（処理３：　点(x,y)の２次元変位ベクトル推定結果の更新）
　これより、２次元変位ベクトルd(x,y)のi回目の推定結果は、（３９）式で評価される
。
【数４８】

【０１４５】
（処理４：　２次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うための条件（
局所領域の大きさを縮小する条件））
　２次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うために各点における２次元変位ベ
クトルの反復推定に使用する局所領域の大きさを小さくする。そのための基準は以下の通
りで、これらの基準を満足するまで処理１、処理２および処理３を繰り返し、満足された
際には、局所領域の大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０１４６】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(４０)式または(４０')式の条件を基準とすること
ができる。
【数４９】

　尚、(４０)式または(４０')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１４７】
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（処理５：点(x,y)における２次元変位ベクトルの反復推定の終了条件）
　各点における２次元変位ベクトルの反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、こ
れらの基準を満足するまで処理１、処理２および処理３を繰り返す。
　例えば、ある閾値aboveTratioに対して、（４１）または（４１'）式を基準とすること
ができる。
【数５０】

【０１４８】
（処理６）
　処理１、処理２、処理３、処理４、処理５を２次元関心領域内の全ての点において施す
ことにより、関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布を得る。
【０１４９】
　尚、２次元変位ベクトルの反復推定の際のその初期値（(２９)式）は、特に、測定対象
の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は
零ベクトルとする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が
高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【０１５０】
［方法２－１の限界］
　方法２－１により２次元関心領域内の各点(x,y)に関して反復的に２次元変位ベクトルd
(x,y)の推定結果を更新した場合、局所２次元エコー信号のSN比の如何によっては、特に
初期段階の残差ベクトルの推定時において突発的に大きなエラーを生じることがある。こ
れにより、例えば、処理２の(３５)式を解く際、または、相互相関関数のピーク位置を検
出する際に、処理1の位相マッチングが発散してしまうことがある。
【０１５１】
　各点において、位相マッチングが発散する可能性は、例えば、ある閾値belowTratioに
対して、（４２）または（４２'）式により確認できる。

【数５１】
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【０１５２】
　これを防ぐべく、ときに（４２）式または（４２'）式の条件式を用いて、以下の方法
２－２、方法２－３、方法２－４、方法２－５が使用されることがある。すなわち、以下
の方法２－２、方法２－３、方法２－４、方法２－５は、前述の方法２－１を用いた場合
の残差ベクトルの推定時において、つまり方法２－１の処理２中の(３５)式を解く、また
は相互相関関数のピーク位置を検出する時において生じうる突発的な推定エラーの大きさ
を低減することにより、方法２－１の処理１における位相マッチングが発散することを防
ぐ。これにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度な２次元変位
ベクトル計測を実現する。
【０１５３】
［方法２－２］
　本方法２－２のフローチャートを図１１に示す。本方法は、方法２－１を用いた場合の
残差ベクトルの推定において方法２－１の処理２中の(３５)式の実行時に生じうる突発的
な推定エラーの大きさを低減する。これにより、方法２－１の処理１における位相マッチ
ングが発散することを防いで、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度
の２次元変位ベクトル計測を実現する。
【０１５４】
　具体的には、方法２－１とは反復推定の流れが異なり、i回目(ｉ≧１)の推定において
、以下の処理を行なう。
（処理１：２次元残差変位ベクトル分布推定）
　ここでは、２次元関心領域内の全ての点(x,y)における位相マッチングおよび全ての点(
x,y)における２次元残差変位ベクトルの推定を行なう。２次元関心領域内の全ての点にお
いて方法２－１の処理１および方法２－１の処理２を１回ずつ施すものとする。すなわち
、i回目における２次元残差ベクトル分布ｕｉ(x,y)の推定結果を得る。
【０１５５】
（処理２：２次元変位ベクトル分布の推定結果の更新）
i回目における２次元残差ベクトル分布ｕｉ(x,y)の推定結果を用いてi-1回目の２次元変
位ベクトル分布の推定結果を（４３）式により更新する。

【数５２】

【０１５６】
　次に、この推定結果に、（４４）または（４４'）式の２次元低域通過型フィルタ、ま
たは２次元メディアンフィルタを施こす。
【数５３】

【０１５７】
　これにより、残差ベクトルの推定時における方法２－１の処理２中の(３５)式の実行時
において生じる空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する。したがって、本法２－
２の処理１の位相マッチングは、この空間的に平滑化された各点(x,y)の２次元ベクトル
分布の推定結果を用いて、変形後の２次元エコー信号空間ｒ２(x,y)内の各位置(x,y)に関
する探索領域内信号ｒｉ

２(l,m) [0≦ｌ≦２Ｌ－１, 0≦ m ≦２Ｍ－１] に対して行われ
る。
【０１５８】
(処理３：２次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領域の
大きさを縮小する条件）)
　２次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うため、２次元関心領域内の各点に
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。または、２次元関心領域内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反
復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０１５９】
　２次元関心領域内の各点における２次元変位ベクトルの反復推定に使用する局所領域の
大きさを縮小するための基準は以下の通りである。以下の基準を満足するまで各位置にて
使用される局所領域の大きさを変えることなく、本法２－２の処理１および本法２－２の
処理２を繰り返す。それらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の
大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０１６０】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(４５)式または(４５')式の条件を基準とする。
【数５４】

　尚、(４５)式または(４５')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１６１】
　２次元関心領域内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推
定する場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りである。以下
の基準を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法２－２の処理１およ
び本法２－２の処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域
の大きさを小さくする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０１６２】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(４６)式または(４６')式の条件を基準とする。
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【数５５】

　尚、(４６)式または(４６')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１６３】
（処理４：２次元変位ベクトル分布の反復推定の終了条件）
　２次元変位ベクトル分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りである。以下の
基準を満足するまで本法２－２の処理１、本法２－２の処理２、および本方法２－２の処
理３を繰り返す。
【０１６４】
　例えば、ある閾値aboveTratioroiに対して、（４７）または（４７'）式を基準とする
ことができる。
【数５６】

【０１６５】
　最終的な推定結果は、(４３)式により得られる２次元変位ベクトル分布の推定値、また
は(４４)式より得られる平滑された２次元変位ベクトル分布の推定値である。
【０１６６】
　尚、２次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特に測定対象の
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剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトル分布とする、または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１６７】
［方法２－３］
　本法２－３のフローチャートを図１２に示す。本方法は、前述の方法２－１を用いた場
合の残差ベクトルの推定時における方法２－１の処理２中の(３５)式の実行時において生
じうる突発的な推定エラーの大きさを低減して、方法２－１の処理１における位相マッチ
ングが発散することを防ぐ方法である。つまり、前述の（４２）式または(４２')式の条
件式により発散の可能性を検出することを可能とし、方法２－１および方法２－２を有効
に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度の２次
元変位ベクトル計測を実現する。
【０１６８】
　具体的には、まず、方法２－２の反復推定(方法２－２の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、i回目（ｉ≧１）の推定において、次のように処理
する。
【０１６９】
　まず、方法２－２の処理１（２次元残差変位ベクトル分布推定 （２次元関心領域内の
全ての点(x,y)における位相マッチングおよび全ての点(x,y)における２次元残差変位ベク
トルの推定））、すなわち、関心領域内の全ての点において方法２－１の処理１および方
法２－１の処理２を１回ずつ行い、２次元変位ベクトル分布ｄ(x,y)のi-1回目における推
定結果に対する２次元残差ベクトル分布ｕｉ(x,y)の推定結果を得る。その結果、(４２)
式または(４２')式の条件式が満足されなければ方法２－１に従う。一方、(４２)式また
は(４２')式の条件式を満足する点(x,y)または領域が確認された場合は、次の方法による
。
【０１７０】
　すなわち、方法２－２の処理２（２次元変位ベクトル分布の推定結果の更新）中におい
て、(４２)式または(４２')式の条件式を満足する点(x,y)または領域を中心とする充分に
広い領域内において、または関心領域全体において、(４３)式より得られる２次元変位ベ
クトル分布ｄ(x,y)の推定結果に、（４８）式に示す２次元低域通過型フィルタ、または
、２次元メディアンフィルタを施こす。これにより、残差ベクトルの推定時（方法２－１
の処理２中の(３５)式）において生じる空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する
。
【数５７】

【０１７１】
　その結果、方法２－１の処理５または２－２の処理４により反復推定を終了するものと
する。したがって、最終的な推定結果は、（３９）式または(４３)式により得られるdi(x
,y)、または、(４８)式より得られる平滑された推定値である。
【０１７２】
　尚、２次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特に測定対象の
剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１７３】
［方法２－４］
　本方法２－４のフローチャートを図１３に示す。本方法は、前述の方法２－１を用いた
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的な推定エラーの大きさを低減し、方法２－１の処理１における位相マッチングが発散す
ることを防ぐ方法である。これにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても
、高精度の２次元変位ベクトル計測を実現する。
【０１７４】
　具体的には、方法２－１とは反復推定の流れを異とし、i回目（ｉ≧１）の推定におい
て、次のように処理をする。
（処理１：２次元残差変位ベクトル分布推定）
　２次元関心領域内の全ての点(x,y)における位相マッチングおよび２次元残差変位ベク
トル分布を推定する。２次元関心領域内の全ての点において方法２－１の処理１を１回行
う。
【０１７５】
　次に、２次元変位ベクトル分布ｄ(x,y)のi-1回目の推定結果ｄｉ-1(x,y)の２次元残差
ベクトル分布ｕｉ(x,y)［uix(x,y), u

i
y(x,y))

T]の推定結果；

【数５８】

を評価すべく、全ての点(x,y)に関して、変形前の局所２次元超音波エコー信号ｒ１(l,m)
および位相マッチングを施した変形後の局所２次元超音波エコー信号ｒi

2(l,m)の２次元
フーリエ変換R１(l,m)およびRi2(l,m)を評価する。そして、これより求まる各局所２次元
エコークロススペクトラム((３１)式)の位相の勾配、あるいは変形前の局所２次元超音波
エコー信号に位相マッチングを施した場合は、ｒi

１(l,m)およびｒ2(l,m)のクロススペク
トラムの位相の勾配に関して、

【数５９】

および正則化法を施し、すなわち、２次元残差ベクトル分布ｕｉ(x,y)からなる
ベクトルuiに関する汎関数：
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【数６１】
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【数６２】

をベクトルuiに関して最小化することとなる。
【０１７６】
　しかし、未知２次元残差変位ベクトル分布の自乗ノルム||ui||2、そのベクトル成分の
２次元勾配分布の自乗ノルム||Gui||2、そのベクトル成分の２次元ラプラシアン分布の自
乗ノルム||GTGui||2、および、そのベクトル成分の２次元ラプラシアンの２次元勾配分布
の自乗ノルム||GGTGui||2は正定値であるため、error(ui)は必ず一つの最小値を持つこと
となり、これより得られる残差変位ベクトル分布ui(x,y)に関する連立方程式
（FTF ＋α1iI ＋α2iG

TG ＋α3iG
TGGTG ＋α4iG

TGGTGGTG）uｉ ＝ FTa　…(５０)
を解くことにより、測定された超音波データのノイズにより、突発的に生じるｕｉ(x,y)
の推定エラーを低減し、安定的に２次元変位ベクトル分布ｄ(x,y)のi-1回目の推定結果ｄ
ｉ－１(x,y)を更新するための２次元残差ベクトル分布ｄｉ (x,y)の推定結果を得る。
【０１７７】
　ここで、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、以下に示す四つの
指標を代表に使用することがある。
　正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用される
ことがあり(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y)に設定された局所領域内の２次元超音波エコー信号のクロススペ
クトラムのパワーのSN比を使用し、そのSN比が低い局所領域においては値は大きく、SN比
が高い局所領域においては値は小さく設定されることがある。例えば、そのSN比に反比例
する様に設定されることがある。また、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空
間的に変化するものとして使用される場合(ゼロとすることもある)、その値を設定するた
めの一つの指標として、各反復時において各位置(x,y)で評価されるクロススペクトラム
の逆２次元フーリエ変換により評価される２次元相互相関関数のピーク値から評価される
相関性を使用し、ピーク値の低い局所領域においては値は大きく、ピーク値の高い局所領
域においては値は小さく設定されることがある。例えば、ピーク値に反比例する様に設定
されることがある。
【０１７８】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使
用されることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の各変位成分ごとに異なる
ものとして使用されることがあり（ゼロとすることもある）、その値を設定するための一
つの指標として、各反復時において各位置(x,y)にて評価された２次元相互相関関数のピ
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ークの鋭さ（関数の各方向の２回微分値）を使用して、緩やかな（２回微分値の小さい）
方向の変位成分にかかる値は大きく、鋭い（２回微分値の大きい）方向の変位成分にかか
る値は小さく設定されることがある。例えば、その微分値に反比例する様に設定されるこ
とがある。
【０１７９】
　さらに、正則化パラメータα2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用され
ることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の変位成分の各方向の１階偏微分
ごとに異なるものとして使用されることがあり（ゼロとすることもある）、その値を設定
するための一つの指標として、各反復時において各位置(x,y)にて評価された２次元相互
相関関数のメインローブの幅（関数の各方向の半値幅）を使用して、狭い方向の偏微分に
かかる値は小さく、広い方向の偏微分にかかる値は大きく設定されることがある。例えば
、その半値幅に比例する様に設定されることがある。
【０１８０】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iの各々は、適宜、上記四つの指標の
内の幾つかを組み合わせて使用し、各々の指標から求められる値に重要度に応じて重み付
けしたもの積に比例する様に設定されることがある（ゼロとすることもある）。従って、
超音波エコー信号を重視できる理想的な場合には、反復回数iの増加に共い、これらの値
は小さく設定されるべきものであるが、大きさ、連続性、微分可能性（滑らかさ）などの
変位ベクトル（分布）に関する先見的な情報を重視する必用がある場合は、反復回数iの
増加に共い、これらの値は大きく設定されることがある。
【０１８１】
（処理２：２次元変位ベクトル分布の推定結果の更新）
　i回目における２次元残差ベクトル分布ui(x,y)の推定結果を用いて、（５１）式のよう
に、i-1回目の２次元変位ベクトル分布の推定結果を更新する。
【数６３】

【０１８２】
　時に、この推定結果に（５２）式の２次元低域通過型フィルタ、または、２次元メディ
アンフィルタを施こし、残差ベクトルの推定誤差の低減を図ることがある。
【数６４】

【０１８３】
　従って、本法２－４の処理１中の位相マッチングは、（５０）式より得られた各点(x,y
)の２次元残差ベクトルデータui(x,y)、(５１)式より得られた各点(x,y)の２次元ベクト
ルデータｄi(x,y)、または、(５２)式より空間的に平滑化された各点(x,y)の２次元ベク
トルデータを用いて、変形後の２次元エコー信号空間ｒ２(x,y)内の各位置(x,y)に関する
探索領域内信号ｒ'２(l,m) [0≦ｌ≦２L－１、０≦ｍ≦２M－１]に対して行われる。
【０１８４】
（処理３：　２次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領域
の大きさを縮小する条件））
　２次元変位ベクトル分布計測の高空間分解能化を行うため、２次元関心領域内の各点に
おいて２次元変位ベクトルを反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする
、または、２次元関心領域内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反
復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０１８５】
　２次元関心領域内の各点における２次元変位ベクトルの反復推定に使用する局所領域の
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大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使
用される局所領域の大きさを変えることなく、本法２－４の処理１および処理２を繰り返
し、これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さく
する(例えば、各辺の長さを1／2にする)。例えば、ある閾値Tratioに対して、(５３)式ま
たは(５３')式の条件を基準とできる。
【数６５】

　尚、(５３)式または(５３')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１８６】
　２次元関心領域内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推
定する場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの
基準を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法２－４の処理１および
処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さ
くする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０１８７】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(５４)式または(５４')式の条件を基準とできる
。

【数６６】

　尚、(５４)式または(５４')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０１８８】
（処理４：２次元変位ベクトル分布の反復推定の終了条件）
　２次元変位ベクトル分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これらの基
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。
【０１８９】
　例えば、閾値aboveTratioroiに対して、（５５）または（５５'）式を基準と
できる。
【数６７】

最終的な推定結果は、(５１)式により得られるdi(x,y)、または、(５２)式より得られるd
i(x,y)の推定値である。
【０１９０】
　尚、２次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特に測定対象の
剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１９１】
［方法２－５］
　本法２－５のフローチャートを図１４に示す。本法は、前述の方法２－１を用いた場合
の残差ベクトルの推定時における方法２－１の処理２中の(３５)式の実行時において生じ
うる突発的な推定エラーの大きさを低減する。これにより、方法２－１の処理１における
位相マッチングが発散することを防ぐ方法である。そのために、前述の（４２）式または
(４２')式の条件式により発散の可能性を検出することを可能とし、方法２－１および方
法２－４を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても
、高精度の２次元変位ベクトル計測を実現する。
【０１９２】
　具体的には、まず、方法２－４の反復推定(方法２－４の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目(ｉ≧１)の推定において、次の処理を行な
う。
　方法２－４の処理１において、２次元関心領域内の全ての点(x,y)における位相マッチ
ングおよび２次元残差変位ベクトル分布の推定、すなわち、関心領域内の全ての点におい
て方法２－１の処理１を行い、さらに、正則化法を用いて、安定的に、２次元変位ベクト
ル分布ｄ(x,y)のi-1回目における推定結果(数６８)に対する２次元残差ベクトル分布ｕｉ

(x,y)の推定結果(数６９)を得る。
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【数６８】

【数６９】

【０１９３】
　その結果、関心領域内において(４２)式または(４２')式の条件式が満足されなければ
、方法２－１に従う。(４２)式または(４２')式の条件式を満足する点(x,y)または領域が
確認された場合は、次の処理による。
　方法２－４の処理２により、２次元変位ベクトル分布の推定結果の更新中において、(
４２)式または(４２')式の条件式を満足する点(x,y)または領域を中心とする充分に広い
領域内において、または、関心領域全体において、(５１)式より得られる２次元変位ベク
トル分布ｄ(x,y)の推定結果ｄｉ(x,y)に，（５６）式の２次元低域通過型フィルタ、また
は、２次元メディアンフィルタを施こし、残差ベクトルの推定誤差の低減を図ることがで
きる。
【数７０】

【０１９４】
　その結果、方法２－１の処理５または２－４の処理４により反復推定を終了するものと
する。従って、最終的な推定結果は、（３９）式または(５１)式により得られるdi(x,y)
、または、(５６)式より得られる平滑化された推定値である。
【０１９５】
　尚、２次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特に測定対象の
剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０１９６】
（III）方法３：１次元関心領域内の１次元（１方向）変位成分分布計測法
　３次元（デカルト座標系(x,y,z)）空間内の３次元関心空間(x,y,z)内の３次元変位ベク
トルを計測する場合と同様に、あるx軸上の１次元関心領域内のx軸方向の変位成分の分布
を計測するべく、この関心領域内からの変形前後における１次元超音波エコー信号ｒ１(x
）およびｒ２(x）を取得した場合を考える。以下に示す方法３－１、方法３－２、方法３
－３、方法３－４、方法３－５は、これらの変形前後の１次元超音波エコー信号ｒ１(x）
およびｒ２(x）の各位置xに、図１８および図１９に示すように、局所領域を設けて、そ
の変形前の局所信号の位相特性が一致する（マッチする）局所領域をｒ２(x）内にて反復
的に探索する。そして、逐次、相関性の高くなった局所信号を用いて評価される1方向残
差変位成分を用いて前回の１方向変位成分の推定結果を修正していき、且つ、評価された
残差変位成分がある条件を満足した場合に局所領域の大きさを小さくすることにより高分
解能化を図り（図２０）、最終的に高精度な１次元変位成分分布の計測を実現するもので
ある。ここで、x軸方向の超音波エコー信号のサンプリング間隔は、Δxである。
【０１９７】
［方法３－１］
　本方法３－１のフローチャートを図１０に示す。以下の処理１～５により、あるx軸上
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波エコー信号領域ｒ１(x)およびｒ２(x)内の点xを中心とする局所１次元超音波エコー信
号ｒ１(l)および変形後の局所１次元超音波エコー信号ｒ２(l)[0≦l≦Ｌ－１]から評価す
る。通常、Lは、ΔxLが、対応する方向の変位成分の大きさ|dx(x,y,z)|の４倍以上に充分
に長くなる様に設定されることが望ましい。
【０１９８】
（処理１：　点xにおける位相マッチング）
　i回目（ｉ≧１）のx方向変位成分dx(x)の推定結果dix(x)を得るための位相マッチング
を行う。
　前回のi-1回目のx方向変位成分dx(x)の推定結果di-1x(x)
【数７１】

を修正するべく、点xを中心とする局所領域[0≦l≦Ｌ－１]を中央に持つ長さが２倍）で
ある探索領域を変形後のエコー信号空間ｒ２(x）に設定し、この探索領域内エコー信号ｒ
'２(x）[0≦l≦２Ｌ－１] または、i-1回目において位相マッチングを施した探索エコー
信号ｒ'ｉ－１

２(l）を１次元フーリエ変換したものに、i-1回目における推定結果dxi-1(
x)（または、推定結果dxi-1(x)に修正すべき残差変位成分ui-1x(x)の推定結果
【数７２】

を乗じ、変形後の局所エコー信号の位相を変形前の局所エコー信号と合わせることを試み
る。これを逆フーリエ変換することにより、i回目においてx方向変位成分dx(x)の評価を
行うために用いる変形後の局所１次元超音波エコー信号ｒｉ

２(l)を点xを中心とする探索
領域内エコー信号ｒ'ｉ２(l)内の中央にて得る。
【０１９９】
　尚、位相マッチングは、変形前の局所エコー信号の位相を変形後の局所エコー信号の位
相と合わせることでも同様に実現できる。但し、変形前のエコー信号空間ｒ１(x）内の点
xを中心とする局所領域[0≦l≦Ｌ－１]を中央にもつ探索領域内のエコー信号ｒ'１(ｌ）[
0≦l≦２Ｌ－１]（または、i-1回目において位相マッチングを施した探索エコー信号ｒ'
ｉ－１

１(ｌ）の１次元フーリエ変換したものには、
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【数７３】

がかけられる。
【０２００】
（処理２：　点xの１方向残差変位成分の推定）
　変形前の局所１次元超音波エコー信号ｒ１(ｌ）および位相マッチングを施した変形後
の局所１次元超音波エコー信号ｒｉ

２(ｌ）の１次元フーリエ変換Ｒ１(ｌ）およびＲｉ
２

(ｌ）を評価し、これらより、局所１次元エコークロススペクトラム:

【数７４】

を評価し、変形前の局所１次元超音波エコー信号に位相マッチングを施した場合は、ｒｉ

１(ｌ)およびｒ２(ｌ)のクロススペクトラムは
【数７５】

と表されることに基づき、その位相：
【数７６】

の勾配に関して、クロススペクトラムの二乗
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【数７７】

を最小化することにより、点xのx方向変位成分dx(x)のi-1回目の評価結果dxi-1(x)に修正
すべきx方向残差変位成分uix(x)の推定値を得る。
【０２０１】
　具体的には、以下の方程式を解くこととなる。

【数７８】

【０２０２】
　ここで、x方向変位成分dx(x)が大きい場合には、x方向残差変位成分ux

i(x)は、クロス
スペクトラム（（５９）式）の位相を周波数空間(l)においてアンラッピングした上で評
価する必要がある。
　また、x方向変位成分dx(x)が大きい場合には、反復推定時の初期の段階において、クロ
ススペクトラム（(５９)式）に１次元逆フーリエ変換を施すことにより得られる相互相関
関数のピーク位置を検出するいわゆる相互相関法を使用することにより、クロススペクト
ラム（（５９）式）の位相を周波数空間(l)においてアンラッピングすることなくx方向残
差変位成分uix(x)を評価でき、詳細には、相互相関法により１方向（x方向）変位成分を
超音波エコー信号のサンプリング間隔（データ間隔）Δxの整数倍の大きさで評価する。
この場合、位相マッチングは、局所領域または探索領域を空間的にシフティングすること
により行える。
【０２０３】
　例えば、閾値correTratioに対して、（６４）または（６４'）が満足された後、これを
初期値としてx方向残差変位成分ux

i(x)をクロススペクトラム((５９)式)の位相の勾配か
ら評価すればよい。

【数７９】

【０２０４】
　相互相関法を施した後においては、｜ｕｉ

ｘ(ｘ)｜≦Δｘ/２が満足されることが経験
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的に確認されているが、これはクロススペクトラム（(５９)式）の位相をアンラッピング
せずにx方向残差変位成分uix(x)の推定を可能とするための必要十分条件
【数８０】

を満足する。
【０２０５】
　また、x方向変位成分dx(x)が大きい場合には、反復推定時の初期の段階において、取得
された元の超音波エコー信号を各方向に等間隔で間引いた超音波エコー信号を用いること
により、クロススペクトラム（（５９）式）の位相を周波数空間(l)においてアンラッピ
ングすることなくx方向残差変位成分uix(x)を評価でき、詳細には、（６５）式、または
、（６５）式を十分に満足する条件
【数８１】

が満足される様に、取得された元の超音波エコー信号を各方向に等間隔で間引くことによ
りデータ間隔を大きくした超音波エコー信号を用いて評価することとし、反復回数iの増
加に共ってx方向残差変位成分uix(x)の大きさが小さくなるに連れて、超音波エコー信号
の各方向のデータ密度を元の高さに戻して行き（例えば、２倍ずつ。）、最終的に取得さ
れた元のデータ密度の超音波エコー信号を用いて評価する。
【０２０６】
　超音波エコー信号のデータの間隔を小さくするための条件としては、例えば、ある閾値
stepTratioに対して、(６６)式または(６６')式の条件を基準とする。

【数８２】

【０２０７】
（処理３：　点xの１方向変位成分推定結果の更新）
これより、x方向変位成分dx(x)のi回目の推定結果は、
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【数８３】

と評価される。
【０２０８】
（処理４：　１方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領域の大
きさを縮小する条件））
　x方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うために各点におけるx方向変位成分の反
復推定に使用する局所領域の大きさを小さくするが、そのための基準は以下の通りで、こ
れらの基準を満足するまで処理１、処理２、および処理３を繰り返し、満足された際には
、局所領域の大きさを小さくする(例えば、長さを1／2にする)。
　例えば、ある閾値Tratioに対して、（６８）または（６８'）式を基準とできる。

【数８４】

【０２０９】
（処理５：　点xにおける１方向変位成分の反復推定の終了条件）
　各点におけるx方向変位成分の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これら
の基準を満足するまで処理１、処理２、および処理３を繰り返す。
　例えば、ある閾値aboveTratioに対して、（６９）または（６９'）式を基準とできる。

【数８５】

【０２１０】
（処理６）
　この処理１、処理２、処理３、処理４、処理５を１次元関心領域内の全ての点において
施すことにより、関心領域内のx方向変位成分分布を得ることができる。
【０２１１】
　尚、x方向変位成分の反復推定の際のその初期値（(５７)式）は、特に、測定対象の剛
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体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零と
する。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高い、又は、
二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【０２１２】
［方法３－１の限界］
　方法３－１により１次元関心領域内の各点xに関して反復的にx方向変位成分dx(x)の推
定結果を更新した場合、局所１次元エコー信号のSN比の如何によっては、特に初期段階の
残差変位成分の推定時において突発的に大きなエラーを生じることがある。つまり、処理
２の式(６３)を解く際、または、相互相関関数のピーク位置を検出する際に、処理１にお
ける位相マッチングが発散してしまうことがある。
【０２１３】
　各点において、位相マッチングが発散する可能性は、例えば、ある閾値belowTratioに
対して、（７０）または（７０'）式により確認できる。
【数８６】

【０２１４】
　これを防ぐべく、時に（７０）式または（７０'）式の条件式を用いて、以下の方法３
－２、方法３－３、方法３－４、方法３－５が使用されることがある。すなわち、以下の
方法３－２、方法３－３、方法３－４、方法３－５は、前述の方法３－１を用いた場合の
残差変位成分の推定時に、方法３－１の処理２中の(６３)式を解く際、または相互相関関
数のピーク位置を検出するときにおいて生じうる突発的な推定エラーの大きさを低減する
ことにより、方法３－１の処理１における位相マッチングが発散することを防ぐ方法であ
り、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度な１方向変位成分の計測を
実現するものである。
【０２１５】
［方法３－２］
　本方法３－２のフローチャートを図１１に示す。本方法は、前述の方法３－１を用いた
場合の残差変位成分の推定（方法３－１の処理２中の(６３)式）時において生じうる突発
的な推定エラーの大きさを低減し、方法３－１の処理１における位相マッチングが発散す
ることを防ぐ方法であり、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度の１
方向変位成分の計測を実現するものである。
【０２１６】
　具体的には、方法３－１とは反復推定の流れを異とし、i回目(ｉ≧１)の推定において
、以下の処理を行なう。
（処理１：１方向残差変位成分分布推定）
　この処理では、１次元関心領域内の全ての点xにおける位相マッチングおよび全ての点x
における１方向残差変位成分の推定を行なう。
　１次元関心領域内の全ての点において方法３－１の処理１および方法３－１の処理２を
１回ずつ施すものとする。すなわち、
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【０２１７】
（処理２：１方向変位成分分布の推定結果の更新）
　i回目におけるx方向変位成分分布ｕｉ

ｘ(ｘ)の推定結果を用いて、（７１）式のように
、i-1回目のx方向変位成分分布の推定結果を更新する。

【数８８】

【０２１８】
　次に、この推定結果に、（７２）式の１次元低域通過型フィルタ、または、１次元メデ
ィアンフィルタを施こす。

【数８９】

【０２１９】
　これにより、残差変位成分の推定時（方法３－１の処理２中の(６３)式）において生じ
る空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する。したがって、本法３－２の処理１の
位相マッチングは、
【数９０】

【０２２０】
（処理３：　１方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所
領域の大きさを縮小する条件））
　x方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うため、１次元関心領域内の各点におい
てx方向変位成分を反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする、または
、１次元関心領域内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復推定するた
めに使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０２２１】
　１次元関心領域内の各点におけるx方向変位成分の反復推定に使用する局所領域の大き
さを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使用さ
れる局所領域の大きさを変えることなく、本法３－２の処理１および本法３－２の処理２
を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさ
を小さくする(例えば、長さを1／2にする)。
【０２２２】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、（７３）または（７３'）式を基準とできる。
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【０２２３】
　１次元関心領域内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推定す
る場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準
を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法３－２の処理１および本法
３－２の処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大き
さを小さくする(例えば、長さを1／2にする)。
【０２２４】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、（７４）または（７４'）式を基準とできる。
【数９２】

【０２２５】
（処理４：　１方向変位成分分布の反復推定の終了条件）
　x方向変位成分分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これらの基準を
満足するまで本法３－２の処理１、本法３－２の処理２、および本方法３－２の処理３を
繰り返す。
【０２２６】
　例えば、ある閾値aboveTratioroiに対して、（７５）または（７５'）式を基準とでき
る。
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【数９３】

　最終的な推定結果は、(７１)式により得られるdxi(x)、または、(７２)式より得られる
推定値である。
【０２２７】
　尚、x方向変位成分分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対象の剛体
運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零分布
とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高い、又は
、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２２８】
［方法３－３］
　本法３－３のフローチャートを図１２に示す。本方法は、前述の方法３－１を用いた場
合の残差変位成分の推定において方法３－１の処理２中の(６３)式の実行時において生じ
うる突発的な推定エラーの大きさを低減し、方法３－１の処理１における位相マッチング
が発散することを防ぐ方法であり、前述の（７０）式または(７０')式の条件式により発
散の可能性を検出することを可能とし、方法３－１および方法３－２を有効に利用するこ
とにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度の１方向変位成分の
計測を実現するものである。
【０２２９】
　具体的には、まず、方法３－２の反復推定(方法３－２の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、i回目(ｉ≧１)の推定において、次の処理を行なう
。
【０２３０】
　方法３－２の処理１の１方向残差変位成分分布推定 （１次元関心領域内の全ての点xに
おける位相マッチングおよび全ての点xにおける１方向残差変位成分の推定）、すなわち
、関心領域内の全ての点において方法３－１の処理１および方法３－１の処理２を１回ず
つ行い、x方向変位成分分布ｄx(ｘ)のi-1回目における推定結果
【数９４】

【０２３１】
　その結果、(７０)式または(７０')式の条件式が満足されなければ、方法３－１に従う
こととし、(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点xまたは領域が確認された場合
は、方法３－２の処理２（１方向変位成分分布の推定結果の更新中において、(７０)式ま
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、または、関心領域全体において、(７１)式より得られるx方向変位成分分布ｄｘ(ｘ)の
推定結果ｄｉｘ(ｘ)に、（７６）式の１次元低域通過型フィルタ、または、１次元メディ
アンフィルタを施こす。
【数９５】

これにより、残差変位成分の推定時（方法３－１の処理２中の(６３)式）において生じる
空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減するものとする。
【０２３２】
　その結果、方法３－１の処理５または２－２の処理４により反復推定を終了するものと
する。従って、最終的な推定結果は、（６７）式または(７１)式により得られるdi(x)、
または、(７６)式より得られる推定値である。
【０２３３】
　尚、x方向変位成分分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対象の剛体
運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零分布
とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高い、又は
、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２３４】
［方法３－４］
　本方法３－４のフローチャートを図１３に示す。本方法は、前述の方法３－１を用いた
場合の残差変位成分の推定（方法３－１の処理２中の(５９)式）の実行時において生じう
る突発的な推定エラーの大きさを低減し、方法３－１の処理１における位相マッチングが
発散することを防ぐ方法であり、超音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精
度の１方向変位成分の計測を実現するものである。
【０２３５】
　具体的には、方法３－１とは反復推定の流れを異とし、ｉ回目(ｉ≧１)の推定において
、次の処理を行なう。
（処理１：１方向残差変位成分分布推定）
　本処理では、１次元関心領域内の全ての点xにおける位相マッチングおよび１方向残差
変位成分分布を推定する。すなわち、１次元関心領域内の全ての点において方法３－１の
処理１を１回行う。
【０２３６】
　次に、x方向変位成分分布ｄ(ｘ)のi-1回目の推定結果ｄｉ－１

ｘ(ｘ)のx方向残差変位
成分分布ｕｉ

ｘ(ｘ)の推定結果を評価するべく、全ての点xに関して、変形前の局所１次
元超音波エコー信号ｒ１(ｌ)および位相マッチングを施した変形後の局所１次元超音波エ
コー信号ｒｉ

２(ｌ)の１次元フーリエ変換Ｒ１(ｌ)およびＲｉ
２(ｌ)を評価し、これより

求まる各局所１次元エコークロススペクトラム（(５９)式）（変形前の局所１次元超音波
エコー信号に位相マッチングを施した場合は、ｒｉ

1(ｌ)およびｒ2(ｌ)のクロススペクト
ラム）の位相の勾配に関して、
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および、正則化法を施し、すなわち、x方向残差変位成分分布ux
i (ｘ)からなるベクトルu

iに関する汎関数：
【数９７】
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【数９８】

をベクトルuiに関して最小化することとなるが、未知x方向残差変位成分分布の自乗ノル
ム||ui||2、その変位成分の1次元勾配分布の自乗ノルム||Gui||2、その変位成分分布の１
次元ラプラシアン分布の自乗ノルム||GTGui||2、および、その変位成分分布の１次元ラプ
ラシアンの１次元勾配分布の自乗ノルム||GGTGui||2は正定値であるため、error(ui)は必
ず一つの最小値を持つこととなり、これより得られる残差変位成分分布ux

i(x)に関する連
立方程式
　　（FTF ＋α1iI ＋α2iG

TG ＋α3iG
TGGTG ＋α4iG

TGGTGGTG）uｉ ＝ FTa　…(７８)
を解くことにより、測定された超音波データのノイズにより、突発的に生じるｕx

ｉ(ｘ)
の推定エラーを低減し、安定的にx方向変位成分分布ｄx(ｘ)のi-1回目の推定結果ｄxｉ-

１(ｘ)を更新するためのx方向残差変位成分分布ｕx
ｉ(ｘ)の推定結果を得る。

　ここで、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、以下に示す二つの
指標を代表に使用することがある。
【０２３７】
　正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用される
ことがあり(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x)に設定された局所領域内の２次元超音波エコー信号のクロススペク
トラムのパワーのSN比を使用し、そのSN比が低い局所領域においては値は大きく、SN比が
高い局所領域においては値は小さく設定されることがある。例えば、そのSN比に反比例す
る様に設定されることがある。
【０２３８】
　また、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用
される場合(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x)で評価されるクロススペクトラムの逆１次元フーリエ変換により評
価される１次元相互相関関数のピーク値から評価される相関性を使用し、ピーク値の低い
局所領域においては値は大きく、ピーク値の高い局所領域においては値は小さく設定され
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ることがある。例えば、ピーク値に反比例する様に設定されることがある。
【０２３９】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、上記二つの指標の内の幾
つかを組み合わせて使用し、各々の指標から求められる値に重要度に応じて重み付けした
もの積に比例する様に設定されることがある（ゼロとすることもある）。従って、超音波
エコー信号を重視できる理想的な場合には、反復回数iの増加に共い、これらの値は小さ
く設定されるべきものであるが、大きさ、連続性、微分可能性（滑らかさ）などの変位成
分（分布）に関する先見的な情報を重視する必用がある場合は、反復回数iの増加に共い
、これらの値は大きく設定されることがある。
【０２４０】
（処理２：　１方向変位成分分布の推定結果の更新）
　i回目におけるx方向残差変位成分分布ｕx

ｉ(ｘ)の推定結果を用いて、（７９）式によ
り、i-1回目のx方向変位成分分布の推定結果を更新する。
【数９９】

【０２４１】
　時に、この推定結果に、（８０）式の１次元低域通過型フィルタ、または、１次元メデ
ィアンフィルタを施こす。これにより、残差変位成分の推定誤差の低減を図ることがある
。

【数１００】

【０２４２】
　したがって、本法３－４の処理１中の位相マッチングは、（７８）式より得られた各点
xの残差変位成分データuix(x)、(７９)式より得られた各点xのx方向変位データｄｉ

ｘ(x)
，または、(８０)式より空間的に平滑化された各点xのx方向変位データ

【数１０１】

【０２４３】
（処理３：　1方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領域の大
きさを縮小する条件）
　x方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うため、１次元関心領域内の各点におい
てx方向変位成分を反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする、または
、１次元関心領域内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復推定するた
めに使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０２４４】
　１次元関心領域内の各点におけるx方向変位成分の反復推定に使用する局所領域の大き
さを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使用さ
れる局所領域の大きさを変えることなく、本法３－４の処理１および本法３－４の処理２
を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさ
を小さくする(例えば、長さを1／2にする)。
【０２４５】
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　例えば、ある閾値Tratioに対して、（８１）または（８１'）式を基準とできる。
【数１０２】

　１次元関心領域内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推定す
る場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準
を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法３－４の処理１および本法
３－４の処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大き
さを小さくする(例えば、長さを1／2にする)。
【０２４６】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、（８２）または（８２'）式を基準とできる。
【数１０３】

【０２４７】
（処理４：　１方向変位成分分布の反復推定の終了条件）
　x方向変位成分分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これらの基準を
満足するまで本法３－４の処理１、本法３－４の処理２および、本法３－４の処理３を繰
り返す。
　例えば、閾値aboveTratioroiに対して、（８３）または（８３'）式を基準とできる。
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【数１０４】

最終的な推定結果は、(７９)式により得られるdxi(x)、または、(８０)式より得られる推
定値である。
【０２４８】
　尚、x方向変位成分分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対象の剛体
運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零分布
とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高い、又は
、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【０２４９】
［方法３－５］
　本法３－５のフローチャートを図１４に示す。本法は、前述の方法３－１を用いた場合
の残差変位成分の推定（方法３－１の処理２中の(６３)式）時において生じうる突発的な
推定エラーの大きさを低減し、方法３－１の処理１における位相マッチングが発散するこ
とを防ぐ方法であり、前述の（７０）式または(７０')式の条件式により発散の可能性を
検出することを可能とし、方法３－１および方法３－４を有効に利用することにより、超
音波エコーデータのSN比が低い場合においても、高精度の１方向変位成分計測を実現する
ものである。
【０２５０】
　具体的には、まず、方法３－４の反復推定(方法３－４の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目(ｉ≧１)の推定において、次のように処理
する。
　方法３－４の処理１において１次元残差変位成分分布推定（１次元関心領域内の全ての
点xにおける位相マッチングおよび１次元残差変位成分分布の推定）、すなわち、関心領
域内の全ての点において方法３－１の処理１を行い、さらに、正則化法を用いて、安定的
に、x方向変位成分分布dx(x)のi-1回目における推定結果
【数１０５】

を得る。その結果、関心領域内において(７０)式または(７０')式の条件式が満足されな
ければ、方法３－１に従う。そして、(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点xま
たは領域が確認された場合は、次の処理を行なう。
【０２５１】
　すなわち、方法３－４の処理２（１方向変位成分分布の推定結果の更新）中において、
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内において、または、関心領域全体において、(７９)式より得られるx方向変位成分分布d

x(x)の推定結果ｄｉ
x (x)に、（８４）式に示す１次元低域通過型フィルタ、または、１

次元メディアンフィルタを施こす。これにより、残差変位成分の推定誤差の低減を図るこ
とができる。
【数１０６】

　その結果、方法３－１の処理５または３－４の処理４により反復推定を終了するものと
する。従って、最終的な推定結果は、（６７）式または(７９)式により得られるdxi(x)、
または、(８４)式より得られる推定値である。
【０２５２】
　尚、x方向変位成分分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対象の剛体
運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零分布
とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高い、又は
、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２５３】
（IV）方法４：３次元関心空間内の２次元変位ベクトル計測法
［方法４－１］
　２次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布計測法（方法２－１、又は、２－２、又は
、２－３、又は、２－４、又は、２－５）を用いて、３次元関心空間内の各(x,y)平面に
おいてその計測を行うことにより、３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布を計測す
ることができる（図２１）。
【０２５４】
（処理１）
　３次元関心空間内の各(x,y)平面において、方法２－１、又は、２－２、又は、２－３
、又は、２－４、又は、２－５を使用する。
　尚、２次元変位ベクトルの３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特
に測定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有し
ない場合は零ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された値を、逐
次、使用してもよい。
【０２５５】
　さらに、方法４－２として、方法２－２（図１１）に基づく方法を、さらに、方法４－
３として、方法２－３に基づいて、方法４－２の処理中に前述の（４２）式または(４２'
)式の条件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能として方法２－
１を用いた方法４－１を有効利用する方法を説明する。
【０２５６】
［方法４－２］
　方法４－２のフローチャートを図２２に示す。例として、x軸およびy軸方向の変位成分
からなる２次元変位ベクトルの３次元空間分布を計測する場合を考え、ｉ回目（ｉ≧１）
の推定において、処理1を行なう。
【０２５７】
（処理１：２次元残差変位ベクトルの３次元空間分布推定 ）
　３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび２次元残差変位ベ
クトルを推定する。３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)において方法２－１の処理１お
よび方法２－１の処理２を１回ずつ施すものとする。すなわち、ｉ回目における２次元残
差ベクトル分布ｕｉ(x,y,z)[=（ｕｉ

ｘ(x,y,z)，ｕｉ
ｙ(x,y,z)）Ｔ]の推定結果（次式）

を得る。
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【数１０７】

【０２５８】
（処理２：２次元変位ベクトルの３次元空間分布の推定結果の更新）
　ｉ回目における２次元残差ベクトルの３次元空間分布ｕｉ(x,y,z)の推定結果

【数１０８】

【０２５９】
　次に、この推定結果に、（８６）式に示す３次元低域通過型フィルタ、または、３次元
メディアンフィルタを施こし、これにより、残差ベクトルの推定時（方法２－１の処理２
中の(３５)式）において生じる空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する。
【数１０９】

【０２６０】
　従って、本法４－２の処理１の位相マッチングは、この空間的に平滑化された各点(x,y
,z)の２次元ベクトルの３次元空間分布データ（下記）を用いて、変形後の３次元エコー
信号空間ｒ２(x,y,z)内の各位置(x,y,z)に関する探索領域内信号ｒ'２(x,y,z)[0≦ｌ≦２
Ｌ－１、０≦ｍ≦２Ｍ－１]対して行われる。

【数１１０】

【０２６１】
（処理３：２次元変位ベクトルの３次元空間分布計測の高空間分解能化を行うための条件
（局所領域の大きさを縮小する条件））
　２次元変位ベクトルの３次元空間分布計測の高空間分解能化を行うため、３次元関心空
間内の各点において２次元変位ベクトルを反復推定するために使用する局所領域の大きさ
を小さくする、または、３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空
間分解能で反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０２６２】
　３次元関心空間内の各点における２次元変位ベクトルの反復推定に使用する局所領域の
大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使
用される局所領域の大きさを変えることなく、本法４－２の処理１および処理２を繰り返
し、これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さく
する(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０２６３】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(８７)式または(８７')式の条件を基準とできる。
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【数１１１】

　尚、(８７)式または(８７')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０２６４】
　３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推
定する場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの
基準を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法４－２の処理１および
処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さ
くする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０２６５】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(８８)式または(８８')式の条件を基準とできる
。
【数１１２】

　尚、(８８)式または(８８')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０２６６】
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（処理４：　２次元変位ベクトルの３次元空間分布の反復推定の終了条件）
　２次元変位ベクトル分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これらの基
準を満足するまで本法４－２の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
【０２６７】
　例えば、ある閾値aboveTratioroiに対して、（８９）または（８９'）式を基準とでき
る。
【数１１３】

　最終的な推定結果は、(８５)式により得られるdi(x,y,z)、または、(８６)式より得ら
れる推定値である。
【０２６８】
　尚、２次元変位ベクトルの３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特
に測定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有し
ない場合は零ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良
い値(相関値が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２６９】
［方法４－３］
　方法４－３のフローチャートを図２３に示す。例として、x軸およびy軸方向の変位成分
からなる２次元変位ベクトルの３次元空間分布を計測する場合を考える。
　本法４－３は、前述の方法４－２の処理１にて前述の（４２）式または(４２')式の条
件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能とし、方法２－１を用い
た方法４－１を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合におい
ても、高精度の２次元変位ベクトルの３次元空間分布計測を実現するものである。
【０２７０】
　具体的には、まず、方法４－２の反復推定(方法４－２の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次のように処
理する。方法４－２の処理１（２次元残差変位ベクトルの３次元空間分布推定 （３次元
関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび２次元残差変位ベクトルの
推定））、すなわち、３次元関心空間内の全ての点において方法２－１の処理１および方
法２－１の処理２を１回ずつ行い、２次元変位ベクトルの３次元空間分布ｄ(x,y,z)のｉ
－１回目における推定結果に対する２次元残差ベクトルの３次元空間分布ｕｉ(x,y,z)の
推定結果を得る。その結果、(４２)式または(４２')式の条件式が満足されなければ、方
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法２－１を用いた４－１に従う。(４２)式または(４２')式の条件式を満足する点(x,y,z)
または領域が確認された場合は、次の処理による。
【０２７１】
　方法４－２の処理２（２次元変位ベクトルの３次元空間分布の推定結果の更新）中にお
いて、(４２)式または(４２')式の条件式を満足する点(x,y,z)または領域を中心とする充
分に広い領域内において、または、関心空間全体において、(８５)式より得られる２次元
変位ベクトルの３次元空間分布の推定結果ｄｉ(x,y,z)に、（９０）式に示す３次元低域
通過型フィルタ、または、３次元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差ベクト
ルの推定時（方法２－１の処理２中の(３５)式）において生じる空間的に突発的な推定エ
ラーの大きさを低減するものとする。
【数１１４】

【０２７２】
　その結果、方法２－１を用いた方法４－１の処理１または４－２の処理４により反復推
定を終了するものとする。従って、最終的な推定結果は、（３９）式または(８５)式によ
り得られるdi(x,y,z)、または、(９０)式より得られる平滑された推定値である。
【０２７３】
　尚、２次元変位ベクトル分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特に測定対象の
剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合は零
ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２７４】
　さらに、方法４－４として、正則化法を用いた方法２－４（図１３）に基づく方法を、
さらに、方法４－５として、方法２－５に基づいて、方法４－４の処理中に前述の（４２
）式または(４２')式の条件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可
能として方法２－１を用いた方法４－１を有効利用する方法を説明する。
［方法４－４］
　方法４－４のフローチャートを図２４に示す。例として、x軸およびy軸方向の変位成分
からなる２次元変位ベクトルの３次元空間分布を計測する場合を考え、ｉ回目（ｉ≧１）
の推定において、処理１を行なう。
【０２７５】
（処理１：２次元残差変位ベクトルの３次元空間分布推定）
　３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび２次元残差変位ベ
クトルを推定する。３次元関心空間内の全ての点（x,y,z）において方法２－１の処理１
を１回行う。
【０２７６】
　次に、２次元変位ベクトルの３次元空間分布ｄ(x,y,z)のi-1回目の推定結果ｄｉ－１(x
,y,z)の２次元残差ベクトル分布ui(x,y,z) [= (uix(x,y,z), u

i
y(x,y,z))

T]の推定結果（
次式）
【数１１５】

を評価するべく、全ての点(x,y,z)に関して、変形前の局所２次元超音波エコー信号ｒ１(
l,m)および位相マッチングを施した変形後の局所２次元超音波エコー信号ｒi

2(l,m)の２
次元フーリエ変換R１(l,m)およびRi2(l,m)を評価し、これより求まる各局所２次元エコー
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クロススペクトラム（(３１)式）：変形前の局所２次元超音波エコー信号に位相マッチン
グを施した場合は、ｒi

１(l,m)およびｒ2(l,m)のクロススペクトラム）の位相の勾配に関
して、
【数１１６】

および、正則化法を施し、すなわち、２次元残差ベクトルの３次元空間分布ui(x,y,z)か
らなるベクトルuiに関する汎関数：
【数１１７】
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【数１１８】

【数１１９】
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をベクトルuiに関して最小化することとなるが、未知２次元残差変位ベクトルの３次元空
間分布の自乗ノルム||ui||2、そのベクトル成分の３次元勾配成分の３次元空間分布の自
乗ノルム||Gui||2、および、そのベクトル成分の３次元ラプラシアンの３次元空間分布の
自乗ノルム||GTGui||2、および、そのベクトル成分の３次元ラプラシアンの３次元勾配成
分の３次元空間分布の自乗ノルム||GGTGui||2は正定値であるため、error(ui)は必ず一つ
の最小値を持つこととなり、これより得られる残差変位ベクトルの３次元空間分布ui(x,y
,z)に関する連立方程式
（FTF ＋α1iI ＋α2iG

TG ＋α3iG
TGGTG ＋α4iG

TGGTGGTG）uｉ ＝ FTa　…(９２－１)
を解くことにより、測定された超音波データのノイズにより、突発的に生じるui(x,y,z) 
の推定エラーを低減し、安定的に２次元変位ベクトルの３次元空間分布ｄ(x,y,z)のi-1回
目の推定結果ｄi-1(x,y,z)を更新するための２次元残差ベクトルの３次元空間分布ui(x,y
,z)の推定結果を得る。
　ここで、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、以下に示す四つの
指標を代表に使用することがある。
【０２７７】
　正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用される
ことがあり(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y,z)に設定された局所領域内の２次元超音波エコー信号のクロスス
ペクトラムのパワーのSN比を使用し、そのSN比が低い局所領域においては値は大きく、SN
比が高い局所領域においては値は小さく設定されることがある。例えば、そのSN比に反比
例する様に設定されることがある。
【０２７８】
　また、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用
される場合(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y,z)で評価されるクロススペクトラムの逆２次元フーリエ変換によ
り評価される２次元相互相関関数のピーク値から評価される相関性を使用し、ピーク値の
低い局所領域においては値は大きく、ピーク値の高い局所領域においては値は小さく設定
されることがある。例えば、ピーク値に反比例する様に設定されることがある。
【０２７９】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使
用されることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の各変位成分ごとに異なる
ものとして使用されることがあり（ゼロとすることもある）、その値を設定するための一
つの指標として、各反復時において各位置(x,y)にて評価された２次元相互相関関数のピ
ークの鋭さ（関数の各方向の２回微分値）を使用して、緩やかな（２回微分値の小さい）
方向の変位成分にかかる値は大きく、鋭い（２回微分値の大きい）方向の変位成分にかか
る値は小さく設定されることがある。例えば、その微分値に反比例する様に設定されるこ
とがある。
【０２８０】
　さらに、正則化パラメータα2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用され
ることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の変位成分の各方向の１階偏微分
ごとに異なるものとして使用されることがあり（ゼロとすることもある）、その値を設定
するための一つの指標として、各反復時において各位置(x,y,z)にて評価された２次元相
互相関関数のメインローブの幅（関数の各方向の半値幅）を使用して、狭い方向の偏微分
にかかる値は小さく、広い方向の偏微分にかかる値は大きく設定されることがある。例え
ば、その半値幅に比例する様に設定されることがある。尚、ｚ方向の偏微分にかかる値は
、他の方向の偏微分に較べて十分に大きい値に設定されることがある。
【０２８１】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iの各々は、適宜、上記四つの指標の
内の幾つかを組み合わせて使用し、各々の指標から求められる値に重要度に応じて重み付
けしたもの積に比例する様に設定されることがある（ゼロとすることもある）。従って、
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は小さく設定されるべきものであるが、大きさ、連続性、微分可能性（滑らかさ）などの
変位ベクトル（分布）に関する先見的な情報を重視する必用がある場合は、反復回数iの
増加に共い、これらの値は大きく設定されることがある。
【０２８２】
　（処理２：　２次元変位ベクトル分布の３次元空間分布の推定結果の更新）
　ｉ回目における２次元残差ベクトルの３次元空間分布ui(x,y,z)の推定結果を
用いて，（９２－２）式により、i-1回目の２次元変位ベクトルの３次元空間分
布の推定結果を更新する。
【数１２０】

　時に、この推定結果に、（９３）式に示す３次元低域通過型フィルタ、または、３次元
メディアンフィルタを施こし、これにより、残差ベクトルの推定誤差の低減を図ることが
ある。

【数１２１】

【０２８３】
　したがって、本法４－４の処理１中の位相マッチングは、（９１）式より得られた各点
(x,y,z)の２次元残差ベクトルの３次元空間分布データui(x,y,z)、(９２－２)式より得ら
れた各点(x,y,z)の２次元ベクトルの３次元空間分布データｄi(x,y,z)、または、(９３)
式より空間的に平滑化された各点(x,y,z)の２次元ベクトルの３次元空間分布データ（下
記）を用いて、変形後の３次元エコー信号空間ｒ２(x,y,z)内の各位置(x,y,z)に関する探
索領域内信号ｒ'２(l,m）[０≦ｌ≦２L－１、０≦ｍ≦２M－１]に対して行われる。
【数１２２】

【０２８４】
（処理３：　２次元変位ベクトルの３次元空間分布計測の高空間分解能化を行うための条
件（局所領域の大きさを縮小する条件））
　２次元変位ベクトルの３次元空間分布計測の高空間分解能化を行うため、３次元関心空
間内の各点において２次元変位ベクトルを反復推定するために使用する局所領域の大きさ
を小さくする、または、３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空
間分解能で反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０２８５】
　３次元関心空間内の各点における２次元変位ベクトルの反復推定に使用する局所領域の
大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使
用される局所領域の大きさを変えることなく、本法４－４の処理１および処理２を繰り返
し、これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さく
する(例えば、各辺の長さを1／2にする)。例えば、ある閾値Tratioに対して、(９４)式ま
たは(９４')式の条件を基準とできる。
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【数１２３】

　尚、(９４)式または(９４')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０２８６】
　３次元関心空間内の２次元変位ベクトル分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推
定する場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの
基準を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法４－４の処理１および
処理２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さ
くする(例えば、各辺の長さを1／2にする)。
【０２８７】
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(９５)式または(９５')式の条件を基準とできる
。
【数１２４】

　尚、(９５)式または(９５')式の条件式は各方向成分に適応されることもあり、前述の
通り各方向ごとに長さが短くされることもある。
【０２８８】
（処理４：　２次元変位ベクトルの３次元空間分布の反復推定の終了条件）２次元変位ベ
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で本法４－４の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
【０２８９】
　例えば、閾値aboveTratioroiに対して、（９６）または（９６'）式を基準と
できる。
【数１２５】

　最終的な推定結果は、(９２－２)式により得られるdi(x,y,z)、または、(９３)式より
得られる平滑された推定値である。
【０２９０】
　尚、２次元変位ベクトルの３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特
に測定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有し
ない場合は零ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良
い値(相関値が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２９１】
［方法４－５］
　方法４－５のフローチャートを図２５に示す。例として、x軸およびy軸方向の変位成分
からなる２次元変位ベクトルの３次元空間分布を計測する場合を考える。
　本法４－５は、前述の方法４－４の処理１にて前述の（４２）式または(４２')式の条
件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能とし、方法２－１を用い
た方法４－１を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合におい
ても、高精度の２次元変位ベクトルの３次元空間分布計測を実現するものである。
【０２９２】
　具体的には、まず、方法４－４の反復推定(方法４－４の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行
なう。
【０２９３】
　方法４－４の処理１（２次元残差変位ベクトル分布の３次元空間分布推定（３次元関心
空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび２次元残差変位ベクトルの３次
元空間分布の推定））、すなわち、３次元関心空間内の全ての点において方法２－１の処
理１を行い、さらに、正則化法を用いて、安定的に、２次元変位ベクトル分布の３次元空
間分布ｄ(x,y,z)のi-1回目における推定結果
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【数１２６】

　その結果、関心空間内において(４２)式または(４２')式の条件式が満足されなければ
、方法２－１を用いた方法４－１に従う。(４２)式または(４２')式の条件式を満足する
点(x,y,z)または空間が確認された場合は、次の処理による。すなわち、方法４－４の処
理２（２次元変位ベクトルの３次元空間分布の推定結果の更新）中において、(４２)式ま
たは(４２')式の条件式を満足する点(x,y,z)または空間を中心とする充分に広い空間内に
おいて、または、関心空間全体において、(９２－２)式より得られる２次元変位ベクトル
の３次元空間分布の推定結果ｄｉ(x,y,z)に、（９７）式に示す３次元低域通過型フィル
タ、または、３次元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差ベクトルの推定誤差
の低減を図ることができる。
【数１２７】

　その結果、方法２－１を用いた方法４－１の処理１または４－４の処理４により反復推
定を終了するものとする。従って、最終的な推定結果は、（３９）式または(９２－２)式
により得られるｄｉ(x,y,z)、または、(９７)式より得られる平滑された推定値である。
【０２９４】
　尚、２次元変位ベクトルの３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(２９)式）は、特
に測定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有し
ない場合は零ベクトル分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良
い値(相関値が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０２９５】
（Ｖ）方法５：３次元関心空間内の１方向変位成分計測法
　［方法５－１］
　方法５－１は、１次元関心領域内の１方向変位成分分布計測法（方法３－１、又は、３
－２、又は、３－３、又は、３－４、又は、３－５）を用いて、３次元関心空間内のｘ軸
に平行な直線上においてその方向の変位成分分布の計測を行うことにより、３次元関心空
間内の１方向変位成分分布を計測することができる（図２１）。
【０２９６】
（処理１）
　３次元関心空間内のｘ軸に平行な直線上において、方法３－１、又は、３－２、又は、
３－３、又は、３－４、又は、３－５を使用する。
　尚、x方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測
定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない
場合は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【０２９７】
　さらに、方法５－２として、方法３－２（図１１）に基づく方法を、さらに、方法５－
３として、方法３－３に基づいて、方法５－２の処理中に前述の（７０）式または(７０'
)式の条件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能として方法３－
１を用いた方法５－１を有効利用する方法を説明する。
［方法５－２］
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　方法５－２のフローチャートを図２２に示す。例として、x軸方向の変位成分の３次元
空間分布を計測する場合を考え、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次のように処理をす
る。
【０２９８】
（処理１：　１方向残差変位成分の３次元空間分布推定 ）
　３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび１方向残差変位成
分を推定する。３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)において方法３－１の処理１および
方法３－１の処理２を１回ずつ施すものとする。すなわち、ｉ回目におけるx方向残差変
位成分の３次元空間分布ｕｉ

ｘ(x,y,z)の推定結果を得る。
【０２９９】
（処理２：１方向変位成分の３次元空間分布の推定結果の更新）
　ｉ回目におけるx方向変位成分の３次元空間分布ｕｉ

ｘ(x,y,z)の推定結果を用いて（９
８）式により、i-1回目のx方向変位成分の３次元空間分布の推定結果を更新する。
【数１２８】

【０３００】
　次に、この推定結果に、（９９）式に示す３次元低域通過型フィルタ、または、３次元
メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の推定時（方法３－１の処理２
中の(６３)式）において生じる空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する。

【数１２９】

【０３０１】
　従って、本法５－２の処理１の位相マッチングは、この空間的に平滑化された各点(x,y
,z)のｘ方向変位成分データ（下記）を用いて、変形後の３次元エコー信号空間ｒ２(x,y,
z)内の各位置（x,y,z）に関する探索領域内信号ｒ'２(l) [0≦ｌ≦２Ｌ－１]に対して行
われる。
【数１３０】

【０３０２】
（処理３：１方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領域の大き
さを縮小する条件））
　x方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うため、３次元関心空間内の各点におい
てx方向変位成分を反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする、または
、３次元関心空間内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復推定するた
めに使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０３０３】
　３次元関心空間内の各点におけるx方向変位成分の反復推定に使用する局所領域の大き
さを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使用さ
れる局所領域の大きさを変えることなく、本法５－２の処理１および処理２を繰り返し、
これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さくする
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(例えば、長さを1／2にする)。
【０３０４】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、（１００）または（１００'）式を基準とできる。
【数１３１】

【０３０５】
　３次元関心空間内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推定す
る場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準
を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法５－２の処理１および処理
２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さくす
る(例えば、長さを1／2にする)。
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、（１０１）または（１０１'）式を基準とできる
。
【数１３２】

【０３０６】
（処理４：　１方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の終了条件）
　x方向変位成分の３次元空間分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、こ
れらの基準を満足するまで本法３－２の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
【０３０７】
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　例えば、ある閾値aboveTratioroiに対して、（１０２）または（１０２'）式を基準と
できる。
【数１３３】

　最終的な推定結果は、(９８)式により得られるdxi(x,y,z)、または、(９９)式より得ら
れる平滑化された推定値である。
【０３０８】
　尚、x方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測
定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない
場合は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０３０９】
［方法５－３］
　方法５－３のフローチャートを図２３に示す。例として、x軸方向の変位成分の３次元
空間分布を計測する場合を考える。
　本法５－３は、前述の方法５－２の処理１にて前述の（７０）式または(７０')式の条
件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能とする。また、方法３－
１を用いた方法５－１を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場
合においても、高精度の１方向変位成分の３次元空間分布計測を実現するものである。
【０３１０】
　具体的には、まず、方法５－２の反復推定(方法５－２の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理をす
る。
【０３１１】
　まず、方法５－２の処理１（１方向残差変位成分の３次元空間分布推定（３次元関心空
間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび１方向残差変位成分の推定））、
すなわち、関心空間内の全ての点において方法３－１の処理１および方法３－１の処理２
を１回ずつ行い、x方向変位成分の３次元空間分布ｄｘ(x,y,z)のi-1回目における推定結
果
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【０３１２】
　その結果、(７０)式または(７０')式の条件式が満足されなければ、方法３－１を用い
た方法５－１に従う。(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点xまたは領域が確認
された場合は、次の方法による。
　方法５－２の処理２（１方向変位成分の３次元空間分布の推定結果の更新）中において
、(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点xまたは領域を中心とする充分に広い領
域内において、または、関心空間全体において、(９８)式より得られるx方向変位成分の
３次元空間分布の推定結果ｄｉ

ｘ(x,y,z)に、（１０２）式にしめす３次元低域通過型フ
ィルタ、または、３次元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の推定
時[方法３－１の処理２中の(６３)式]において生じる空間的に突発的な推定エラーの大き
さを低減するものとする。

【数１３５】

　その結果、方法５－１の処理１または５－２の処理４により反復推定を終了するものと
する。従って、最終的な推定結果は、（６７）式または(９８)式により得られるｄｉ

ｘ(x
,y,z)、または、(１０２)式より得られる平滑化された推定値である。
【０３１３】
　尚、x方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測
定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない
場合は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０３１４】
　さらに、方法５－４として、正則化法を用いた方法３－４（図１３）に基づく方法を、
さらに、方法５－５として、方法３－５に基づいて、方法５－４の処理中に前述の（７０
）式または(７０')式の条件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可
能として方法３－１を用いた方法５－１を有効利用する方法を説明する。
［方法５－４］
　方法５－４のフローチャートを図２４に示す。例として、x軸方向の変位成分の３次元
空間分布を計測する場合を考え、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行なう。
【０３１５】
（処理１：１方向残差変位成分の３次元空間分布推定）
　[３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび１方向残差変位成
分を推定する。３次元関心空間内の全ての点(x,y,z)において、ｘ方向変位成分の３次元
空間分布dx(x,y,z)のi-1回目の推定結果を用いて、方法３－１の処理１を１回行う。
【０３１６】
　次に、ｘ方向変位成分の３次元空間分布dx(x,y,z)のi-1回目の推定結果dxi－１(x,y,z)
のx方向残差変位成分の３次元空間分布uix(x,y,z)の推定結果
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【数１３６】

を評価するべく、全ての点(x,y,z)に関して、変形前の局所１次元超音波エコー信号ｒ１

（ｌ）および位相マッチングを施した変形後の局所１次元超音波エコー信号ｒｉ
２（ｌ）

の１次元フーリエ変換Ｒ１（ｌ）およびＲｉ
２（ｌ）を評価する。これより求まる各局所

１次元エコークロススペクトラム（(５９)式：変形前の局所１次元超音波エコー信号に位
相マッチングを施した場合は、ｒｉ

１（ｌ）およびｒ２（ｌ）のクロススペクトラム）の
位相の勾配に関して、

【数１３７】

および、正則化法を施し、すなわち、x方向残差変位成分の３次元空間分布uix(x,y,z)か
らなるベクトルuiに関する汎関数：

【数１３８】
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【数１３９】

をベクトルuiに関して最小化することとなるが、未知ｘ方向残差変位成分の３次元空間分
布の自乗ノルム||ui||2、その変位成分の３次元勾配成分の３次元空間分布の自乗ノルム|
|Gui||2、その変位成分の３次元ラプラシアンの３次元空間分布の自乗ノルム||GTGui||2

および、その変位成分の３次元ラプラシアンの３次元勾配成分の３次元空間分布の自乗ノ
ルム||GGTGui||2は正定値であるため、error(ui)は必ず一つの最小値を持つこととなり、
これより得られる残差変位成分の３次元空間分布ux

i(x,y,z)に関する連立方程式
（FTF＋α1iI＋α2iG

TG＋α3iG
TGGTG＋α4iG

TGGTGGTG）ui＝FTa　…(１０４)
を解くことにより、測定された超音波データのノイズにより、突発的に生じるｕｉ

ｘ(x,y
,z)の推定エラーを低減し、安定的にｘ方向変位成分の３次元空間分布dｘ(x,y,z)のi-1回
目の推定結果dｉ－１

ｘ(x,y,z)を更新するためのｘ方向変位成分の３次元空間分布ｕｉ
ｘ

(x,y,z)の推定結果を得る。
【０３１７】
　ここで、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、以下に示す二つの指標を
代表に使用することがある。
　正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用される
ことがあり(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y,z)に設定された局所領域内の１次元超音波エコー信号のクロスス
ペクトラムのパワーのSN比を使用し、そのSN比が低い局所領域においては値は大きく、SN
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例する様に設定されることがある。
【０３１８】
　また、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用
される場合(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y,z)で評価されるクロススペクトラムの逆１次元フーリエ変換によ
り評価される１次元相互相関関数のピーク値から評価される相関性を使用し、ピーク値の
低い局所領域においては値は大きく、ピーク値の高い局所領域においては値は小さく設定
されることがある。例えば、ピーク値に反比例する様に設定されることがある。
【０３１９】
　さらに、正則化パラメータα2i、α3i、α4iは、各反復時において、空間的に変化する
ものとして使用されることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の変位成分の
各方向の１階偏微分ごとに異なるものとして使用されることがあり（ゼロとすることもあ
る）。その場合、y、ｚ方向の偏微分にかかる正則化パラメータの値は、x方向の値に較べ
て大きい値に設定されることがある。
【０３２０】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、上記二つの指標の内の幾
つかを組み合わせて使用し、各々の指標から求められる値に重要度に応じて重み付けした
もの積に比例する様に設定されることがある（ゼロとすることもある）。従って、超音波
エコー信号を重視できる理想的な場合には、反復回数iの増加に共い、これらの値は小さ
く設定されるべきものであるが、大きさ、連続性、微分可能性（滑らかさ）などの変位成
分（分布）に関する先見的な情報を重視する必用がある場合は、反復回数iの増加に共い
、これらの値は大きく設定されることがある。
【０３２１】
（処理２：　１方向変位成分の３次元空間分布の推定結果の更新）
【数１４０】

　時に、この推定結果に、(１０６)式に示す３次元低域通過型フィルタ、または、３次元
メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の推定誤差の低減を図ることが
ある。

【数１４１】

【０３２２】
　したがって、処理１中の位相マッチングは、（１０４）式より得られた各点(x,y,z)の
残差変位成分の３次元空間分布データuix(x,y,z)、(１０５)式より得られた各点(x,y,z)
のｘ方向変位成分の３次元空間分布データｄi

x (x,y,z)、または、(１０６)式より空間的
に平滑化された各点(x,y,z)のｘ方向変位成分の３次元空間分布データ
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を用いて、変形後の３次元エコー信号空間ｒ２(x,y,z)内の各位置(x,y,z)に関する探索領
域内信号ｒｉ

２（ｌ）［０≦ｌ≦２Ｌ－１］に対して行われる。
【０３２３】
（処理３：　１方向変位成分の３次元空間分布計測の高空間分解能化を行うための条件（
局所領域の大きさを縮小する条件））
　ｘ方向変位成分の３次元空間ｘ分布計測の高空間分解能化を行うため、３次元関心空間
内の各点においてｘ方向変位成分を反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さ
くする、または、３次元関心空間内のｘ方向変位成分を空間的に一様な空間分解能で反復
推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０３２４】
　３次元関心空間内の各点におけるｘ方向変位成分の反復推定に使用する局所領域の大き
さを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使用さ
れる局所領域の大きさを変えることなく、本法５－２の処理１および処理２を繰り返し、
これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さくする
(例えば、長さを1／2にする)。
　例えば、ある閾値Tratioに対して、（１０７）または（１０７'）式を基準とできる。

【数１４３】

　３次元関心空間内のｘ方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推定す
る場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準
を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法５－４の処理１および処理
２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さくす
る(例えば、長さを1／2にする)。
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(１０８)または（１０８'）式を基準とできる。
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【数１４４】

【０３２５】
（処理４：　１方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の終了条件）
ｘ方向変位成分の３次元空間分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これ
らの基準を満足するまで本法５－４の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
　例えば、閾値aboveTratioroiに対して、(１０９)または(１０９')式を基準と
できる。

【数１４５】

　最終的な推定結果は、(１０５)式により得られるdxi(x,y,z)、または、(１０６)式より
得られる平滑化された推定値である。
【０３２６】
　尚、x方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の際の初期値（（５７）式）は、特に
測定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しな
い場合は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関
値が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
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【０３２７】
［方法５－５］
　方法５－５のフローチャートを図２５に示す。例として、x軸方向の変位成分の３次元
空間分布を計測する場合を考える。
　本法５－５は、前述の方法５－４の処理１にて前述の（７０）式または(７０')式の条
件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能とし、方法３－１を用い
た方法５－１を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合におい
ても、高精度のｘ方向変位成分の３次元空間分布計測を実現するものである。
【０３２８】
　具体的には、まず、方法５－４の反復推定(方法５－４の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行
なう。
【０３２９】
　まず、方法５－４の処理１（１方向変位成分分布の３次元空間分布推定（３次元関心空
間内の全ての点(x,y,z)における位相マッチングおよび１方向変位成分の３次元空間分布
の推定））、すなわち、３次元関心空間内の全ての点において方法３－１の処理１を行い
、さらに、正則化法を用いて、安定的に、ｘ方向変位成分の３次元空間分布ｄx(x,y,z)の
i-1回目における
【数１４６】

　その結果、関心空間内において(７０)式または(７０')式の条件式が満足されなければ
、方法３－１を用いた方法５－１に従う。(７０)式または(７０')式の条件式を満足する
点(x,y,z)または空間が確認された場合は、次の処理による。
【０３３０】
　すなわち、方法５－４の処理２（１方向変位成分の３次元空間分布の推定結果の更新）
中において、(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点(x,y,z)または空間を中心と
する充分に広い空間内において、または、関心空間全体において、(１０５)式より得られ
るｘ方向変位成分の３次元空間分布の推定結果ｄｉ

ｘ(x,y,z）に（１１０）式に示す３次
元低域通過型フィルタ、または、３次元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差
変位成分の推定誤差の低減を図ることができる。
【数１４７】

　その結果、方法５－１の処理１または５－４の処理４により反復推定を終了するものと
する。従って、最終的な推定結果は、（６７）式または(１０５)式により得られるdx

i(x,
y,z)、または、(１１０)式より得られる平滑化された推定値である。
【０３３１】
　尚、x方向変位成分の３次元空間分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測
定対象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない
場合は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値
が高い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【０３３２】
（ＶＩ）方法６：２次元関心領域内の１方向変位成分計測法
［方法６－１］
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　方法６－１のフローチャートを図２１に示す。１次元関心領域内の１方向変位成分分布
計測法（方法３－１、又は、３－２、又は、３－３、又は、３－４、又は、３－５）を用
いて、２次元関心領域内のｘ軸に平行な直線上においてその方向の変位成分分布の計測を
行うことにより、２次元関心領域内の１方向変位成分分布を計測することができる。
【０３３３】
（処理１）
　２次元関心領域内のｘ軸に平行な直線上において、方法３－１、又は、３－２、又は、
３－３、又は、３－４、又は、３－５を使用する。
　尚、x方向変位成分の２次元分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対
象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合
は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高
い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用してもよい。
【０３３４】
　さらに、方法６－２として、方法３－２（図１１）に基づく方法を、さらに、方法６－
３として、方法３－３に基づいて、方法６－２の処理中に前述の（７０）式または(７０'
)式の条件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能として方法３－
１を用いた方法６－１を有効利用する方法を説明する。
［方法６－２］
　方法６－２のフローチャートを図２２に示す。例として、x軸方向の変位成分の２次元
分布を計測する場合を考え、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行なう。
【０３３５】
（処理１：　１方向残差変位成分の２次元分布推定
　２次元関心領域内の全ての点(x,y)における位相マッチングおよび１方向残差変位成分
を推定する。２次元関心領域内の全ての点(x,y)において方法３－１の処理１および方法
３－１の処理２を１回ずつ施する。すなわち、
【数１４８】

【０３３６】
（処理２：１方向変位成分の２次元分布の推定結果の更新）
【数１４９】

　次に、この推定結果に、(１１２)式に示す２次元低域通過型フィルタ、または、２次元
メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の推定時（方法３－１の処理２
中の(６３)式）において生じる空間的に突発的な推定エラーの大きさを低減する。
【数１５０】
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,y)のｘ方向変位成分データ（下記）を用いて、変形後の２次元エコー信号空間ｒ２(x,y,
z)内の各位置（x,y）に関する探索領域内信号ｒ'２(ｌ) [０≦ｌ≦２Ｌ－１]に対して行
われる。
【数１５１】

【０３３７】
（処理３：１方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領域の大き
さを縮小する条件））
　x方向変位成分分布計測の高空間分解能化を行うため、２次元関心領域内の各点におい
てx方向変位成分を反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする、または
、２次元関心領域内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復推定するた
めに使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０３３８】
　２次元関心領域内の各点におけるx方向変位成分の反復推定に使用する局所領域の大き
さを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使用さ
れる局所領域の大きさを変えることなく、本法６－２の処理１および処理２を繰り返し、
これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さくする
(例えば、長さを1／2にする)。
【０３３９】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(１１３) または(１１３')式を基準とできる。
【数１５２】

【０３４０】
　２次元関心領域内のx方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推定す
る場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準
を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法６－２の処理１および処理
２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さくす
る(例えば、長さを1／2にする)。
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(１１４)または(１１４')式を基準とできる。
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【数１５３】

【０３４１】
（処理４：　１方向変位成分の２次元分布の反復推定の終了条件）
　x方向変位成分の２次元分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これら
の基準を満足するまで本法６－２の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
【０３４２】
　例えば、ある閾値aboveTratioroiに対して、(１１５)または(１１５')式を
基準とできる。
【数１５４】

　最終的な推定結果は、(１１１)式により得られるdxi(x,y)、または、(１１２)式より得
られる平滑化された推定値である。
【０３４３】
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　尚、x方向変位成分の２次元分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対
象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合
は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高
い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０３４４】
［方法６－３］
　方法６－３のフローチャートを図２３に示す。例として、x軸方向の変位成分の２次元
分布を計測する場合を考える。
　本法６－３は、前述の方法６－２の処理１にて前述の（７０）式または(７０')式の条
件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能とし、方法２－１を用い
た方法６－１を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合におい
ても、高精度の１方向変位成分の２次元分布計測を実現するものである。
【０３４５】
　具体的には、まず、方法６－２の反復推定(方法６－２の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行
なう。
【０３４６】
　すなわち、方法６－２の処理１（１方向残差変位成分の２次元分布推定 （２次元関心
領域内の全ての点(x,y)における位相マッチングおよび１方向残差変位成分の推定）） の
後、すなわち、関心領域内の全ての点において方法３－１の処理１および方法３－１の処
理２を１回ずつ行う。そして、

【数１５５】

　この間において、(７０)式または(７０')式の条件式が満足されなければ、方法３－１
を用いた方法５－１に従う。(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点xまたは領域
が確認された場合は、次の処理による。
【０３４７】
　すなわち、方法５－２の処理２（１方向変位成分の２次元分布の推定結果の更新）中に
おいて、(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点xまたは領域を中心とする充分に
広い領域内において、または、関心領域全体において、(１１１)式より得られるx方向変
位成分の２次元分布の推定結果ｄｉ

ｘ(x,y)に、（１１６）式に示す２次元低域通過型フ
ィルタ、または、２次元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の推定
時（方法３－１の処理２中の(６３)式）において生じる空間的に突発的な推定エラーの大
きさを低減するものとする。
【数１５６】

【０３４８】
　その結果、方法６－１の処理１または６－２の処理４により反復推定を終了するものと
する。従って、最終的な推定結果は、（６７）式または(１１１)式により得られるdxi(x,
y,z)、または、(１１６)式より得られる平滑化された推定値である。
【０３４９】
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　尚、x方向変位成分の２次元分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対
象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合
は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高
い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０３５０】
　さらに、方法６－４として、正則化法を用いた方法３－４（図１３）に基づく方法を、
さらに、方法６－５として、方法３－５に基づいて、方法６－４の処理中に前述の（７０
）式または(７０')式の条件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可
能として方法３－１を用いた方法６－１を有効利用する方法を説明する。
［方法６－４］
　方法６－４のフローチャートを図２４に示す。例として、x軸方向の変位成分の２次元
分布を計測する場合を考える。ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行なう。
【０３５１】
（処理１：　１方向残差変位成分の２次元分布推定 ）
　２次元関心領域内の全ての点(x,y)における位相マッチングおよび１方向残差変位成分
を推定する。２次元関心領域内の全ての点(x,y)において、ｘ方向変位成分の２次元分布d
x(x,y)のi-1回目の推定結果を用いて、方法３－１の処理１を１回行う。
【０３５２】
　次に、ｘ方向変位成分の２次元分布dx(x,y)のi-1回目の推定結果dxi－１(x,y)のx方向
残差変位成分の２次元分布uix(x,y)の推定結果（下記）を評価する。
【数１５７】

【０３５３】
　この推定結果を評価するために、評価するために、全ての点(x,y)に関して、変形前の
局所１次元超音波エコー信号ｒ１(ｌ）および位相マッチングを施した変形後の局所１次
元超音波エコー信号ｒi

２(ｌ）の１次元フーリエ変換Ｒ１(ｌ）およびＲi
２(ｌ）を評価

し、これより求まる各局所１次元エコークロススペクトラム（(５９)式）：変形前の局所
１次元超音波エコー信号に位相マッチングを施した場合は、ｒi

１(ｌ）およびｒ２(ｌ）
のクロススペクトラム)の位相の勾配に関して、
【数１５８】

および、正則化法を施し、すなわち、x方向残差変位成分の２次元分布uix(x,y)からなる
ベクトルuiに関する汎関数：
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【数１６０】
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【数１６１】

をベクトルuiに関して最小化することとなるが、未知ｘ方向残差変位成分の２次元分布の
自乗ノルム||ui||2、その変位成分の２次元勾配成分の２次元分布の自乗ノルム||Gui||2

、その変位成分の２次元ラプラシアンの２次元分布の自乗ノルム||GTGui||2、および、そ
の変位成分の２次元ラプラシアンの２次元勾配成分の２次元分布の自乗ノルム||GGTGui||
2は正定値であるため、error(ui)は必ず一つの最小値を持つこととなり、これより得られ
る残差変位成分の２次元分布ux

i(x,y)に関する連立方程式
　　　（FTF＋α1iI＋α2iG

TG＋α3iG
TGGTG＋α4iG

TGGTGGTG）ui＝FTa　…(１１８)
を解くことにより、測定された超音波データのノイズにより、突発的に生じるux

i(x,y)の
推定エラーを低減し、安定的にｘ方向変位成分の２元分布ｄｘ(x,y)のi-1回目の推定結果
ｄｉ－１

ｘ(x,y)を更新するためのｘ方向変位成分の２元空間分布ｕｉ
ｘ(x,y)の推定結果

（下記）を得る。
【数１６２】

　ここで、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、以下に示す二つの指標を
代表に使用することがある。
【０３５４】
　正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用される
ことがあり(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y)に設定された局所領域内の１次元超音波エコー信号のクロススペ
クトラムのパワーのSN比を使用し、そのSN比が低い局所領域においては値は大きく、SN比
が高い局所領域においては値は小さく設定されることがある。例えば、そのSN比に反比例
する様に設定されることがある。
【０３５５】
　また、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、空間的に変化するものとして使用
される場合(ゼロとすることもある)、その値を設定するための一つの指標として、各反復
時において各位置(x,y)で評価されるクロススペクトラムの逆１次元フーリエ変換により
評価される１次元相互相関関数のピーク値から評価される相関性を使用し、ピーク値の低
い局所領域においては値は大きく、ピーク値の高い局所領域においては値は小さく設定さ
れることがある。例えば、ピーク値に反比例する様に設定されることがある。
【０３５６】
　さらに、正則化パラメータα2i、α3i、α4iは、各反復時において、空間的に変化する
ものとして使用されることがあり(ゼロとすることもある)、且つ、計測対象の変位成分の
各方向の１階偏微分ごとに異なるものとして使用されることがあり（ゼロとすることもあ
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る）、その場合、y方向の偏微分にかかる正則化パラメータの値は、x方向の値に較べて大
きい値に設定されることがある。
【０３５７】
　さらに、正則化パラメータα1i、α2i、α3i、α4iは、適宜、上記二つの指標の内の幾
つかを組み合わせて使用し、各々の指標から求められる値に重要度に応じて重み付けした
もの積に比例する様に設定されることがある（ゼロとすることもある）。従って、超音波
エコー信号を重視できる理想的な場合には、反復回数iの増加に共い、これらの値は小さ
く設定されるべきものであるが、大きさ、連続性、微分可能性（滑らかさ）などの変位成
分（分布）に関する先見的な情報を重視する必用がある場合は、反復回数iの増加に共い
、これらの値は大きく設定されることがある。
【０３５８】
（処理２：　１方向変位成分の２次元分布の推定結果の更新）
【数１６３】

　時に、この推定結果に、  (１２０)式に示す２次元低域通過型フィルタ、または、２次
元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の推定誤差の低減を図ること
がある。
【数１６４】

【０３５９】
　したがって、処理１中の位相マッチングは、（１１８）式より得られた各点(x,y)の残
差変位成分の２次元分布データuix(x,y)、(１１９)式より得られた各点(x,y)のｘ方向変
位成分の２次元分布データｄx

i(x,y)、または、(１２０)式より空間的に平滑化された各
点(x,y)のｘ方向変位成分の２次元分布データ(下記)を用いて、変形後の２次元エコー信
号空間ｒ２(x,y)内の各位置(x,y)に関する探索領域内信号ｒｉ

２(ｌ)［０≦ｌ≦２Ｌ－１
］に対して行われる。
【数１６５】

【０３６０】
（処理３：１方向変位成分の２次元分布計測の高空間分解能化を行うための条件（局所領
域の大きさを縮小する条件））
　ｘ方向変位成分の２次元分布計測の高空間分解能化を行うため、２次元関心領域内の各
点においてｘ方向変位成分を反復推定するために使用する局所領域の大きさを小さくする
、または、２次元関心領域内のｘ方向変位成分を空間的に一様な空間分解能で反復推定す
るために使用する局所領域の大きさを小さくする。
【０３６１】
　２次元関心領域内の各点におけるｘ方向変位成分の反復推定に使用する局所領域の大き
さを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準を満足するまで各位置にて使用さ
れる局所領域の大きさを変えることなく、本法６－３の処理１および処理２を繰り返し、
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これらの基準が満足された場合は、その点において用いる局所領域の大きさを小さくする
(例えば、長さを1／2にする)。
【０３６２】
　例えば、ある閾値Tratioに対して、(１２１)または(１２１')式を基準とできる。
【数１６６】

【０３６３】
　２次元関心領域内のｘ方向変位成分分布を空間的に一様な空間分解能で反復的に推定す
る場合に使用する局所領域の大きさを縮小するための基準は以下の通りで、これらの基準
を満足するまでその局所領域の大きさを変えることなく、本法６－４の処理１および処理
２を繰り返し、これらの基準が満足された場合は、使用する局所領域の大きさを小さくす
る(例えば、長さを1／2にする)。
　例えば、ある閾値Tratioroiに対して、(１２２)または(１２２')式を基準とできる。
【数１６７】

【０３６４】
（処理４：　１方向変位成分の２次元分布の反復推定の終了条件）
　ｘ方向変位成分の２次元分布の反復的推定を終えるための基準は以下の通りで、これら
の基準を満足するまで本法６－４の処理１、処理２、および、処理３を繰り返す。
【０３６５】
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　例えば、閾値aboveTratioroiに対して、(１２３)または(１２３')式を基準とできる。
【数１６８】

　最終的な推定結果は、(１１９)式により得られるdxi(x,y)、または、(１２０)式より得
られる平滑化された推定値である。
【０３６６】
　尚、x方向変位成分の２次元分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対
象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合
は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高
い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０３６７】
［方法６－５］
　方法６－５のフローチャートを図２５に示す。例として、x軸方向の変位成分の２次元
分布を計測する場合を考える。
　本法６－５は、前述の方法６－４の処理１にて前述の（７０）式または(７０')式の条
件式により位相マッチングの発散の可能性を検出することを可能とし、方法３－１を用い
た方法６－１を有効に利用することにより、超音波エコーデータのSN比が低い場合におい
ても、高精度の１方向変位成分の２次元分布計測を実現するものである。
【０３６８】
　具体的には、まず、方法６－４の反復推定(方法６－４の処理１、処理２、処理３、お
よび、処理４)の流れに従うものとし、ｉ回目（ｉ≧１）の推定において、次の処理を行
なう。
【０３６９】
　すなわち、方法６－４の処理１（１方向変位成分分布の２次元分布推定（２次元関心領
域内の全ての点(x,y)における位相マッチングおよび１方向変位成分の２次元分布の推定
））の後にて、すなわち、２次元関心領域内の全ての点において方法３－１の処理１を行
い、さらに、正則化法を用いて、安定的に、
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【数１６９】

その結果、関心領域内において(７０)式または(７０')式の条件式が満足されなければ、
方法３－１を用いた方法６－１に従う。(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点(
x,y)または領域が確認された場合は、次の処理による。
【０３７０】
　すなわち、方法６－４の処理２（１方向変位成分の２次元分布の推定結果の更新）中に
おいて、(７０)式または(７０')式の条件式を満足する点(x,y)または領域を中心とする充
分に広い領域内において、または、関心領域全体において、(１１９)式より得られるｘ方
向変位成分の２次元分布の推定結果ｄｉ

ｘ(x,y)に、（１２４）式に示す２次元低域通過
型フィルタ、または、２次元メディアンフィルタを施こし、これにより、残差変位成分の
推定誤差の低減を図ることができる。
【数１７０】

【０３７１】
　その結果、方法３－１を用いた方法６－１の処理１または方法６－４の処理４により反
復推定を終了するものとする。従って、最終的な推定結果は、（６７）式または(１１９)
式により得られるdx

i(x,y)、または、(１２４)式より得られる平滑化された推定値である
。
【０３７２】
　尚、ｘ方向変位成分の２次元分布の反復推定の際の初期値（(５７)式）は、特に測定対
象の剛体運動変位量や測定対象に与える変位量に関する先見的なデータを所有しない場合
は零分布とする。または、近隣の位置において既に推定された精度の良い値(相関値が高
い、又は、二乗誤差が小さい)を、逐次、使用していく。
【０３７３】
　尚、３次元関心領域内の３次元変位ベクトル分布は、上記の方法１を用いること以外に
、上記の３次元関心領域内の２次元変位ベクトル成分分布を計測する方法４または３次元
関心領域内の１次元(１方向)変位成分分布を計測する方法５を演算する方向を変えて用い
ることにより計測可能であり、また、２次元関心領域内の２次元変位ベクトル分布は、上
記の方法２を用いること以外に、上記の２次元関心領域内の１次元(１方向)変位成分分布
を計測する方法６を演算する方向を変えて用いることにより計測可能である。また、反復
推定の終了基準を定める閾値以外の上記のいずれの閾値も、適宜、各々が定める基準が満
足された際に値が更新されうるものであり、また、１回の推定にて反復推定を終了するこ
ともある。
【０３７４】
　また、正則化を施す際に付加する先見的情報としては、上記の変位ベクトル分布および
変位成分分布の空間的な連続性や微分可能性に関するものや組織の力学的特性(例えば、
非圧縮性)や変位ベクトル分布および変位成分分布に関する適合条件などの他に、異なる
２つ以上の時相にて取得された超音波エコー信号を用いて評価される複数のクロススペク
トラムの位相の勾配から未知変位ベクトル成分分布の時系列に関する連立方程式を得た上
で、これに最小二乗法を適用する際に、変位ベクトル成分分布の時系列や変位成分分布の
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罰項および正則化パラメータは前記関心領域の次元数および変位成分の方向および関心領
域内の位置および時刻に依存して異なるものとすることができる。
【０３７５】
　このようにして、変位ベクトルを精度よく計測することができることから、結果的に、
単に３次元歪テンソルの計測を可能とするだけでなく、２次元歪テンソル、歪１成分、３
次元歪速度テンソル、２次元歪速度テンソル成分、歪速度１成分、また、加速度ベクトル
や速度ベクトル等の高精度な計測を可能とする。
【０３７６】
（ＶＩＩ）微分フィルタ
　　前記信号処理により計測された前記３次元関心空間内の３次元変位ベクトル、２次元
関心領域内の２次元変位ベクトル、１次元関心領域内の１方向変位成分、３次元関心空間
内の２次元変位ベクトルまたは１方向変位成分、２次元空間内の１方向変位成分に帯域制
限を施した空間微分フィルタ（３次元、２次元、または、１次元空間フィルタ）または周
波数空間にて帯域制限のある空間微分フィルタの周波数応答（３次元、２次元、または、
１次元周波数応答）をかけることにより歪テンソル成分は求められる。また、これらの時
系列に帯域制限を施した時間微分フィルタまたは周波数空間にて帯域制限のある時間微分
フィルタの周波数応答をかけることにより歪速度テンソル成分や加速度ベクトル成分や速
度ベクトル成分が求められる。また、下記信号処理により直接的に計測された歪テンソル
成分から歪速度テンソル成分を求めることもできる。
【０３７７】
　まずは、クロススペクトラムのパワーを用いて通常は正規化されたクロススペクトラム
の２乗を重み関数として、最小二乗法に基づいてクロススペクトラムの位相の勾配から変
位を計測する際に、関心領域内の変位の大きさや変位分布に関する先見的情報を付加する
べく、正則化処理を施して安定化することにより、さらに高精度な変位計測を実現した。
【０３７８】
　次に、反復的に修正すべき３次元変位ベクトル成分、又は、２次元変位ベクトル成分、
又は、１方向変位成分を推定する方法として、演算プログラム量の軽減及び演算処理時間
の短縮化を図るべく、クロススペクトラムのパワーを用いて通常は正規化されたクロスス
ペクトラムの２乗を重み関数として最小二乗法に基づいてクロススペクトラムの位相の勾
配から推定する前記の方法の代わりに、反復推定の過程において、適宜、組み合わせて使
用することのできる、若しくは、いずれかの１つを使用できる推定方法を列挙する。実時
間性を重視して１回の推定にて終了することもある。尚、超音波信号の送受信は前記に従
う。
【０３７９】
　演算処理をシンプル化して、演算プログラム量の軽減及び演算処理時間を短縮化するべ
く、異なる２つの時相(変形前後)の局所超音波エコー信号の各々の３次元フーリエ変換R1
(ωx, ωy, ωz)[位相θ1(ωx, ωy, ωz)]とR2(ωx, ωy, ωz)[位相θ2(ωx, ωy, ωz
)]を用いて、クロススペクトラムの位相θ(ωx, ωy, ωz)はθ2(ωx, ωy, ωz)－θ1(
ωx, ωy, ωz)であるため、変位ベクトルu(＝(ux,uy,uz)T)は、
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【数１７１】

と表され、スペクトラムのSN比が高い周波数(ωx, ωy, ωz)の位相を用いて、位相θ2(
ωx, ωy, ωz)とθ1(ωx, ωy, ωz)との差を各方向の周波数ωx, ωy, ωzで偏微分し
て求めるか、或いは、位相θ2(ωx, ωy, ωz)とθ1(ωx, ωy, ωz)の各々の各方向の周
波数ωx, ωy, ωzで偏微分したものの差を求めるか、或いは、アンラッピングすること
なしにフーリエ変換値のRe[R2(ωx, ωy, ωz)]とIm[R2(ωx, ωy, ωz)]とRe[R1(ωx, 
ωy, ωz)]とIm[R1(ωx, ωy, ωz)]や、これらの周波数ωx, ωy, ωz方向の偏微分値を
用いて求められることがある。これらの偏微分は、差分近似や微分フィルタを施すことに
より求められることもあるが、適宜、位相や各信号成分や式中の分子・分母・項は周波数
領域において窓関数を使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタに
掛けられることがある。スペクトラムのSN比が高い複数の周波数(ωx, ωy, ωz)におい
て評価された変位ベクトルの平均値(ベクトル)を計測結果とすることも可能である。
　ここで、２次元変位ベクトルや１方向変位成分の各々は、変形前後の超音波エコー信号
の２次元フーリエ変換や１次元フーリエ変換を通じて同様に求めることができる。
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　また、周波数空間内において上式より得られる未知変位ベクトル成分に関する式を連立
する、若しくは、この周波数空間の空間方向内や時間方向内(異なる３つ以上の時相の超
音波エコー信号を取得した場合)において同式を連立した上で、上記の正則化が施される
こともある。
【０３８０】
　また、１次元(１方向)演算処理を行う場合は、演算処理をシンプル化して、演算プログ
ラム量の軽減及び演算処理時間を短縮化するべく、ｘ軸方向の処理を行う場合はクロスス
ペクトラムの位相がθ(ωx)＝ux・ωｘ、y軸方向の処理を行う場合はクロススペクトラム
の位相がθ(ωy)＝uy・ωy、z軸方向の処理を行う場合はクロススペクトラムの位相がθ(
ωz)＝uz・ωzと表されるため、クロススペクトラムのSN比が高い周波数の位相のみを用
いて求められることがある。クロススペクトラムのSN比が高い複数の周波数(ωx若しくは
ωy若しくはωz)において評価された変位の平均値を計測結果とすることも可能である。
　また、大変位を評価する場合には、第１実施形態と同様に、位相のアンラッピングを行
う、または、相互相関法を使用する、若しくは、これにより計測手順が煩雑なものになる
ことを回避するべく、データを間引き最終的に元のデータ間隔(密度)に戻す手順を導入す
ることでこれらの処理を不要として計測手順を格段にシンプルなものともできる。
　また、周波数空間内において上式より得られる未知変位ベクトル成分に関する式を連立
する、若しくは、この周波数空間の空間方向内や時間方向内(異なる３つ以上の時相の超
音波エコー信号を取得した場合)において同式を連立した上で、上記の正則化が施される
こともある。
【０３８１】
　また、適宜、異なる２つ以上の時相において超音波エコー信号を取得することとし、自
己相関法(ビーム方向若しくは走査方向)と正則化法の両方を、備える、又は、積極的に使
用することがある。
【０３８２】
　また、適宜、超音波ドプラ法（超音波エコー信号のビーム方向若しくは走査方向のドプ
ラ変移周波数の検出）により、速度ベクトル成分を直接的に求める方法を備える、又は、
積極的に使用することができる。ビーム方向の速度成分を直交する走査方向の速度成分に
較べて高精度に計測できることに基づき、高精度な速度ベクトルの計測を実現するべく、
機械走査やビームステアリングを行うことにより（フォーカシングに加えてアポダイゼー
ションを行うこともある。以下、同様。）、測定対象物の変形前後の各々において、３次
元速度ベクトルを計測する場合は３方向以上に、２次元速度ベクトルを計測する場合は２
方向以上に、１方向速度成分を計測する場合には異なる１方向以上に、超音波ビームを放
射して、超音波エコーデータフレームを得、各同一方向に放射して得られた２枚の超音波
エコーデータフレームから高精度に計測されたビーム方向の速度成分分布に対してデータ
補間（変位成分のフーリエ変換を行い、フーリエ空間において複素エクスポネンシャルを
乗ずることによる空間的なシフティングによる補間等）を施すことにより、３次元、また
は、２次元の速度ベクトル分布の高精度計測を実現する。ビーム方向の１次元処理が行わ
れることもある。超音波データに他の速度計測法を適応した場合も同様である。また、速
度を直接的に計測する場合は、超音波素子アレイの一素子ずつを使用して計測対象物の関
心領域に超音波を放射し、一素子又は複数素子を使用して前記計測対象物にて発生する超
音波エコー信号を取得して、各時相にて取得された超音波エコー信号に対して、３次元速
度ベクトルを計測する場合には異なる３方向以上の、２次元速度ベクトルを計測する場合
には異なる２方向以上の、１方向速度成分を計測する場合には異なる１方向以上の、ビー
ムフォーミング（フォーカシングに加えてアポダイゼーションを行うこともある。受信の
みのビームフォーミングが行われることもある。以下、同様。）を行い、異なる２つ以上
の時相で取得された同一方向にビームフォーミングされた超音波エコー信号の位相に基づ
いて高精度に計測された局所ビーム方向速度成分から、３次元速度ベクトル又は３次元速
度ベクトル成分又は２次元速度ベクトル又は２次元速度ベクトル成分又は１方向速度成分
を計測することがある。これより、ビームステアリングを行う場合に比べて送受信時間を
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短縮化できる。ビーム方向の１次元処理が行われることもある。各自相にて多方向にビー
ムフォーミングして得られた超音波エコー信号を重ね合わせ、速度を計測することもある
。各ビーム方向の１次元処理が行われることがある（以下、同様）。また、多方向にビー
ムフォーミングして得られた超音波エコー信号を重ね合わせた上で包絡線検波をして得ら
れた超音波エコー信号を使用することもある。また、多方向にビームフォーミングして得
られた超音波エコー信号の各々を包絡線検波をした上で重ね合わせて得られた超音波エコ
ー信号を使用することもある。上記の送信時において、一素子以上の素子が使用されるこ
ともあり、その際には、別方向への送信ビームフォーミングが行われることがある。他の
速度を直接的に計測する場合も同様である。無論、フォーカシングされなかったり、アポ
ダイゼーションされなかったりすることもある。
　この場合において、計測された３次元関心空間内の３次元速度ベクトル、２次元関心領
域内の２次元速度ベクトル、１次元関心領域内の１方向速度成分、３次元関心空間内の２
次元速度ベクトルまたは１方向速度成分、２次元空間内の１方向速度成分に、帯域制限を
施した空間微分フィルタ（３次元、２次元、または、１次元空間フィルタ）または周波数
空間にて帯域制限のある空間微分フィルタの周波数応答（３次元、２次元、または、１次
元周波数応答）をかけることにより歪速度テンソル成分を求めることがある。また、速度
ベクトルや速度成分の時系列に帯域制限を施した時間微分フィルタまたは周波数空間にて
帯域制限のある時間微分フィルタの周波数応答をかけることにより加速度ベクトル成分を
求めることがある。
【０３８３】
　ドプラ変移周波数や速度を検出する方法には様々なものがあるが、
時間ｔにおける１方向速度成分を計測対象として、関心領域内の各位置(x,y,z)において
得られるR軸方向の直交検波信号ZR(x,y,z,t)(＝Re[ZR(x,y,z,t)]＋jIm[ZR(x,y,z,t)]。j
は虚数単位。)の位相の分布θZR(x,y,z,t)＝tan-1 (Im[ZR(x,y,z,t)]/Re[ZR(x,y,z,t)])
より、例えば、時間ｔ＝Tにおける位置(X,Y,Z)のx軸方向(R＝ｘ)の未知速度成分vxは、
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【数１７２】

より求めることができる。ここで、ｃRは、R軸が超音波ビーム方向である場合は超音波の
伝播速度であり、R軸がスキャン方向である場合は１である。また、ｆ0Rは、R軸が超音波
ビーム方向である場合は超音波キャリア周波数であり(但し、スキャン方向の変調無しの
状態)、R軸がスキャン方向である場合はその方向の正弦周波数である(但し、ビーム方向
の動き補償をした状態)。また、ｓRは、R軸が超音波ビーム方向である場合は４.０であり
、R軸がスキャン方向である場合は２.０である。上記の如く、位相θZR(x,y,z,t)の時間
勾配は、位相θZR(x,y,z,t)を求めた上で差分近似や微分フィルタを施すことにより求め
られることもあるが、適宜、位相や各信号成分や式中の分子・分母は時空間領域において
窓関数を使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタやメディアンフ
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ィルタに掛けられた上で、求められることがある。また、位相θZR(x,y,z,t)の時間勾配
は、tan-1(Im[Zx*(x,y,z,t)Zx(x,y,z,t+ΔT)]/Re[Zx*(x,y,z,t)Zx(x,y,z,t+ΔT)])/ΔTよ
り求めることもできる。但し、＊は共役である。適宜、位相差や各信号成分や式中の分子
・分母は時空間領域において窓関数を使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通
過型フィルタやメディアンフィルタに掛けられた上で、求められることがある。これより
、関心領域内の速度成分分布(時系列)を求めることができる。
【０３８４】
　また、上式より得られる未知速度ベクトル成分に関する式を空間方向内や時間方向内に
おいて連立した上で、上記の正則化が施されることもある。
　この様にして求められた各速度成分(時系列)にパルス放射時間間隔Tsをかけることによ
り、この間におけるその方向の変位成分分布(時系列)を得ることができる。また、移動量
を考慮した上で、速度ベクトル分布(時系列)を時間方向に積分することにより変位ベクト
ル分布(時系列)を得ることができる。
　これらの速度ベクトル分布(時系列)や変位ベクトル分布(時系列)の時空間偏微分により
、歪テンソル成分分布(時系列)、加速度ベクトル成分分布(時系列)、歪速度テンソル成分
分布(時系列)を得ることができる。
【０３８５】
　また、適宜、超音波エコー信号の直交検波信号(ビーム方向若しくは走査方向)の位相の
空間偏微分より、歪テンソル成分を直接的に求めることのできる方法を備える、又は、積
極的に使用することもできる。
【０３８６】
　時間ｔにおける歪成分を計測対象として、関心領域内の各位置(x,y,z)において得られ
るR軸方向の直交検波信号ZR(x,y,z,t)(＝Re[ZR(x,y,z,t)]＋jIm[ZR(x,y,z,t)]。jは虚数
単位。)の位相の分布θZR(x,y,z,t)＝tan-1 (Im[ZR(x,y,z,t)]/Re[ZR(x,y,z,t)])より、
例えば、時間ｔ＝Tにおける位置(X,Y,Z)のx軸方向(R＝ｘ)の未知垂直歪成分εxxは、
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【数１７３】

より求めることができる。ここで、ｃRは、R軸が超音波ビーム方向である場合は超音波の
伝播速度であり、R軸がスキャン方向である場合は１である。また、ｆ0Rは、R軸が超音波
ビーム方向である場合は超音波キャリア周波数であり(但し、スキャン方向の変調無しの
状態)、R軸がスキャン方向である場合はその方向の正弦周波数である(但し、ビーム方向
の動き補償をした状態)。また、ｓRは、R軸が超音波ビーム方向である場合は４.０であり
、R軸がスキャン方向である場合は２.０である。上記の如く、位相θZR(x,y,z,t)の空間
勾配は、位相θZR(x,y,z,t)を求めた上で差分近似や微分フィルタを施すことにより求め
られることもあるが、適宜、位相や各信号成分や式中の分子・分母は時空間領域において
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窓関数を使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタやメディアンフ
ィルタに掛けられた上で、求められることがある。また、位相θZR(x,y,z,t)の空間勾配
は、例えば、ｘ軸方向の微分は、tan-1(Im[Zx*(x,y,z,t)Zx(x＋Δx,y,z,t)]/Re[Zx*(x,y,
z,t)Zx(x＋Δx,y,z,t)])/Δｘより求めることもできる。但し、＊は共役である。適宜、
位相差や各信号成分や式中の分子・分母は時空間領域において窓関数を使用して移動平均
が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタやメディアンフィルタに掛けられた上で、
求められることがある。また、例えば、時間ｔ＝Tにおける位置(X,Y,Z)のx-y面(R＝xとy)
内の未知ずり歪成分εxyは、
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【数１７４】

より求めることができる。また、同様に共役積を利用して求めることができる。この様に
して、関心領域内の歪テンソル成分の分布(時系列)を求めることができる。
　また、上式より得られる未知歪テンソル成分に関する式を空間方向内や時間方向内にお
いて連立した上で、上記の正則化が施されることもある。
　また、同様にして、変位ベクトル成分の１階偏微分の分布(時系列)を求めることができ
、これを偏微分方向に積分することにより変位ベクトル分布(時系列)を得ることができる
。
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　これらの歪テンソル分布(時系列)や変位ベクトル分布(時系列)の時空間偏微分により、
歪速度テンソル成分分布(時系列)や加速度ベクトル成分分布(時系列)を得ることができる
。
【０３８７】
　また、適宜、(I－1)複素相互相関法(複素解析信号を得た上、若しくは、超音波エコー
信号の相互相関関数を得た上で求められる、ビーム方向若しくは走査方向の、複素相互相
関関数信号の位相)を用いる方法や、(I－2)複素相互相関法(ビーム方向若しくは走査方向
)と正則化法の両方を用いる方法や、(I－3)複素相互相関法において評価される、３次元
、２次元、若しくは、１次元複素相互相関関数信号の位相の２次元以上の空間分布(ビー
ム方向を含む、若しくは、含まない)と正則化法を用いる方法を、備える、又は、積極的
に使用することができる。時として、複素相互相関関数値として、単に共役積が使用され
ることがある（時として、複素相互相関関数の位相として、単に、共役積の位相、すなわ
ち、位相差が使用されることがある。）。共役積は、適宜、時空間領域において窓関数を
使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタやメディアンフィルタに
掛けられることがある。
【０３８８】
　(I-3)の方法においては、時間ｔ＝Tにおける３次元変位ベクトル又は２次元変位ベクト
ル又は１方向変位成分を計測対象として、時間ｔ＝Tと時間ｔ＝T＋ΔT(ΔTは例えば超音
波パルス放射間隔。)における超音波エコー信号より関心領域内の各位置(X,Y,Z)において
求められる複素相互相関関数信号Cc(X,Y,Z;x,y,z)(＝Re[Cc(X,Y,Z;x,y,z)]＋jIm[Cc(X,Y,
Z;x,y,z)]。jは虚数単位。複素相互相関関数の座標(x,y,z)は位置(X,Y,Z)に原点を持つ。
)の位相の３次元分布θcc(X,Y,Z；x,y,z)＝tan-1 (Im[Cc(X,Y,Z;x,y,z)]/Re[Cc(X,Y,Z;x,
y,z)])より、各位置の未知変位ベクトル(ux,uy,uz)Tに関する方程式
【数１７５】

を得、さらに、これらを関心領域内において時として時間方向にも連立した上で最小二乗
法を適用する際に、適宜、未知変位ベクトルやその成分の、時空間的な大きさや時空間的
な連続性に関する各種条件を用いて正則化した上で、関心領域内の未知変位ベクトル分布
(時系列)が求められる。位相θcc(X,Y,Z;x,y,z)の各方向の勾配は、位相θcc(X,Y,Z;x,y,
z)に差分近似や微分フィルタを施すことにより求められるが(アンラッピングする必要が
あることがある)、例えば、x軸方向の微分d／dx・θcc(x,y,z)｜x=0,y=0,z=0に関しては
、(Re[Cc(X,Y,Z;0,0,0)]×(d／dx・Im[Cc(X,Y,Z;x,y,z)]｜x=0,y=0,z=0)－(d／dx・Re[Cc
(X,Y,Z;x,y,z)]｜x=0,y=0,z=0)×Im[Cc(X,Y,Z;0,0,0)])／(Re[Cc(X,Y,Z;0,0,0)]2＋Im[Cc
(X,Y,Z;0,0,0)]2)より求められることもある。その際には、例えば、d／dx・Re[Cc(X,Y,Z
;x,y,z)]｜x=0,y=0,z=0は、Re[Cc(X,Y,Z;x,y,z)]に差分近似や微分フィルタを施すことに
より求められる。また、例えば、x軸方向の微分d／dx・θcc(x,y,z)｜x=0,y=0,z=0は、ta
n-1(Im[Cc*(X,Y,Z;0,0,0)Cc(X,Y,Z;Δx,0,0)]/Re[Cc*(X,Y,Z;0,0,0)Cc(X,Y,Z;Δx,0,0)])
/Δxより求めることもできる。但し、＊は共役である。θcc(0,0,0)に関しては、同様に
してd／dt・θcc(x,y,z)｜x=0,y=0,z=0を求めた上で、時間間隔Δｔをかけることにより
求められることがある。これより、位相をアンラッピングする必要がなくなる。また、θ
cc(0,0,0)は、同様にしてd／dt・θcc(x,y,z)｜x=0,y=0,z=0の時系列を求めた上で、時間
積分することにより求められることがある。
【０３８９】
　これらの計算において、位相や偏微分値や各信号成分や式中の分子・分母の各々は、適
宜、時空間領域において窓関数を使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型
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フィルタやメディアンフィルタに掛けられることがある。未知変位ベクトルが２次元ベク
トルである場合、例えば、２次元変位ベクトル(ux,uy)Tを求める場合は、各位置(X,Y,Z)
において求められる複素相互相関関数信号の位相の２次元分布θ(X,Y,Z;x,y)より、各位
置の未知変位ベクトルに関する方程式
【数１７６】

を得、これらを関心領域内において時として時間方向にも連立した上で最小二乗法を適用
する際に、適宜、正則化した上で、関心領域内の未知変位ベクトル分布(時系列)が求めら
れる。
【０３９０】
　また、(I-1)の相互相関法は、ビーム方向若しくは走査方向の複素相互相関関数信号の
位相を用いるものであり、例えば、関心領域内の各位置(X,Y,Z)において求められる複素
相互相関関数信号の位相θcc(X,Y,Z;x)より、各位置の未知変位成分uxに関する方程式
【数１７７】

を得、これを解くことにより未知変位成分uxが求まり、これより関心領域内のその変位成
分分布(時系列)が求められる（自己相関法）。また、(I-2)の方法は、同様に、関心領域
内の各位置において、ビーム方向若しくは走査方向の複素相互相関関数信号の位相を用い
て導出された未知変位成分に関する方程式を得、それらを関心領域内において時として時
間方向にも連立した上で最小二乗法を適用する際に、適宜、正則化した上で、関心領域内
の未知変位成分分布(時系列)が求められる。
【０３９１】
　尚、上記の(I-1)と(I‐2)と(I-3)の方法を用いる際には、未知変位ベクトルや未知変位
成分の各々を局所の変位ベクトルや局所の変位成分として扱う、すなわち、局所領域の剛
体運動を仮定して局所変位ベクトルや局所変位成分の連立方程式を立てる、あるいは、有
限時間内において一定の変位であるものとして連立方程式を立てることにより、その空間
分布(時系列)が求められることがある。また、前記の複数方向にビームフォーミングを行
う二つの場合においては、各方向の超音波信号において変位ベクトルまたは変位成分に関
する方程式を導出し、連立方程式を立てることにより、その空間分布(時系列)が求められ
ることがある。これらの場合において前記の通り正則化を行わないこともある。
　また、上記の(I‐2)と(I-3)の方法において、２次元変位ベクトルを計測するために２
次元複素解析信号(ここでは、２次元フーリエ変換したもののある一つの象限以外をゼロ
づめして逆フーリエ変換したものをいう。４個求まる。無論、１次元フーリエ変換を行う
ごとにゼロづめすることもできる。)を求め、又、３次元変位ベクトルを計測するために
３次元複素解析信号(ここでは、３次元フーリエ変換したもののある一つの象限以外をゼ
ロづめして逆フーリエ変換したものをいう。８個求まる。無論、１次元フーリエ変換を行
うごとにゼロづめすることもできる。)を求め、１つのエコー信号から導出される独立し
た式を各点で連立して(２次元変位ベクトルを計測する場合は２個の式。３次元変位ベク
トルを計測する場合は３個又は４個の式。４個の式を連立した場合は最小自乗法を用いる
。)、変位ベクトル又は変位を求めることがある。
　また、上記の(I-1)と(I‐2)と(I-3)の方法において、１方向変位を計測するために１次
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元複素解析信号を求めた際に、２次元変位ベクトルを計測するために２次元複素解析信号
を求めた際に、又、３次元変位ベクトルを計測するために３次元複素解析信号を求めた際
に、スペクトラムを複数個に周波数分割して(例えば、中心周波数を用いて周波数分割。)
、１つのエコー信号から複数の複素解析信号を生成し(各分割されたスペクトラムから１
つの複素解析信号を得)、同一帯域の複素解析信号(変形前後の)から導出される式を各点
で連立して、変位ベクトル又は変位を求めることがある。
　また、上記の(I-1)と(I‐2)と(I-3)の方法において、異なる超音波周波数で複数回超音
波を送信し、同一の送信周波数のエコー信号(変形前後の)から導出される式を各点で連立
して、変位ベクトル又は変位を求めることがある。速度ベクトルが一定と仮定して連立す
ることもある。
　また、上記の(I-1)と(I‐2)と(I-3)の方法において、前述の横方向(ビーム方向以外の
方向)変調信号を使用する場合に、異なる変調周波数のエコー信号を複数個生成し、各変
調周波数のエコー信号(変形前後の)から導出される式を各点で連立して、変位ベクトル又
は変位を求めることがある。
　また、上記の(I-1)と(I‐2)と(I-3)の方法において、変形前後のエコー信号の基本波と
高調波（周知の方法を用いて得られる）の各々から導出される式を各点で連立して、変位
ベクトル又は変位を求めることがある。
　また、上記の方法において、複素相互相関関数の位相の空間偏微分値は、既知の値（公
称周波数や変調周波数や予め推定された値など）から決定されることもある。
　また、上記の方法において、複素相互相関関数の位相の空間偏微分値は、ある複素解析
信号より求められたものの符号を変えて代用されることがある。また、複素相互相関関数
の位相の空間偏微分値は、周波数空間にて複素解析信号を平均したものより求められるこ
とがある。また、複素相互相関関数の位相の空間偏微分値は、複素解析信号より求められ
たものの絶対値の平均値を符号を変えて使用することがある。この様に、一つ以上の複素
解析信号から求まる空間偏微分値が使用されることがある。これら場合、θcc(0,0,0)や
θcc(0,0)やθcc(0)は、対応する複素解析信号のスペクトラムを既知の値を用いて周波数
シフトすることにより求まる検波信号(無論、１次元フーリエ変換ごとに行うこともでき
る。)の複素相互相関関数の位相より求められることがある。尚、この検波は、３次元計
測の場合に２方向又は１方向のみ、２次元計測の場合に１方向のみ行われることもあり、
前記の如く、残りの方向の空間偏微分値は位相の偏微分値として、θcc(0,0,0)やθcc(0,
0)はこの信号の複素相互相関関数の位相より求められる。尚、上記検波は公知の方法を用
いて(x,y,z)空間にて行うことも可能であり、計測次元数の方向の検波を行った信号また
は計測次元数以下の方向の検波を行った場合は周波数空間にて検波方向の象限以外の象限
をゼロづめして得られる信号を得(すなわち、上記の信号。無論、１次元フーリエ変換を
行うごとにゼロづめすることもできる。)、同様に処理を行うことができる(２方向以上に
検波した場合は、マイナス周波数にて検波する必要を生じる。)。
　尚、上記の方法において、正則化を施さないこともある。
　尚、上記変位計測に用いられる上記検波信号より求まる包絡線検波信号は、各々、画像
化されることがあり、また、包絡線検波信号が加算(平均)されて画像化されることもある
。この場合は、点拡がり関数を、exp(-y2/(2σy

2))sin(2πfyy)やexp((-y2/(2σy
2))+(-z

2/(2σz
2)))sin(2πfyy)sin(2πfzz)の様に、sine関数を用いたものとして、設計するこ

とがある。
【０３９２】
　また、適宜、位置(x,y,z)において時間ｔ＝Tにと時間ｔ＝T＋ΔT(ΔTは例えば超音波パ
ルス放射間隔。)の超音波エコー信号から求められる、３次元複素相互相関関数信号の遅
延零における位相θcc(x,y,z；0,0,0)＝tan-1 (Im[Cc(x,y,z;0,0,0)]/Re[Cc(x,y,z;0,0,0
)])、２次元複素相互相関関数信号(ビーム方向を含む、若しくは、含まない)の遅延零に
おける位相θcc(x,y,z;0,0)＝tan-1 (Im[Cc(x,y,z;0,0)]/Re[Cc(x,y,z;0,0)])、１次元複
素相互相関関数信号(ビーム方向、若しくは、走査方向)の遅延零における位相θcc(x,y,z
；0)＝tan-1 (Im[Cc(x,y,z;0)]/Re[Cc(x,y,z;0)])の空間偏微分より、歪テンソル成分を
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直接的に求めることのできる方法を備える、又は、積極的に使用することもできる。
【０３９３】
　例えば、位置(X,Y,Z)のx軸方向(R＝ｘ)の未知垂直歪成分εxxは、
【数１７８】

ここで、ｃRは、R軸が超音波ビーム方向である場合は超音波の伝播速度であり、R軸がス
キャン方向である場合は１である。また、ｆ0Rは、R軸が超音波ビーム方向である場合は
超音波キャリア周波数であり(但し、スキャン方向の変調無しの状態)、R軸がスキャン方
向である場合はその方向の正弦周波数である(但し、ビーム方向の動き補償をした状態)。
また、ｓRは、R軸が超音波ビーム方向である場合は４.０であり、R軸がスキャン方向であ
る場合は２.０である。上記の如く、位相θCC(x,y,z,t)の空間微分は、位相θCC(x,y,z,t
)を求めた上で差分近似や微分フィルタを施すことにより求められることもあるが、適宜
、位相や各信号成分や式中の分子・分母は時空間領域において窓関数を使用して移動平均
が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタやメディアンフィルタに掛けられた上で、
求められることがある。また、位相θCC(x,y,z,t)の空間微分は、例えば、x軸方向の微分
d／dx・θcc(x,y,z,t)｜x=X,y=Y,z=Z,t=Tは、tan-1(Im[Cc*(X,Y,Z,T)Cc(X＋Δx,Y,Z,T)]/
Re[Cc*(X,Y,Z,T)Cc(X＋Δx,Y,Z,T)])/Δxより求めることもできる。但し、＊は共役であ
る。適宜、位相差や各信号成分や式中の分子・分母は時空間領域において窓関数を使用し
て移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型フィルタやメディアンフィルタに掛けら
れた上で、求められることがある。この様にして、関心領域内の歪テンソル成分の分布(
時系列)を求めることができる。
【０３９４】
　また、上式より得られる未知歪テンソル成分に関する式を空間方向内や時間方向内にお
いて連立した上で、上記の正則化が施されることもある。
　また、同様にして、変位ベクトル成分の１階偏微分の分布(時系列)を求めることができ
、これを偏微分方向に積分することにより変位ベクトル分布(時系列)を得ることができる
。
　これらの歪テンソル分布(時系列)や変位ベクトル分布(時系列)の時空間偏微分により、
歪速度テンソル成分分布(時系列)や加速度ベクトル成分分布(時系列)を得ることができる
。
【０３９５】
　また、適宜、(II-1)超音波エコー信号の複素解析信号(ビーム方向若しくは走査方向)を
用いる方法や、(II-2)超音波エコー信号の複素解析信号(ビーム方向若しくは走査方向)と
正則化法の両方を用いる方法や、(II-3)超音波エコー信号の複素解析信号の位相の２次元
以上の空間分布(ビーム方向を含む、若しくは、含まない)と正則化法を用いる(通常、信
号強度に適用されるオプティカルフローのアルゴリズムに基づく)方法を、備える、又は
、積極的に使用することができる。
【０３９６】
　(II-3)の方法においては、時間ｔにおける３次元変位ベクトル又は２次元変位ベクトル
又は１方向変位成分を計測対象として、関心領域内の各位置(x,y,z)において得られる複
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素解析信号A(x,y,z,t)(＝Re[A(x,y,z,t)]＋jIm[A(x,y,z,t)]。jは虚数単位。)の位相の３
次元分布θA(x,y,z,t)＝tan-1 (Im[A(x,y,z,t)]/Re[A(x,y,z,t)])より、例えば、時間ｔ
＝Tにおける位置(X,Y,Z)の未知変位ベクトル(ux,uy,uz)Tに関する方程式
【数１７９】

(又は、各位置の未知速度ベクトル(vx,vy,vz)Tに関する方程式
【数１８０】

)を得(Δｔは、例えばパルス放射時間間隔。)、さらに、これらを関心領域内において時
として時間方向にも連立した上で最小二乗法を適用する際に、適宜、未知変位(又は速度)
ベクトルやその成分の、時空間的な大きさや時空間的な連続性に関する各種条件を用いて
正則化した上で、関心領域内の未知変位(又は速度)ベクトル分布(時系列)が求められる。
位相θA(x,y,z,t)の時空間勾配は、位相θA(x,y,z,t)に差分近似や微分フィルタを施すこ
とにより求められるが(アンラッピングする必要があることがある)、例えば、x軸方向の
微分d／dx・θA(x,y,z,t)｜x=X,y=Y,z=Z,t=Tに関しては、(Re[A(X,Y,Z,T)] × (d／dx・I
m[A(x,y,z,t)]｜x=X,y=Y,z=Z,t=T)－(d／dx・Re[A(x,y,z,t)]｜x=X,y=Y,z=Z,t=T) × Im[
A(X,Y,Z,T)])／(Re[A(X,Y,Z,T)]2＋Im[A(X,Y,Z,T)]2)より求められることもある。その際
には、例えば、d／dx・Re[A(x,y,z,t)]｜x=X,y=Y,z=Z,t=Tは、Re[A(x,y,z,t)]に差分近似
や微分フィルタを施すことにより求められる。また、例えば、x軸方向の微分d／dx・θA(
x,y,z)｜x=X,y=Y,z=Z,t=Tは、tan-1(Im[A*(X,Y,Z,T)A(X＋Δx,Y,Z,T)]/Re[A*(X,Y,Z,T)A(
X+Δx,Y,Z,T)])/Δxより求めることもできる。但し、＊は共役である。位相差d/dt・θA(
x,y,z,t)｜x=X,y=Y,z=Z,t=TΔｔが、複素解析信号の共役積の位相により直接に求められ
ることは述べるまでもない。
【０３９７】
　これらの計算において、位相や偏微分値や各信号成分や式中の分子・分母は、適宜、時
空間領域において窓関数を使用して移動平均が行われるか、あるいは、低域通過型フィル
タやメディアンフィルタに掛けられることがある。また、d/dt・θA(x,y,z,t)｜x=X,y=Y,

z=Z,t=TΔｔは時間積分により求められることがある。未知変位(又は速度)ベクトルが２
次元ベクトルである場合、例えば、時間ｔ＝Tにおいて位置(X,Y,Z)において得られる複素
解析信号の位相の２次元分布θA(X,Y,Z,T)より、その位置の２次元未知変位ベクトル(ux,
uy)Tに関する方程式
【数１８１】
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(又は、その位置の２次元未知速度ベクトル(vx,vy)Tに関する方程式
【数１８２】

)を得、これらを関心領域内において時として時間方向にも連立した上で最小二乗法を適
用する際に、適宜、正則化した上で、関心領域内の未知変位ベクトル分布(時系列)が求め
られる。
【０３９８】
　また、(II-1)の方法は、ビーム方向若しくは走査方向の複素解析信号の位相を用いるも
のであり、例えば、時間ｔ＝Tにおける関心領域内の各位置(X,Y,Z)において得られる複素
解析信号の位相θA(X,Y,Z,T)より、各位置の未知変位成分uxに関する方程式
【数１８３】

 (又は、その位置の未知速度成分vxに関する方程式(ドプラ方程式)
【数１８４】

)を得、これを解くことにより未知変位成分ux(又は未知速度成分vx)が求まり、これより
関心領域内のその変位(又は速度)成分分布(時系列)が求められる。また、(II-2)の方法は
、同様に、関心領域内の各位置において、ビーム方向若しくは走査方向の複素解析信号の
位相を用いて導出された未知変位(又は速度)成分に関する方程式を得、それらを関心領域
内において時として時間方向にも連立した上で最小二乗法を適用する際に、適宜、正則化
した上で、関心領域内の未知変位(又は速度)成分分布(時系列)が求められる。
【０３９９】
　尚、上記の(II-1)と(II‐2)と(II-3)の方法を用いる際には、未知変位(又は速度)ベク
トルや未知変位(又は速度)成分の各々を局所の変位(又は速度)ベクトルや局所の変位(又
は速度)成分として扱う、すなわち、局所領域の剛体運動を仮定して局所変位(又は速度)
ベクトルや局所変位(又は速度)成分の連立方程式を立てる、あるいは、有限時間内におい
て一定の変位(一定速度)であるものとして連立方程式を立てることにより、その空間分布
(時系列)が求められることがある。また、前記の複数方向にビームフォーミングを行う二
つの場合においては、各方向の超音波信号において変位(又は速度)ベクトルまたは変位(
又は速度)成分に関する方程式を導出し、連立方程式を立てることにより、その空間分布(
時系列)が求められることがある。これらの場合において前記の通り正則化を行わないこ
ともある。
　また、上記の(II‐2)と(II-3)の方法において、２次元変位ベクトルを計測するために
２次元複素解析信号(ここでは、２次元フーリエ変換したもののある一つの象限以外をゼ
ロづめして逆フーリエ変換したものをいう。４個求まる。無論、１次元フーリエ変換を行
うごとにゼロづめすることもできる。)を求め、又、３次元変位ベクトルを計測するため
に３次元複素解析信号(ここでは、３次元フーリエ変換したもののある一つの象限以外を
ゼロづめして逆フーリエ変換したものをいう。８個求まる。無論、１次元フーリエ変換を
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行うごとにゼロづめすることもできる。)を求め、１つのエコー信号から導出される独立
した式を各点で連立して(２次元変位ベクトルを計測する場合は２個の式。３次元変位ベ
クトルを計測する場合は３個又は４個の式。４個の式を連立した場合は最小自乗法を用い
る。)、変位ベクトル又は変位を求めることがある。
　また、上記の(II-1)と(II‐2)と(II-3)の方法において、１方向変位を計測するために
１次元複素解析信号を求めた際に、２次元変位ベクトルを計測するために２次元複素解析
信号を求めた際に、又、３次元変位ベクトルを計測するために３次元複素解析信号を求め
た際に、スペクトラムを複数個に周波数分割して(例えば、中心周波数を用いて周波数分
割。)、１つのエコー信号から複数の複素解析信号を生成し(各分割されたスペクトラムか
ら１つの複素解析信号を得)、同一帯域の複素解析信号(変形前後の)から導出される式を
各点で連立して、変位ベクトル又は変位を求めることがある。
　また、上記の(II-1)と(II‐2)と(II-3)の方法において、異なる超音波周波数で複数回
超音波を送信し、同一の送信周波数のエコー信号(変形前後の)から導出される式を各点で
連立して、変位ベクトル又は変位を求めることがある。速度ベクトルが一定と仮定して連
立することもある。
　また、上記の(II-1)と(II‐2)と(II-3)の方法において、前述の横方向(ビーム方向以外
の方向)変調信号を使用する場合に、異なる変調周波数のエコー信号を複数個生成し、各
変調周波数のエコー信号(変形前後の)から導出される式を各点で連立して、変位ベクトル
又は変位を求めることがある。
　また、上記の(II-1)と(II‐2)と(II-3)の方法において、変形前後のエコー信号の基本
波と高調波（周知の方法を用いて得られる）の各々から導出される式を各点で連立して、
変位ベクトル又は変位を求めることがある。
　また、上記の方法において、複素解析信号の位相の空間偏微分値は、既知の値（公称周
波数や変調周波数や予め推定された値など）から決定されることもある。
　また、上記の方法において、複素解析信号の位相の空間偏微分値は、ある複素解析信号
より求められたものの符号を変えて代用されることがある。また、複素解析信号の位相の
空間偏微分値は、周波数空間にて複素解析信号を平均したものより求められることがある
。また、複素解析信号の位相の空間偏微分値は、複素解析信号より求められたものの絶対
値の平均値を符号を変えて使用することがある。この様に、一つ以上の複素解析信号から
求まる空間偏微分値が使用されることがある。これら場合、位相差d/dt・θA(x,y,z,t)｜

x=X,y=Y,z=Z,t=TΔｔやd/dt・θA(x,y,t)｜x=X,y=Y,t=TΔｔやd/dt・θA(x,t)｜x=X,t=T

Δｔは、対応する複素解析信号のスペクトラムを既知の値を用いて周波数シフトすること
により求まる検波信号(無論、１次元フーリエ変換ごとに行うこともできる。)の位相差よ
り求められることがある。前記の如く、位相差は、検波信号の共役積の位相により直接に
求めることもできる。尚、この検波は、３次元計測の場合に２方向又は１方向のみ、２次
元計測の場合に１方向のみ行われることもあり、前記の如く、残りの方向の空間偏微分値
は位相の偏微分値として、位相差d/dt・θA(x,y,z,t)｜x=X,y=Y,z=Z,t=TΔｔやd/dt・θA

(x,y,t)｜x=X,y=Y,t=TΔｔはこの信号の位相差より求められる。尚、上記検波は公知の方
法を用いて(x,y,z)空間にて行うことも可能であり、計測次元数の方向の検波を行った信
号または計測次元数以下の方向の検波を行った場合は周波数空間にて検波方向の象限以外
の象限をゼロづめして得られる信号を得(すなわち、上記の信号。無論、１次元フーリエ
変換を行うごとにゼロづめすることもできる。)、同様に処理を行うことができる(２方向
以上に検波した場合は、マイナス周波数にて検波する必要を生じる。)。
　尚、上記の方法において、正則化を施さないこともある。
　尚、上記変位計測に用いられる上記検波信号より求まる包絡線検波信号は、各々、画像
化されることがあり、また、包絡線検波信号が加算(平均)されて画像化されることもある
。この場合は、点拡がり関数を、exp(-y2/(2σy

2))sin(2πfyy)やexp((-y2/(2σy
2))+(-z

2/(2σz
2)))sin(2πfyy)sin(2πfzz)の様に、sine関数を用いたものとして、設計するこ

とがある。
【０４００】
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　速度ベクトル成分(時系列)が求められた場合は、各速度成分(時系列)にパルス放射時間
間隔Tsをかけることにより、この間におけるその方向の変位成分分布(時系列)を得ること
ができる。また、移動量を考慮した上で、速度ベクトル分布(時系列)を時間方向に積分す
ることにより変位ベクトル分布(時系列)を得ることができる。
　これらの速度ベクトル分布(時系列)や変位ベクトル分布(時系列)の時空間偏微分により
、歪テンソル成分分布(時系列)、加速度ベクトル成分分布(時系列)、歪速度テンソル成分
分布(時系列)を得ることができる。
【０４０１】
　この他にも、反復的に修正すべき変位ベクトル成分量を推定するための様々な方法があ
るが、これらの推定方法と同様に使用することができる。反復的に推定する間に、時空間
的な大きさや時空間的な連続性に関して先見的にありえない変位量や修正変位量が推定さ
れた場合には、その先見的情報に従うこととし、強制的に、例えば、設定される最大値や
最小値の範囲に収まる様にそれらの値に修正される、また、隣接する点の推定結果との差
がある範囲に収まる様にそれらの値が修正されることがある。
【０４０２】
　以上説明したように、本実施形態によれば、時間間隔をおいて取得される異なる２つ以
上の時相の超音波エコー信号のクロススペクトラム位相の勾配等から変位成分を求めるに
あたり、反復推定を行うことにより(複素エクスポネンシャルを乗ずることによる局所超
音波エコー信号のシフティング、若しくは、超音波エコー信号のサンプリングデータのシ
フティングを行った上で各種データ補間を行う)、３次元関心領域内の変位ベクトルの計
測精度、特に３次元変位ベクトル分布の計測精度を向上させることができる。また、超音
波ビーム走査方向と直交する方向の変位計測の精度を向上させることができる。さらに、
クロススペクトラムの位相のアンラッピングや、相互相関法を用いることなく、演算処理
をシンプル化して、演算プログラム量の軽減及び演算処理時間を短縮化することができる
。尚、変位ベクトルや変位成分や速度ベクトルや速度成分を反復的に推定する際に、用い
た計測法による変位ベクトルまたは変位成分の推定結果をその方向の超音波のサンプリン
グ間隔の整数倍にて近似し（近い整数倍に近似や整数倍に打ち切り近似）、これを用いて
局所領域又は探索領域を空間的にシフティングすることにより、位相マッチングの演算処
理時間を短縮化することもできる。
　また、本実施形態によれば、超音波エコー信号の位相を指標として着目した組織からの
超音波エコー信号を追跡し(複素エクスポネンシャルを乗ずることによる局所超音波エコ
ー信号のシフティング、若しくは、超音波エコー信号のサンプリングデータのシフティン
グを行った上で各種データ補間を行う)、連続した２つ以上の時相において求められた変
位成分を加算することにより、大変位(ベクトル)と大歪(テンソル)の高精度な計測を可能
とすることができる。この場合においても変位ベクトルまたは変位成分の推定結果をその
方向の超音波のサンプリング間隔の整数倍にて近似し（近い整数倍に近似や整数倍に打ち
切り近似）、これを用いて局所領域又は探索領域を空間的にシフティングすることにより
位相マッチングの演算処理時間を短縮化することができる。
【０４０３】
　尚、計測精度を向上させるべく、上記の変位ベクトルや歪テンソル計測において、反復
推定無しにおける推定後や、反復推定中や反復推定後において、送信や受信の際の処理に
より、周波数(超音波周波数や変調周波数)、帯域幅、サンプリング間隔、強度、Fナンバ
ー、フォーカス位置などの超音波パラメータの異なるエコー信号を複数実現し、同一の超
音波パラメータ下にて得られた変位ベクトルや歪テンソルの計測結果を各位置において加
算平均することがある。無論、多方向に送受信した場合および多方向に開口面合成を行っ
た場合においても（ビーム方向に高い精度に計測された結果より変位ベクトルを合成する
場合や１次元処理により計測された結果より変位ベクトルを合成する場合を含む）、この
処理を行うことがあるが、この処理を行わない場合も含めて、得られた複数の変位ベクト
ルを各位置において加算平均することがある。また、異なる時刻における計測結果を各位
置において加算平均することもある。この場合には、同一の超音波パラメータのエコー信
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号より得られた計測結果が加算平均されることもある。また、適宜、超音波パラメータの
異なる組み合わせを用いて得られた高精度の変位ベクトルや歪テンソルを用いて、各分布
を合成することもある。また、異なる超音波パラメータを用いて得られた高精度の変位ベ
クトルや歪テンソル(加算平均したものを含む)を用いて、各分布を合成することもある。
尚、これらは、ある変位成分や歪テンソル成分のみを求める場合に、適用されることもあ
る。
　また、計測精度を向上させるべく、上記の変位ベクトルや歪テンソル計測において、反
復推定無しにおける推定時や、反復推定中において、送信や受信の処理により、超音波パ
ラメータの異なるエコー信号を複数実現して、これらを各位置において加算平均して、処
理することがある。無論、多方向に送受信した場合および多方向に開口面合成を行った場
合においても、この処理を行うことがあるが、この処理を行わない場合も含めて、得られ
た複数のエコー信号を各位置において加算平均して、処理することもある。また、異なる
時刻におけるエコー信号を各位置において加算平均して、処理することもある。この場合
には、同一の超音波パラメータのものが加算平均されることもある。また、適宜、超音波
パラメータの異なる組み合わせを加算平均したものを用いて得られた高精度の変位ベクト
ルや歪テンソルを用いて、各分布を合成することもある。また、異なる超音波パラメータ
を用いて(加算平均したものを含む)得られた高精度の変位ベクトルや歪テンソルを用いて
、各分布を合成することもある。尚、これらは、ある変位成分や歪テンソル成分のみを求
める場合に、適用されることもある。
　以上の様に、複数のエコー信号を用いて、高精度に変位ベクトルや歪テンソルを評価す
ることがある。後者に比べて前者の方が有効であるが、両者が併用されることもある。
【０４０４】
　さらに、本実施形態によれば、従来は、変位・歪検出センサー、力源、および参照弾性
率の与えられる参照領域（参照物）に関する計測系の構成に関して制約が課せられていた
のに対し、計測系の構成に高い自由度をもたらし、弾性率分布や粘弾性率分布の高精度な
計測を実現できる。
【０４０５】
　次に、本発明の一実施形態に係る弾性率・粘弾性率計測装置について説明する。本実施
形態に係る弾性率・粘弾性率計測装置は、先に説明した変位ベクトル・歪テンソル計測装
置と同様に、図１に示す装置を用い、先に説明した変位・歪計測方法によって計測された
変位ベクトル、歪テンソル等を用いて弾性率、粘弾性率等を計測するものである。
【０４０６】
　まず、本実施形態に係る弾性率・粘弾性率計測及び方法の前提について説明する。計測
対象物に設定する関心領域についてのみを対象として、ずり弾性率やポアソン比等の弾性
率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に
関わる遅延時間や緩和時間、密度等を計測することを前提とする。これにより、全ての力
源が関心領域の外部に位置するとみなせるので、計測用の力源の他に、他の力源や、制御
できない力源が存在しても、関心領域のずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性
率や粘ポアソン比等の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間
や緩和時間、密度等を計測することができる。その結果、全ての力源について位置、力の
働く方向および力の大きさなどのパラメータ、あるいは対象物表面の応力および歪データ
が不要であり、また、有限差分法や有限要素法等でモデル化するのも関心領域のみでよい
。
【０４０７】
　なお、関心領域を変形させる力源が関心領域の近傍に存在する場合は、変形を起こさせ
る格別な力源を用意する必要がない場合がある。このような力源としては、生体観察の場
合には、例えば、心拍、呼吸、血管、体動などの制御不可能な力源が含まれる(肺、空気
、血管、血液などは関心領域に含めることが多い)。この場合は、その場を乱すことなく
、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率、これ
らの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や緩和時間、密度等を求めることがで
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る対象物の深部に関心領域を設定する場合に有用である。
【０４０８】
　また、一階偏微分方程式を解く際の初期条件として弾性率に関して参照ずり弾性率や参
照ポアソン比を、粘弾性率に関して参照粘ずり弾性率や参照粘ポアソン比を用い、これら
の他に、密度に関して参照密度を用いることがある。この場合には、予め弾性率、粘弾性
率、密度等が判っている参照物又は参照領域を本来の関心領域内又はその近傍に設置又は
設定し、これを含む連続した領域を解析対象の関心領域とすることがある。このように設
定された関心領域の歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル場等を計測により
求める際に参照物又は参照領域の変位ベクトルを同一時に計測することとし、これに基づ
いて、参照ずり弾性率、参照ポアソン比、参照粘ずり弾性率、参照粘ポアソン比、参照密
度等を設定する。
【０４０９】
　参照物又は参照領域は、力源により生ずる変形方向と広く交わる大きさ又は位置に設定
することが好ましい。例えば、大きな接触面積を有する力源の場合は、その面積に対応す
る大きさの参照領域を設定することが好ましい。また、小さな接触面積の力源の場合は、
その力源に近い表面近傍に参照領域を配置すれば、比較的小さな参照領域でも問題はない
。但し、本発明は、これに限られるものではなく、関心領域の、ずり弾性率、ポアソン比
、粘ずり弾性率、粘ポアソン比、密度等が推定できる場合は、それぞれの推定値を、参照
ずり弾性率、参照ポアソン比、参照粘ずり弾性率、参照粘ポアソン比、参照密度等として
設定するようにしても良い。
【０４１０】
　いずれの場合においても、本発明によれば、絶対的なずり弾性率分布、参照ずり弾性率
に対する相対的なずり弾性率分布、絶対的なポアソン比分布、参照ポアソン比に対する相
対的なポアソン比分布、絶対的な粘ずり弾性率分布、参照粘ずり弾性率に対する相対的な
粘ずり弾性率分布、絶対的な粘ポアソン比分布、参照粘ポアソン比に対する相対的な粘ポ
アソン比分布、絶対的な遅延時間分布や緩和時間分布、参照遅延時間に対する相対的な遅
延時間分布、参照緩和時間に対する相対的な緩和時間分布、絶対的な密度分布、参照密度
に対する相対的な密度分布等を求めることができる。ここで、ポアソン比と粘ポアソン比
と密度の参照分布値としては絶対値が与えられる必要があるのに対し、これら以外の弾性
率と粘弾性率の参照分布値としては相対値が与えられてもよいことがある。
【０４１１】
　また、一階偏微分方程式を解く数値解析法として、有限差分法又は有限要素法を用いる
ことができる。この場合には、正則化された代数方程式を用いることによって、歪テンソ
ル場データにエラー（ノイズ）が含まれていても、参照物又は参照領域が小さい場合、又
は位置が悪い場合においても、ずり弾性率分布、ポアソン比分布、粘ずり弾性率分布、粘
ポアソン比分布、密度分布等の推定ができる。
【０４１２】
　再び、図１を参照しながら、データ処理手段１におけるずり弾性率分布、ポアソン比分
布、粘ずり弾性率分布、粘ポアソン比分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度分布等の
演算方法について説明する。３次元歪テンソル、３次元歪速度テンソル、３次元加速度ベ
クトル等の計測データが得られている場合は、３次元の関心領域内の、ずり弾性率分布μ
を、ポアソン比分布をν、粘ずり弾性率分布をμ'、粘ポアソン比分布をν'、遅延時間分
布をτ、緩和時間分布をτ'、歪テンソル場をε、歪速度テンソル場をε'とし、例えば、
デカルト座標系（x,y,z）を使用して次式(125)～(137')の連立一階空間偏微分方程式が扱
われる。
【０４１３】
　即ち、３次元歪テンソルが計測されて、ずり弾性率分布μのみが未知である場合には、
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【数１８５】

が扱われる。
【０４１４】
　また、３次元歪テンソル及び３次元歪速度テンソルが計測されて、ずり弾性率分布μと
粘ずり弾性率分布μ'が未知である場合には、

【数１８６】

が扱われる。ここで、ｔ'は、初期時刻である。また、後者において、ずり弾性率分布μ
又は粘ずり弾性率分布μ'のいずれかの一つが与えられる場合は、方程式
【数１８７】

でもよい。また、両者が未知である場合には、この方程式より、緩和時間μ'(t)／μ(t)
が求められ、(128''')式において使用される場合もある。
　また、ずり弾性率分布μとポアソン比分布νと粘ずり弾性率分布μ'と粘ポアソン比分
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【数１８８】

が扱われる。ここで、ｔ'は、初期時刻である。また、後者において、ずり弾性率分布μ
と粘ずり弾性率分布μ'、若しくは、ポアソン比分布νと粘ポアソン比分布ν'のいずれか
が与えられる場合は、方程式
【数１８９】

でもよい。また、この方程式より、必ず、緩和時間μ'(t)／μ(t)が求まり、これと、ず
り弾性率分布μ又は粘ずり弾性率分布μ'のいずれかの１つが与えられる場合はこの方程
式より求まるずり弾性率分布μと粘ずり弾性率分布μ'が、又、ポアソン比分布νと粘ポ
アソン比分布ν'のいずれか一つが与えられる場合はこの方程式より求まるポアソン比分
布νと粘ポアソン比分布ν'と緩和時間λ'(t)／λ(t)が、(129''')式において使用される
場合もある。
【０４１５】
　尚、式(128''')と式(128'''')と式(129''')と(129'''')は、水分、分泌物、血液等の流
体そのものやこれらを多く含む組織を対象とする場合に扱われ、時間方向に１階の偏微分
を施した上で扱われる、あるいは、部分積分を施した上で扱われることもある（理論的に
は、弾性率分布と粘弾性率分布は、初期時刻ｔ'から時刻ｔまでの間、不変である必要が
ある。）。
【０４１６】
　また、２次元歪テンソルや２次元歪速度テンソルが計測される場合には、式(125)～式(
129'''')[i,j=1,2]、又は、次式(130)～(134'''')[i,j=1,2]の連立一階偏微分方程式が扱
われる。式(125)～式(129'''')[i,j=1,2]は平面歪に近い状態において、次式(130)～(134
'''')は平面応力に近い状態において扱われる。
【０４１７】
　２次元歪テンソルが計測されて、ずり弾性率分布μが未知である場合には、
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が扱われる。
【０４１８】
　２次元歪テンソル及び２次元歪速度テンソルが計測されて、ずり弾性率分布μと粘ずり
弾性率分布μ'が未知である場合には、
【数１９１】

が扱われる。ここで、ｔ'は、初期時刻である。また、後者において、ずり弾性率分布μ
又は粘ずり弾性率分布μ'のいずれかの一つが未知である場合は、方程式
【数１９２】

でもよい。また、両者が未知である場合には、この方程式より、緩和時間μ'(t)／μ(t)
が求められ、(133''')式において使用される場合もある。
　また、ずり弾性率分布μとポアソン比分布νと粘ずり弾性率分布μ'と粘ポアソン比分
布ν'が未知である場合には、



(125) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

20

30

40

【数１９３】

が扱われる。ここで、ｔ'は、初期時刻である。また、後者において、ずり弾性率分布μ
と粘ずり弾性率分布μ'、若しくは、ポアソン比分布νと粘ポアソン比分布ν'のいずれか
が与えられる場合は、方程式
【数１９４】

でもよい。また、この方程式より、必ず、緩和時間μ'(t)／μ(t)が求まり、これと、ず
り弾性率分布μ又は粘ずり弾性率分布μ'のいずれかの１つが与えられる場合はこの方程
式より求まるずり弾性率分布μと粘ずり弾性率分布μ'が、又、ポアソン比分布νと粘ポ
アソン比分布ν'のいずれか一つが与えられる場合はこの方程式より求まるポアソン比分
布νと粘ポアソン比分布ν'と緩和時間γ'(t)／γ(t)が、(134''')式において使用される
場合もある。
【０４１９】
　尚、式(133''')と式(133'''')と式(134''')と式(134'''')は、水分、分泌物、血液等の
流体そのものやこれらを多く含む組織を対象とする場合に扱われ、時間方向に１階の偏微
分を施した上で扱われる、あるいは、部分積分を施した上で扱われることもある（理論的
には、弾性率分布と粘弾性率分布は、初期時刻ｔ'から時刻ｔまでの間、不変である必要
がある。）。
【０４２０】
　また、１次元歪や１次元歪速度の計測データが得られている場合には、次式(135)～(13
7'')の一階偏微分方程式が扱われる。
【０４２１】
　1次元歪が計測されて、ずり弾性率分布μが未知である場合には、
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【数１９５】

が扱われる。
【０４２２】
　１次元歪及び１次元歪速度が計測されて、ずり弾性率分布μと粘ずり弾性率分布μ'が
未知である場合には、
【数１９６】

が扱われる。ここで、t'は、初期時刻である。また、後者において、ずり弾性率分布μ又
は粘ずり弾性率分布μ'のいずれかの一つが未知である場合は、方程式
【数１９７】

でもよい。また、両者が未知である場合には、この方程式より、緩和時間μ'(t)／μ(t)
が求められ、(137')式において使用される場合もある。
　尚、式(137')と式(137'')は、水分、分泌物、血液等の流体そのものやこれらを多く含
む組織を対象とする場合に扱われ、時間方向に１階の偏微分を施した上で扱われる、ある
いは、部分積分を施した上で扱われることもある（理論的には、弾性率分布と粘弾性率分
布は、初期時刻ｔ'から時刻ｔまでの間、不変である必要がある。）。
【０４２３】
　上式(125)、(130)、(135)中の、ずり弾性率の自然対数の１階の偏微分(lnμ),jを含ま
ない項の符号を変え、ずり弾性率の自然対数の１階の偏微分(lnμ),jをずり弾性率の逆数
の自然対数の１階の偏微分{ln(１/μ)},jに置き換えたものが、ずり弾性率の逆数の自然
対数そのものln(１/μ)を変数とする偏微分方程式として扱われることがある。以下にお
いて、(125)、(130)、(135)式に関しては、ずり弾性率の自然対数lnμを変数とする場合
に関して説明するが、ずり弾性率の逆数の自然対数そのものln(１/μ)を変数とする場合
は、同様に、ずり弾性率の逆数の自然対数ln(１/μ)又はずり弾性率の逆数（１/μ）を求
め、その上で、ずり弾性率の自然対数lnμ又はずり弾性率μを評価することがある。
【０４２４】
　又，上式(126)、(131)、(136)中の、ずり弾性率の１階の偏微分μ,jを含まない項の符
号を変え、全てのずり弾性率μをずり弾性率の逆数(１/μ)に置き換えたものが、ずり弾
性率の逆数そのもの(１/μ)を変数とする偏微分方程式として扱われることがある。以下
において、(126)、(131)、(136)式に関しては、ずり弾性率μを変数とする場合に関して
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説明するが、ずり弾性率の逆数(１/μ)を変数とする場合は、同様に、ずり弾性率の逆数
（１/μ）又はずり弾性率の逆数の自然対数ln(１/μ)を求め、その上で、ずり弾性率μ又
はずり弾性率の自然対数lnμを評価することがある。
　これらは、関心領域内に骨や穿刺針(生検や治療用)などの極めてずり弾性率の高い物体
を含む場合に有効である場合がある(この場合、歪が、零であると計測される、あるいは
、零であると想定されることがある。)。
【０４２５】
　また、時に、水分、分泌物、血液等の流体そのものやこれらを多く含む組織を対象とし
て上記の粘弾性率分布が未知である場合は、歪速度テンソルが計測されて、式(125)～(12
7)、(130)～(132)、(135)、(136)中の偏微分方程式の弾性率を対応する粘弾性率に置き換
え、且つ、歪テンソル成分を対応する歪速度テンソル成分に置き換えたものが扱われるこ
とがある。この場合においても、式(125)、(130)、(135)中の、粘ずり弾性率の自然対数
の１階の偏微分(lnμ'),jを含まない項の符号を変え、粘ずり弾性率の自然対数の１階の
偏微分(lnμ'),jを粘ずり弾性率の逆数の自然対数の１階の偏微分{ln(１/μ')},jに置き
換えたものが、粘ずり弾性率の逆数の自然対数そのものln(１/μ')を変数とする偏微分方
程式として扱われることがある。以下において、この場合の(125)、(130)、(135)式に関
しては、粘ずり弾性率の自然対数lnμ'を変数とする場合に関して説明するが、粘ずり弾
性率の逆数の自然対数そのものln(１/μ')を変数とする場合は、同様に、粘ずり弾性率の
逆数の自然対数ln(１/μ')又は粘ずり弾性率の逆数（１/μ'）を求め、その上で、粘ずり
弾性率の自然対数lnμ'又は粘ずり弾性率μ'を評価することがある。
【０４２６】
　又，上式(126)、(131)、(136)中の、粘ずり弾性率の１階の偏微分μ',jを含まない項の
符号を変え、全ての粘ずり弾性率μ'を粘ずり弾性率の逆数(１/μ')に置き換えたものが
、粘ずり弾性率の逆数そのもの(１/μ')を変数とする偏微分方程式として扱われることが
ある。以下において、(126)、(131)、(136)式に関しては、粘ずり弾性率μ'を変数とする
場合に関して説明するが、粘ずり弾性率の逆数(１/μ')を変数とする場合は、同様に、粘
ずり弾性率の逆数（１/μ'）又は粘ずり弾性率の逆数の自然対数ln(１/μ')を求め、その
上で、粘ずり弾性率μ'又は粘ずり弾性率の自然対数lnμ'を評価することがある。
　これらは、関心領域内に骨や穿刺針(生検や治療用)などの極めてずり弾性率の高い物体
を含む場合に有効である場合がある(この場合、歪速度が、零であると計測される、ある
いは、零であると想定されることがある。)。
【０４２７】
　また、(127)式においてはλεααを平均垂直応力pとして{εααδij}λ,j+{εααδ

ij},jλをp,jδijとして、(129)式においてはλεααとλ'ε'ααの各々を平均垂直応
力pと応力p'として{εααδij}λ,j+{εααδij},jλと{ε'ααδij}λ',j+{ε'αα

δij},jλ'の各々をp,jδijをp',jδijとして、(132)式においてはγεααを応力pとし
て{εααδij}γ,j+{εααδij},jγをp,jδijとして、(134)式においてはγεααと
γ'ε'ααの各々を応力pと応力p'として{εααδij}γ,j+{εααδij},jγと{ε'αα

δij}γ',j+{ε'ααδij},jγ'の各々をp,jδijをp',jδijとして、式中の残りの弾性率
や粘弾性率と同様に未知として求めた上で、λ、λ'、γ、γ'、ポアソン比ν、ポアソン
比ν'を求めることがある。
　また、弾性率や粘弾性率が非等方性である、上式(125)～(137'')に対応する偏微分方程
式が扱われることがある。
【０４２８】
　尚、密度分布ρに関しては、計測された加速度ベクトル場をａとし、上式(126)、(128)
、(128''')、(131)、(132)、(133)、(133''')、(134)、(134''')の右辺に慣性項として(1
/2)ρａiを、上式(127)、(129)、(129''')の右辺に慣性項としてρａiを、上式(136)、(1
37)、(137')の右辺に慣性項として(1/3)ρａiを加え、密度分布ρが既知である領域にお
いてはその分布値を使用し、密度分布ρが未知である領域においてはこの分布を計測対象
とした上で、式(125)～(137')中のずり弾性率分布μと、ポアソン比分布νと、粘ずり弾
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等の流体そのものやこれらを多く含む組織を対象として上記の粘弾性率分布が未知である
場合は、上式(126)、(127)、(131)、(132)、(136)の偏微分方程式中の弾性率を対応する
粘弾性率に置き換え、且つ、歪テンソル成分を対応する歪速度テンソル成分に置き換えた
ものが扱われることがある。又、偏微分方程式を連立して慣性項を消去し、弾性率や粘弾
性率を求めた上で、密度を求めることがある（但し、この場合、偏微分方程式の係数から
特性曲線の接線ベクトルの分布を評価することにより偏微分方程式の特性曲線群の伸びを
評価し、特性曲線群と広く交わる様に参照領域を設定することが望ましい。）。尚、上記
の如く、式(126)、(131)、(136)の偏微分方程式を、ずり弾性率の逆数の自然対数そのも
の、ずり弾性率の逆数そのもの、粘ずり弾性率の逆数の自然対数そのもの、又は、粘ずり
弾性率の逆数そのものに関して解く場合に関しては、適用されない。
【０４２９】
　詳細には、計測された変形場、即ち、歪テンソル場や歪速度テンソル場（密度ρを扱う
場合には、加速度ベクトル場や加速度ベクトルの時間方向の１階偏微分場と、歪テンソル
場や歪速度テンソル場。以下、この場合の記載は略。）や計測された変形場データの精度
に応じて、３次元関心領域７内全体において連立一階偏微分方程式(125)～(129'''')が扱
われる、あるいは、３次元関心領域７内に設けられる、複数の３次元関心領域、２次元関
心領域や１次元関心領域内において、それぞれ、連立一階偏微分方程式(125)～(129'''')
、連立一階偏微分方程式(125)～(134'''')、一階偏微分方程式(135)～(137'')が扱われる
。また、複数の独立した変形場（歪テンソル場や同一時間における歪速度テンソル場）が
計測された場合には、計測された変形場データの精度により、適宜、式(125)～式(137'')
のいずれかの方程式、もしくは複数の方程式が、３次元関心領域７の各関心点にて扱われ
ることとなり、これらの方程式が、個々に、もしくは、連立して扱われる。但し、複数の
独立した変形場とは、力源や参照領域の位置や大きさや状態が異なる状態で生じる歪テン
ソル場や歪速度テンソル場を意味する。例えば、力源の状態が時間的に変化する制御不可
能な場合、あるいは力源の状態を積極的に変化させる場合など、それぞれ独立の変形場に
なる。３次元関心領域７内に設けられることのある、これらの、３次元関心領域、２次元
関心領域や１次元関心領域内は、互いに同一の領域を含むことがある。
【０４３０】
　尚、式(125)～(134'''')中の関心領域内のポアソン比νや粘ポアソン比ν'は、それぞ
れ、例えば、各位置において計測された、歪テンソル、歪速度テンソルの、主値の絶対値
の比（３次元計測の場合は、３つ求められる主値の比のいずれか１つ、もしくはこれら３
つ又は２つの比値の平均値）から近似的に評価されることもある。特に、複数の変形場が
計測された場合には、ポアソン比や粘ポアソン比は、各々、例えば、各位置において計測
された各変形場から評価された値の平均値をもって近似することができる。また、ポアソ
ン比νや粘ポアソン比ν'は、対象物の典型的な値が使用されることがある。例えば、対
象物が非圧縮性であると仮定して、ポアソン比νと粘ポアソン比ν'は１/２に極めて近い
値とすることがある。特に、式(130)～(134'''')においては、対象物が完全に非圧縮性で
あると仮定して、ポアソン比νと粘ポアソン比ν'を１/２とすることがある。
【０４３１】
　初期条件となる参照ずり弾性率、参照ポアソン比、参照粘ずり弾性率、参照粘ポアソン
比等は、関心領域７内において、１つ以上の参照点、もしくは、計測精度を向上させるべ
く、各変形場に対して前述した基準に従って、適切に極力広い１つ以上の参照領域におい
て与えられることが望ましい。
【０４３２】
　即ち、参照ずり弾性率は、次式(138)又は(138')のように、
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【数１９８】

　参照ポアソン比は、次式(139)のように、
【数１９９】

　参照粘ずり弾性率は、次式(140)のように、
【数２００】

　参照粘ポアソン比は、次式(141)のように、
【数２０１】

【０４３３】
　また、(127)式においてλεααを平均垂直応力pとして{εααδij}λ,j+{εααδij

},jλをp,jδijとして、(129)式においてλεααとλ'ε'ααの各々を平均垂直応力pと
応力p'として{εααδij}λ,j+{εααδij},jλと{ε'ααδij}λ',j+{ε'ααδij},
jλ'の各々をp,jδijをp',jδijとして、(132)式においてγεααを応力pとして{εαα

δij}γ,j+{εααδij},jγをp,jδijとして、(134)式においてγεααとγ'ε'ααの

各々を応力pと応力p'として{εααδij}γ,j+{εααδij},jγと{ε'ααδij}γ',j+{
ε'ααδij},jγ'の各々をp,jδijをp',jδijとした場合、式中の残りの弾性率や粘弾性
率と同様にpやp'の初期条件（参照値）が与えられる。この初期条件は、計測することに
より設定されることもあるが、計測された体積歪εααやε'ααと弾性率や粘弾性率を
用いて設定されることもある。また、pやλ、λ'、γ、γ'、ポアソン比ν、ポアソン比
ν'を求める必要がない場合は、pやp'の初期条件を与える必要はない(反復的方法を用い
て求めた場合は、反復的方法の初期値に依存した結果となる。)。
　また、弾性率や粘弾性率が非等方性である、上式(125)～(137'')に対応する方程式が扱
われることがあり、その場合には、弾性率や粘弾性率が非等方性である、上式(138)、(13
8')～(141)に対応する初期条件が扱われる。
　また、水分、分泌物、血液等の流体を扱う場合は、歪速度テンソルε'ijと加速度aiを
計測し、厳密にはナビエ・ストークスの方程式ρai=[－p－(2/3)με'αα],jδij+[2μ
ε'ij],j（流体が完全非圧縮性である場合はε'αα=0）を必要に応じて粘性率μ(ずり粘
性率)又は密度ρ又は平均垂直応力pのいずれかについて解くこととなる（いずれかは与え
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られることがある）。従って、求めるべき粘性率μ又は密度ρ又は平均垂直応力pの初期
条件を弾性率計測の場合と同様に与える。但し、平均垂直応力pの初期条件を与えること
が困難である場合や平均垂直応力を求める必要の無い場合は、弾性率計測の場合と同様に
初期条件を与える必要はない(反復的方法を用いて求めた場合は、反復的方法の初期値に
依存した結果となる。)。また、流体が非圧縮性に近い場合は、－(2/3)με'ααの項を
零として無視するか、あるいは、－(2/3)με'ααをqとしてqの初期条件を与えてqを求
めるか、あるいは、－(2/3)με'ααをqとしてqの初期条件を与えることなくqを求めな
いことがある(反復的方法を用いて求めた場合は、反復的方法の初期値に依存した結果と
なる。)。また、この場合、－p－(2/3)με'ααをqとして、qの初期条件を与えてqを求
めるか、あるいは、qの初期条件を与えることなくqを求めないことがある(反復的方法を
用いて求めた場合は、反復的方法の初期値に依存した結果となる。)。
　無論、圧縮性流体において圧力と平均垂直応力が等しいものと仮定するナビエ・ストー
クス方程式に従うことなく(完全非圧縮性流体においては圧力と平均垂直応力は等しい)、
体積粘性率μvも同様に推定することがある(ρai=[－p＋(μv－2/3μ)ε'αα],jδij+[2
με'ij],j)。従って、求めるべき粘性率μ又はμv又は密度ρ又は圧力pの初期条件を弾
性率計測の場合と同様に与える。但し、圧力pの初期条件を与えることが困難である場合
や圧力を求める必要の無い場合は、弾性率計測の場合と同様に初期条件を与える必要はな
い(反復的方法を用いて求めた場合は、反復的方法の初期値に依存した結果となる。)。ま
た、流体が非圧縮性に近い場合は、(μv－2/3μ)ε'ααをqとしてqの初期条件を与えてq
を求めるか、あるいは、(μv－2/3μ)ε'ααをqとしてqの初期条件を与えることなくqを
求めないか、あるいは、(μv－2/3μ)ε'ααの項を零として無視することがある(反復的
方法を用いて求めた場合は、反復的方法の初期値に依存した結果となる。)。また、この
場合、－p＋(μv－2/3μ)ε'ααをqとして、qの初期条件を与えてqを求めるか、あるい
は、qの初期条件を与えることなくqを求めないことがある(反復的方法を用いて求めた場
合は、反復的方法の初期値に依存した結果となる。)。
　動粘性率μsはμ/ρよりもとまる。
　尚、時間微分は、オイラー微分又はラグランジュ微分に従うことがある。以下、弾性計
測について記載するが、流体の計測も同様に行われる。
【０４３４】
　次に、関心領域７内のずり弾性率分布μやポアソン比分布ν等の弾性率分布や粘ずり弾
性率分布μ'や粘ポアソン比分布ν'等の粘弾性率分布を計算するために、使用される一階
空間偏微分方程式の各々及びそれらの初期条件に関して、離散デカルト座標系(x,y,z)～
（ＩΔｘ，ＪΔｙ，ＫΔｚ）を用い、ずり弾性率分布μ、ポアソン比分布ν、弾性率分布
φ[式(125')、式(126')、式(128')]、弾性率分布λ[式(127')、式(129')]、弾性率分布ψ
[式(130')、式(131')、式(133')]、弾性率分布γ[式(132')、式(134')]、粘ずり弾性率分
布μ'、粘ポアソン比ν'、粘弾性率分布φ'[式(128'')]、粘弾性率分布λ'[式(129'')]、
粘弾性率分布ψ'[式(133'')]や粘弾性率分布γ'[式(134'')]、変位分布、歪分布や歪速度
分布に対して有限差分近似、又は、ガラーキン法や変分原理に基づく有限要素近似を適用
して代数方程式を導出し、各々の代数方程式を、未知ずり弾性率分布μ、未知ポアソン比
分布ν、未知弾性率分布λ[式(127')、式(129')]や未知弾性率分布γ[式(132')、式(134'
)]等の未知弾性率分布や未知粘ずり弾性率分布μ'、未知粘ポアソン比分布ν'、未知粘弾
性率分布λ'[式(129'')]や未知粘弾性率分布γ'[式(134'')]等の未知粘弾性率分布の各々
にかかる空間的に不均質な係数（若しくはその分布）のパワーの和の平方根により通常は
正規化した上で、正則化された連立方程式を導出する。ここで、式(127')、式(129')の弾
性率λとずり弾性率μは両者でラメ定数と呼ばれ、また、式(129'')の弾性率λ'とずり弾
性率μ'は両者で粘性ラメ定数と呼ばれる。
【０４３５】
　その結果、一階空間偏微分方程式(125)、(126)、(130)、(131)、(135)、(136)を用いた
場合には未知ずり弾性率分布μに関して、一階空間偏微分方程式(127)、(132)の各々を用
いた場合には未知の弾性率分布λ[式(127')]と未知の弾性率分布γ[式(132')]の各々と未
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知ずり弾性率分布μ、即ち、未知ずり弾性率分布μと未知ポアソン比分布νに関して、一
階空間偏微分方程式(128)、(128''')、(128'''')、(133)、(133''')、(133'''')、(137)
、(137')、(137'')を用いた場合には未知ずり弾性率分布μと未知粘ずり弾性率分布μ'に
関して、一階空間偏微分方程式(129)、(129''')、(129'''')、(134)、(134''')、(134'''
')の各々を用いた場合には未知の弾性率分布λ[式(129')]と未知の弾性率分布γ[式(134'
)]の各々と未知の粘弾性率分布λ'[式(129'')]と未知の粘弾性率分布γ'[式(134'')]の各
々と未知ずり弾性率分布μと未知粘ずり弾性率分布μ'、即ち、未知ずり弾性率分布μと
未知ポアソン比分布νと未知粘ずり弾性率分布μ'と未知粘ポアソン比分布ν'に関して、
例えば、有限差分近似を施した場合には、次式(142)の連立方程式を得る。
　　　ＥＧｓ＝ｅ…(142)
【０４３６】
　但し、ｓは３次元の関心領域７内の未知ずり弾性率分布μ、未知の弾性率分布λ[式(12
7')、式(129')]、未知の弾性率分布γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率分布μ'
、未知の粘弾性率分布λ'[式(129'')]や未知の粘弾性率分布γ'[式(134'')]等からなる未
知ベクトル、Ｇはこれらの３次元、２次元又は１次元の一階偏微分の有限差分近似定数か
らなる行列、Ｅとeの各々は未知ずり弾性率分布μ、未知の弾性率分布λ[式(127')、式(1
29')]、未知の弾性率分布γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率分布μ'、未知の粘
弾性率分布λ'[式(129'')]や未知の粘弾性率分布γ'[式(134'')]等にかかる、歪テンソル
分布データ、歪速度テンソル分布データ、与えられる弾性率データや粘弾性率データ、こ
れらの空間微分値等から定まる行列とベクトルである。
【０４３７】
　式(142)を最小二乗法を用いて解く(反復的解法をもちいた場合、各未知分布にかかる行
列の固有値のオーダーが大きく異なる場合には、収束時間が大きく異なるため、各行列に
定数をかけて固有値のオーダーがほぼ等しくなる様にして解くことがある。)。この場合
には、Ｅ、ｅ中の歪テンソル分布や歪速度テンソル分布およびそれらの空間微分値は、計
測された歪テンソルデータや歪速度テンソルデータのノイズを低減するべく、低域通過型
の空間フィルタや低域通過型の時間フィルタや低域通過型の時空間フィルタをかけたもの
で決まる。これにより、ＥＧの逆はｅに含まれる高周波数帯のノイズを増幅させてしまう
。つまり、ｓは不安定な結果となってしまう。そこで、いわゆる正則化法を応用して再構
成の安定化を図る。具体的には、正則化パラメータα１およびα２（ゼロ以上）を用いて
、次式(143)の汎関数をｓに関して最小化する。ここで、上付き添え字のＴは、転置行列
を意味する。
　　　error（s）＝｜e－E G s｜２＋α1｜D s｜２＋α2｜DT D s｜２…(143)
【０４３８】
　但し、ＤおよびＤＴＤの各々は、３次元の関心領域７内の未知ベクトルｓを構成する未
知ずり弾性率分布μ、未知の弾性率分布λ[式(127')、式(129')]、未知の弾性率分布γ[
式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率分布μ'、未知の粘弾性率分布λ'[式(129'')]、
未知の粘弾性率分布γ'[式(134'')]等の、３次元、２次元又は１次元勾配作用素から定ま
る行列、および、３次元、２次元又は１次元ラプラシアン作用素から定まる行列であり、
各未知分布に関して、３次元関心領域７全体、又は、３次元関心領域７内に設定される、
複数の、３次元関心領域、２次元関心領域や１次元関心領域の各々において正則化が行わ
れることがある。ＤｓおよびＤＴＤｓは正定値であるため、error（s）は必ず一つの最小
値を持つことになる。error（s）の最小化により、次式(144)に示す正則化された正規方
程式が得られる。
　　　(GTETEG＋α1DTD＋α2DTDDTD)s＝GT ET e…(144)
したがって、解は次式(145)になる。
　　　ｓ＝（GTETEG＋α1DTD＋α2DTDDTD）－１　GT ET e…(145)
【０４３９】
　なお、ガラーキン法や変分原理に基づく有限要素近似を適用した場合においても、同様
に、導出される連立方程式に関して最小二乗法を適用する際に正則化を施す。但し、この
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場合は、Ｇはこれらの未知弾性率や未知粘弾性率の節点分布から成るベクトルｓにかかる
各々の基底関数からなる行列を表し、式(143)においては、正則化パラメータα０(ゼロ以
上)を用いてα０｜s｜２又はα０｜Ｇs｜２を加えた上で正則化されることもある。また
、その際には、式(143)において、α1｜Ｄs｜２の代わりにα1｜ＤＧs｜２を、α2｜ＤT

Ｄs｜２の代わりにα2｜ＤTＤＧs｜２を使用して正則化されることもある。但し、この場
合のＤとＤTＤの各々は未知弾性率や未知粘弾性率の節点分布から成るベクトルｓにかか
る各々の基底関数からなる行列Ｇにかかる３次元、２次元又は１次元勾配作用素から定ま
る行列、および、３次元、２次元又は１次元ラプラシアン作用素から定まる行列である。
【０４４０】
　正則化パラメータα0、α1、α2は、ベクトルｓを構成する、未知ずり弾性率分布μ、
未知の弾性率分布λ[式(127')、式(129')]、未知の弾性率分布γ[式(132')、式(134')]、
未知粘ずり弾性率分布μ'、未知の粘弾性率分布λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率分布γ'
[式(134'')]等の各々に関して、歪・歪速度の計測精度、変形の状態、力源および参照空
間・領域の相対的な位置の如何によって、以下のように設定されることがある。
【０４４１】
　正則化パラメータα０、α１、α２は、正則化された正規方程式(144)式において、ベ
クトルsにかかる行列が数値解析的に充分に正定値となるように、ベクトルｓを構成する
これらの各未知分布にかかる行列ＥＧ中の成分分布データのパワーにより大きい値に調節
されることがある。又は、これらの各未知分布にかかる行列ＥＧ中の成分分布データの精
度(ＳＮ比)により調節されることがある（ＳＮ比が高い場合に小さく、ＳＮ比が低い場合
に大きくする。）。これに準じて、例えば、そのＳＮパワー比に反比例させることがある
。
【０４４２】
　複数の変形場のデータが使用される場合には、ベクトルｓを構成するこれらの各未知分
布にかかる行列ＥＧ中の成分分布データのパワーや精度に依存するこれらの正則化パラメ
ータα０、α１、α２は、各々、各変形場データにおいて評価される値の和に比例する値
となる。これに準じて、例えば、各変形場データを用いて導出される成分分布データのＳ
Ｎパワー比に反比例した値の和とすることがある。
【０４４３】
　また、正則化パラメータα１、α２は勾配作用素およびラプラシアン作用素内にて現れ
る偏微分の方向ごとに異なるもの（方向に依存するもの）として実現されることがある。
この場合には、α１Ｄおよびα２ＤＴＤとして、ベクトルｓにかかる行列が数値解析的に
充分に正定値となるように、ベクトルＧｓを構成するこれらの各未知分布の勾配にかかる
行列Ｅ中の各々の成分分布データの主値分布データのパワーにより調節するべく、ベクト
ルＧｓを構成する各関心点の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率λ[式(127')、式(129')]、
未知の弾性率γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'、未知の粘弾性率λ'[式(12
9'')]、未知の粘弾性率γ'[式(134'')]等の勾配ベクトルにかかる行列Ｅ中の各々の局所
行列の各主軸方向の偏微分作用素を近似して正則化パラメータ（主値が大きい主軸方向を
小さく、主値が小さい主軸方向を大きく、これに準じて、例えば、主値の二乗に反比例す
る様に設定されることがある。）をかけた上で各方向の偏微分作用素の近似を得て関心領
域内において平均したものが使用されることがある。
【０４４４】
　又は、α1Ｄおよびα2ＤＴＤとして、ベクトルＧｓを構成するこれらの各未知分布の勾
配にかかる行列Ｅ中の各々の成分分布データの主値分布データの精度(ＳＮ比)により調節
するべく、各関心点のこれらの勾配ベクトルにかかる行列Ｅ中の各々の局所行列の各主軸
方向の偏微分作用素を近似して正則化パラメータ（主値のＳＮ比が高い主軸方向を小さく
、主値のＳＮ比が低い主軸方向を大きく、これに準じて、例えば、主値データのＳＮパワ
ー比に反比例させることがある。）をかけた上で各方向の偏微分作用素の近似を得て関心
領域内において平均したものが使用されることがある。なお、関心領域の次元に比べて計
測された主値の数が小さい場合、つまり、主値が零である、あるいは、主値が数値解析的
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に零であるとみなされる場合には、その主軸方向の正則化パラメータは他の求まる主軸方
向の正則化パラメータに比して大きい値に設定されることがある。
【０４４５】
　複数の変形場のデータが使用される場合には、α1Ｄおよびα2ＤＴＤとして、ベクトル
ｓを構成するこれらの各未知分布にかかる行列ＥＧ中の各変形場データを用いて導出され
る成分分布データのパワーや精度から評価される正則化パラメータ値と、ベクトルＧｓを
構成するこれらの各未知分布の勾配にかかる行列Ｅ中の同一の変形場のデータの主値分布
データから評価される各方向の偏微分作用素の近似とを重要度の重み付けを行った上で算
出される積の和に比例する値とすることがある。
【０４４６】
　また、正則化パラメータα0、α1、α2は、空間的に変化するものとして実現されるこ
とがあり、結果的に、ベクトルｓを構成する各関心点の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率
λ[式(127')、式(129')]、未知の弾性率γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'
、未知の粘弾性率λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率γ'[式(134'')]等にかかる行列EG中の
各々の局所行列が数値解析的に充分に正定値となるように、各々の局所行列の成分データ
のパワーにより大きい値に調節されることがある。又は、各々の局所行列の成分データの
精度(ＳＮ比)により調節されることがある（例えば、ＳＮ比が高い場合に小さく、ＳＮ比
が低い場合に大きくする。）。これに準じて、例えば、そのＳＮパワー比に反比例させる
ことがある。
【０４４７】
　これらの関心点の位置に依存する正則化パラメータα0、α1、α2の各々は、同一の関
心点において複数の変形場のデータが使用される場合には、ベクトルｓを構成する各関心
点の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率λ[式(127')、式(129')]、未知の弾性率γ[式(132'
)、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'、未知の粘弾性率λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率
γ'[式(134'')]等にかかる行列ＥＧ中の各変形場データを用いて導出される各々の局所行
列の成分データのパワーや精度から評価される値の和に比例する値となる。これに準じて
、例えば、各関心点において各変形場データを用いて導出される各々の局所行列の成分デ
ータのＳＮパワー比に反比例する値の和となることがある。
【０４４８】
　また、各関心点にて使用される変形場のデータの数が異なる場合は、このデータ数が考
慮されることがあり（数の多い関心点では大きく、数の少ない関心点では小さく）、これ
に準じて、例えば、使用する変形データの数に比例させることがある。また、これに準じ
て、各関心点にて各変形場データを用いて導出される各々の局所行列の成分データのパワ
ーや精度(ＳＮ比)から評価される正則化パラメータ値と各関心点にて使用される変形場の
データの数から評価される正則化パラメータ値とを重要度の重み付けを行った上で算出さ
れる積の和に比例する値とすることがある。
【０４４９】
　また、正則化パラメータα1、α2に関しては、上記の如く空間的に変化するものとして
、且つ、勾配作用素およびラプラシアン作用素内にて現れる偏微分の方向ごとに異なるも
の（方向に依存するもの）として実現されることもある。この場合には、α１Ｄおよびα
２ＤＴＤとして、ベクトルｓを構成する各関心点の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率λ[
式(127')、式(129')]、未知の弾性率γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'、未
知の粘弾性率λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率γ'[式(134'')]等の勾配ベクトルにかかる
行列Ｅ中の各々の局所行列が数値解析的に充分に正定値となるように、各々の局所行列の
主値データのパワーにより調節するべく、各関心点にて各々の局所行列に関して各主軸方
向の偏微分作用素の近似に正則化パラメータ（主値が大きい主軸方向を小さく、主値が小
さい主軸方向を大きく、これに準じて、例えば、主値の二乗に反比例する様に設定される
ことがある。）をかけた上で得られる各方向の偏微分作用素の近似を使用することがある
。
【０４５０】
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　又は、α１Ｄおよびα２ＤＴＤとして、ベクトルＧｓを構成する各関心点のこれらの勾
配ベクトルにかかる行列Ｅ中の各々の局所行列の主値データの精度(ＳＮ比)により調節す
るべく、各々の局所行列の各主軸方向の偏微分作用素を近似して正則化パラメータ（主値
のＳＮ比が高い主軸方向を小さく、主値のＳＮ比が低い主軸方向を大きく、これに準じて
、例えば、主値データのＳＮパワー比に反比例させることがある。）をかけた上で各方向
の偏微分作用素の近似が使用されることがある。なお、関心領域の次元に比べて計測され
た主値の数が小さい場合、つまり、主値が零である、あるいは、主値が数値解析的に零で
あるとみなされる場合には、その主軸方向の正則化パラメータは他の求まる主軸方向の正
則化パラメータに比して大きい値に設定されることがある。
【０４５１】
　これらの関心点の位置に依存して且つ方向に依存する正則化パラメータα１、α２の各
々は、同一の関心点において複数の変形場のデータが使用される場合には、α１Ｄおよび
α２ＤＴＤとして、ベクトルｓを構成する各関心点の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率λ
[式(127')、式(129')]、未知の弾性率γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'、
未知の粘弾性率λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率γ'[式(134'')]等にかかる行列ＥＧ中の
各変形場のデータを用いて導出される各々の局所行列の成分データのパワーや精度(ＳＮ
比)から評価される正則化パラメータ値と、ベクトルＧｓを構成する各関心点のこれらの
勾配ベクトルにかかる行列Ｅ中の同一の変形場のデータを用いて導出される各々の局所行
列の主値データから評価される各方向の偏微分作用素の近似とを重要度の重み付けを行っ
た上で算出される積の和に比例する値とすることがある。
【０４５２】
　また、各関心点において使用する変形場のデータの数が異なる場合は、このデータ数が
考慮されることがあり（数の多い関心点では大きく、数の少ない関心点では小さく）、こ
れに準じて、例えば、使用される変形場のデータの数に比例させることがある。これに準
じて、ベクトルｓを構成する各関心点の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率λ[式(127')、
式(129')]、未知の弾性率γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'、未知の粘弾性
率λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率γ'[式(134'')]等にかかる行列ＥＧ中の各変形場のデ
ータを用いて導出される各々の局所行列の成分データのパワーや精度(ＳＮ比)から評価さ
れる正則化パラメータ値と、ベクトルＧｓを構成する各関心点のこれらの勾配ベクトルに
かかる行列Ｅ中の同一の変形場のデータを用いて導出される各々の局所行列の主値データ
から評価される各方向の偏微分作用素の近似と、各関心点にて使用される変形場のデータ
の数から評価される正則化パラメータ値とを重要度の重み付けを行った上で算出される積
の和に比例する値とすることがある。
【０４５３】
　また、関心領域７が２次元領域である場合には、上記の３次元関心領域を対象とする場
合と同様に、計測された変形場（歪テンソル場や歪速度テンソル場）に応じて、２次元関
心領域７内全体において連立一階偏微分方程式(125)～(134'''')が、又は、２次元関心領
域７内に設けられる、複数の、２次元関心領域や１次元関心領域内にて一階偏微分方程式
(125)～(137'')が、初期条件と共に扱われる。
【０４５４】
　この場合には、正則化された正規方程式(143)中のＤおよびＤＴＤの各々は、２次元の
関心領域７内の未知ベクトルｓを構成する未知ずり弾性率分布μ、未知の弾性率分布λ[
式(127')、式(129')]、未知の弾性率分布γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率分
布μ'、未知の粘弾性率分布λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率分布γ'[式(134'')]等の、
２次元又は１次元勾配作用素から定まる行列、および、２次元又は１次元ラプラシアン作
用素から定まる行列であり、各未知分布に関して２次元関心領域７全体又は２次元関心領
域７内に設定される複数の２次元関心領域や１次元関心領域内の各々において正則化が行
われることがある。２次元関心領域７内に設けられることのある、これらの２次元関心領
域や１次元関心領域内は、互いに同一の領域を含むことがある。
【０４５５】
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　また、関心領域７が１次元領域である場合には、上記の多次元関心領域を対象とする場
合と同様に、計測された変形場（歪場や歪速度場）に応じて、１次元関心領域７内全体に
おいて連立一階偏微分方程式(135)～(137'')が、また、１次元関心領域７内に設けられる
複数の１次元関心領域内にて一階偏微分方程式(135)～(137'')が、初期条件と共に扱われ
る。
【０４５６】
　この場合には、正則化された正規方程式(143)中のＤ及びＤＴＤの各々は、１次元の関
心領域７内の未知ベクトルｓを構成する未知ずり弾性率分布μ、未知粘ずり弾性率分布μ
'等の、１次元勾配作用素から定まる行列、および、１次元ラプラシアン作用素から定ま
る行列であり、各未知分布に関して１次元関心領域７全体又は１次元関心領域７内に設定
される複数の１次元関心領域内の各々において正則化が行われることがある。１次元関心
領域７内に設けられることのあるこれらの１次元関心領域内は、互いに同一の領域を含む
ことがある。
【０４５７】
　尚、変形場（歪テンソル場や歪速度テンソル場）の時系列データが計測された場合には
、複数の独立した変形場とみなされるその計測データを使用して、上記の如く、勾配作用
素やラプラシアン作用素を用いた正則化を施すことによりこれらの未知弾性率分布や未知
粘弾性率分布を推定することがある。
【０４５８】
　尚、ずり弾性率、ポアソン比、ラメ定数等の弾性率とこれらの各弾性率に対応する粘弾
性率が推定された場合は、各弾性率Ｅと対応する粘弾性率Ｅ'の比（Ｅ'/Ｅ）から、各弾
性率と粘弾性率に関わる遅延時間分布τ[粘弾性率Ｅ'を式(128)、(129)、(133)、(134)、
(136)、(137)中の偏微分方程式から推定した場合]や緩和時間分布τ'[粘弾性率Ｅ'を、式
(128''')、(128'''')、(129''')、(129'''')、(133''')、(133'''')、(134''')、(134'''
')、(136''')、(136'''')、(137')、(137'')から推定した場合、若しくは、式(125)～(12
7)、(130)～(132)、(135)、(136)中の偏微分方程式の各弾性率を対応する粘弾性率に置き
換え、且つ、歪テンソル成分を歪テンソル速度成分に置き換えたものから推定した場合]
を推定することができる。また、各位置の歪テンソルデータと弾性率データから弾性エネ
ルギーの分布を、又、各位置の歪速度テンソルデータと粘弾性率データから変形した際に
消費されたエネルギーの分布を求めることができる。
【０４５９】
　また、これらの未知弾性率分布や未知粘弾性率は時間的に変化することがあり、この場
合においては、各々の参照(分布)値および位置・大きさ・状態・個数が時間的に変化しう
る参照領域を使用して、変形場（歪テンソル場や歪速度テンソル場）の計測された各時間
において、上記の如く、勾配作用素やラプラシアン作用素を用いた正則化を施して未知弾
性率分布や未知粘弾性率分布を推定することにより、これらの未知弾性率分布や未知粘弾
性率分布の時系列を求めることができる。複数の独立した変形場の時系列が計測された場
合は、計測対象物が同一の状態にある各時系列のその時間において成立する方程式を全て
連立した上で、上記の如く、各変形場のデータに対して勾配作用素やラプラシアン作用素
を用いた正則化を施して未知弾性率分布や未知粘弾性率分布を推定することにより、未知
弾性率分布や未知粘弾性率分布の時系列を求めることができる場合がある。
【０４６０】
　また、これらの未知弾性率分布や未知粘弾性率の時系列を推定する場合には、各時間に
おいて成立する方程式を全て連立し、未知弾性率や未知粘弾性率の各々の時系列の時間方
向の１階の偏微分分布の２乗ノルムや２階の偏微分分布の２乗ノルムを用いた正則化を施
すことがある。ここで、夫々の２乗ノルムにかかる正則化パラメータをα３とα４とする
。
【０４６１】
　これらの未知弾性率分布や未知粘弾性率分布の時系列の時間方向の１階偏微分や２階偏
微分を使用した正則化は、各未知分布に関して上記の勾配作用素やラプラシアン作用素を
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使用した場合と同様に、関心領域７全体、又は、関心領域７内に設定される複数の関心領
域の各々において行われることがある。その際に、各時間の未知弾性率分布や未知粘弾性
率分布の勾配やラプラシアンの２乗ノルムを用いて正則化が同時に施されることがある。
【０４６２】
　複数の独立した変形場（歪テンソル場や歪速度テンソル場）の時系列が計測された場合
には、各時系列の各時間において成立する方程式を全て連立した上で、未知弾性率分布や
未知粘弾性率分布の時系列の時間方向の、１階の偏微分や２階の偏微分の２乗ノルム、各
時間の未知弾性率分布や未知粘弾性率分布の勾配やラプラシアンの２乗ノルムを用いた正
則化を施すことがある。
【０４６３】
　尚、これらの弾性率分布や粘弾性率分布の時系列が推定された場合は、弾性率、粘弾性
率の各々の時系列データの空間分布の各位置においてスペクトラム解析を行うことにより
、弾性率、粘弾性率の周波数分散の空間分布を近似的に求めることができる。又、各弾性
率と対応する粘弾性率の空間分布データの各位置において、各時刻の弾性率Ｅと粘弾性率
Ｅ'の比（Ｅ'/Ｅ）を評価することにより、各弾性率と粘弾性率に関わる遅延時間τや緩
和時間τ'の時系列データの空間分布を得、各位置においてスペクトラム解析を行うこと
により、遅延時間、緩和時間の周波数分散の空間分布を近似的に求めることができる。こ
れらの弾性率、粘弾性率、遅延時間、緩和時間の時系列の周波数分散の空間分布を評価す
る場合は、積極的に、力源の周波数（単一）を変えながら、変形場の計測を行う、あるい
は、広帯域の力源を使用することがある。また、各時間において、各位置の歪テンソルデ
ータと弾性率データから弾性エネルギーの分布を、又、各位置の歪速度テンソルデータと
粘弾性率データから変形した際に消費されたエネルギーの分布を求めることができる。
【０４６４】
　正則化パラメータα３とα４は、ベクトルsにかかる行列が数値解析的に充分に正定値
となるように、各時間において、ベクトルｓを構成する各時間のこれらの各未知分布にか
かる行列ＥＧ中の成分分布の時間方向の変化量データのパワーにより調節されることがあ
る。又は、各時間のこれらの各未知分布にかかる行列ＥＧ中の成分分布の時間方向の変化
量データの精度(ＳＮ比)により調節されることがある（ＳＮ比が高い時間に小さく、ＳＮ
比が低い時間に大きくする。）。これに準じて、各時間において、例えば、そのＳＮパワ
ー比に反比例させることがある。
【０４６５】
　複数の変形場の時系列データが使用される場合には、ベクトルｓを構成する各時間のこ
れらの各未知分布にかかる行列ＥＧ中の成分分布の時間方向の変化量データのパワーや精
度に依存するこれらの正則化パラメータα３とα４は、各時間において、各々、各変形場
データにおいて評価される値の和に比例する値となる。これに準じて、各時間において、
例えば、各変形場データを用いて導出される成分分布の時間方向の変化量データのＳＮパ
ワー比に反比例した値の和とすることがある。
【０４６６】
　また、正則化パラメータα３とα４は、各時間において、空間的に変化するものとして
実現されることがあり、結果的に、ベクトルｓを構成する各関心点の各時間の未知ずり弾
性率μ、未知の弾性率λ[式(127')、式(129')]、未知の弾性率γ[式(132')、式(134')]、
未知粘ずり弾性率μ'、未知の粘弾性率λ'[式(129'')]、未知の粘弾性率γ'[式(134'')]
等にかかる行列ＥＧ中の各々の局所行列が数値解析的に充分に正定値となるように、各時
間において、各々の局所行列の成分の時間方向の変化量データのパワーにより調節される
ことがある。又は、各時間の各々の局所行列の成分の時間方向の変化量データの精度(Ｓ
Ｎ比)により調節されることがある（例えば、ＳＮ比が高い時間に小さく、ＳＮ比が低い
時間に大きくする。）。これに準じて、各時間において、例えば、そのＳＮパワー比に反
比例させることがある。
【０４６７】
　これらの関心点の位置に依存する正則化パラメータα３とα４の各々は、同一の関心点
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において複数の変形場の時系列データが使用される場合には、ベクトルｓを構成する各関
心点の各時間の未知ずり弾性率μ、未知の弾性率λ[式(127')、式(129')]、未知の弾性率
γ[式(132')、式(134')]、未知粘ずり弾性率μ'、未知の粘弾性率λ'[式(129'')]、未知
の粘弾性率γ'[式(134'')]等にかかる行列ＥＧ中の各変形場データを用いて導出される各
々の局所行列の成分の時間方向の変化量データのパワーや精度から評価される値の和に比
例する値となる。これに準じて、各時間において、例えば、各関心点において各変形場デ
ータを用いて導出される各々の局所行列の成分の時間方向の変化量データのＳＮパワー比
に反比例する値の和となることがある。
【０４６８】
　また、各時間において、各関心点にて使用される変形場のデータの数が異なる場合は、
このデータ数が考慮されることがあり（数の多い関心点では大きく、数の少ない関心点で
は小さく）、これに準じて、各時間において、例えば、使用する変形データの数に比例さ
せることがある。また、これに準じて、各時間において、各関心点にて各変形場データを
用いて導出される各々の局所行列の成分の時間方向の変化量データのパワーや精度 (ＳＮ
比)から評価される正則化パラメータ値と各関心点にて使用される変形場のデータの数か
ら評価される正則化パラメータ値とを重要度の重み付けを行った上で算出される積の和に
比例する値とすることがある。
【０４６９】
　(125)式～(137'')式より導出される(143)式～(145)式において、各未知弾性率分布や各
未知粘弾性率に関して共役勾配法などの反復的方法(通常、未知領域の各々の推定値の初
期値は、各々の分布に関する先見的情報(均質性、不均質性など)を積極的に使用して設定
される)に基づいて安定的に解く場合において、下記の如く、必要に応じて関心領域内の
各未知弾性率分布と各未知粘弾性率分布の前記の参照領域(参照値)の他に新たに参照領域
(参照値)を設け、また、未知領域の各々の推定値の初期値を適切に設定することにより、
計算量が低減されることがある。
　弾性率分布に関して、例えば、偏微分方程式(135)又は(136)に基づくずり弾性率の１次
元計測の場合においては、これらを解析的に解くことにより、参照点ｘ＝Ａのずり弾性率
値に対するｘ＝Ｘにおける相対的なずり弾性率値μ（Ｘ）／μ（Ａ）は、その２点の歪の
比ε(Ａ)／ε（Ｘ）より評価できることを確認できる（特開平７－５５７７５号公報）。
特に、ｘ軸方向が変形方向に等しい場合に有効である。（又、粘弾性率分布に関して、例
えば、偏微分方程式(135)又は(136)に基づく粘ずり弾性率の１次元計測の場合においては
、これらを解析的に解くことにより、参照点ｘ＝Ａの粘ずり弾性率値に対するｘ＝Ｘにお
ける相対的な粘ずり弾性率値μ（Ｘ）／μ（Ａ）は、その２点の歪速度の比ε'(Ａ)／ε'
（Ｘ）より評価できる。以下、ずり弾性率を例に扱う。）但し、例えば、歪値が数値解析
的にゼロ、又は符号が反転した特異点あるいは特異領域においては、歪の比から評価され
たその領域外の絶対値や相対値をも参照値として扱い(歪の比を評価した点や領域を参照
領域に加え)、上述の正則化を施すことにより安定的に評価されることがある。歪の絶対
値がある正値Ａ以下(すなわち、ある正の閾値Ａ以下の値)を持つものと推定された点と領
域の各々をずり弾性率の未知点や未知領域(極めて零に近い値である場合は特異点と特異
領域)として、同様に、歪の比等で与えられるその領域外の参照値を用いて安定的に評価
されることもある。この場合の特異点や特異領域や未知点や未知領域の未知ずり弾性率分
布[(135)式や(136)式から導出された(143)式～(145)式中]の推定値の初期値としては、各
種補間処理(２次元補間、余弦補間、ラグランジュ補間、スプライン補間等)を通じて評価
される、上記の先見的情報を使用して設定された初期値やその領域外の参照値と連続とな
る値や分布値が使用される。この閾値Ａは各位置の歪データのパワーや精度（ＳＮ比）に
依存して時空間的に変化しうるものであり、ＳＮ比が高い時間や位置においては閾値Ａを
小さく、ＳＮ比が低い時間や位置においては閾値Ａを大きく設定することがある。又、例
えば、歪の比値からずり弾性率値が参照値に対してある有限倍以上の相対値Ｂ(すなわち
、ある閾値Ｂ以上の相対値)を持つものと推定される点や領域の各々をずり弾性率の未知
点や未知領域(極めて大きい値倍である場合は特異点と特異領域)として、同様に、歪の比
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等で与えられるその領域外の参照値を用いて安定的に評価されることもある。この場合に
おいても、その推定値の初期値は、補間処理により上記の先見的情報を使用して設定され
た初期値やその領域外の参照値と連続となる値や分布値に設定される。この閾値Ｂは各位
置の歪データのパワーや精度（ＳＮ比）に依存して時空間的に変化しうるものであり、Ｓ
Ｎ比が高い時間や位置においては閾値Ｂを高く、ＳＮ比が低い時間や位置においては閾値
Ｂを低く設定することがある。これらの方法により参照領域を決定する際に使用される歪
分布データとしては、組織構造の時空間的変化に依存して時空間的に変化しうるある有限
大きさの時空間窓の移動平均処理が施されたものが使用されることがある。これらの他に
、参照領域(参照値)や推定値の初期値を適切に設定する方法としては、参照値と初期値は
時空間的に連続であるものが望ましいことが多く、特異領域や未知領域の上記の先見的情
報を使用して設定された初期値や外の参照値を用いて特異領域や未知領域の値を補間した
上で(線形補間も可)、適宜、その領域の内外にわたって時空間低域通過型フィルタをかけ
ることにより、その領域の外内の参照値と推定値の初期値が設定されることもある(但し
、ｘ＝Ａにおいて参照値として与えられたμ(Ａ)は不変)。尚、他式においても、各弾性
率や各粘弾性率の参照領域は必要に応じて同様に(かかる歪の比やかかる歪速度の比等を
使用して)多く広く設定され、各々の、推定値の初期値、特異点や特異領域、未知点や未
知領域も、同様に扱われることがある。ここで述べた参照領域を必要に応じて新たに設定
する方法は、反復的解法だけではなく、直接的解法を使用した場合にも適用できる。
　上記の比により新たに各未知弾性率分布と各未知粘弾性率分布の参照領域(参照値)と推
定値の初期値を設ける際には、例えばｘ＝Ｘのずり弾性率の参照値又は初期値を求める場
合、元の参照領域内のある有限領域において評価される歪の平均値εaveを用いてその有
限領域のずり弾性率の平均値μaveに対する相対値(参照値)μ（Ｘ）／μave又は絶対値μ
（Ｘ）を歪の比εave／ε（Ｘ）を評価することにより求めることがある。無論、元の参
照領域は均質であることもあり、この場合、μaveはその元の参照領域のずり弾性率であ
る。また、この歪の平均値εaveの代わりに、参照点ｘ＝Ａの歪として移動平均により求
められた歪ε（Ａ）や遮断周波数を低く設定した微分フィルタや低域通過型フィルタを用
いて評価された歪ε（Ａ）を用い、相対値(参照値)μ（Ｘ）／μ（Ａ）又は絶対値μ（Ｘ
）を歪の比ε（Ａ）／ε（Ｘ）を評価することにより求めることがある。無論、上記の通
り、時空間低域通過型フィルタをかけたものが使用されることもある。歪速度に関しても
同様である。以上の様に、空間分解能や時間分解能を落とした歪や歪速度が用いられるこ
とがある。
【０４７０】
　また、(125)式～(137'')式より導出される(143)式～(145)式において、関心領域内の各
未知弾性率分布や各未知粘弾性率分布に関して反復的方法に基づいて安定的に解く場合に
おいて、各々の推定値の初期値を適切に設定することにより、計算量が低減されることが
ある。例えば、(135)式と(136)式においてずり弾性率を扱う場合は、関心領域内の未知ず
り弾性率分布の初期値として上記の如く歪の比より評価されるずり弾性率値を使用するこ
とがある。歪の比を評価する間に確認される、上記の特異点と特異領域や、歪の絶対値が
ある正値Ａ以下(すなわち、ある正の閾値Ａ以下の値)を持つものと推定された点と領域や
、ずり弾性率値が単位値に対してある有限倍以上の相対値Ｂ(すなわち、ある閾値Ｂ以上
の相対値)を持つものと推定された点と領域の初期値には、上記の如く、各種補間処理(２
次元補間、余弦補間、ラグランジュ補間、スプライン補間等)を通じて評価される、その
領域外の参照値や歪の比等で与えられる初期値と連続となる値や分布値が使用される。ま
た、参照値と初期値は時空間的に連続であるものが望ましく、参照値や歪の比等で与えら
れる初期値を用いて初期値の与えられない領域の値を補間した上で(線形補間も可)、適宜
、その領域の内外にわたって時空間低域通過型フィルタをかけたものが使用されることも
ある(但し、ｘ＝Ａにおいて参照値として与えられたμ(Ａ)は不変)。これらの閾値は各位
置の歪データのパワーや精度（ＳＮ比）に依存して時空間的に変化しうるものであり、Ｓ
Ｎ比が高い時間や位置においては閾値Ａを小さく閾値Ｂを高く、ＳＮ比が低い時間や位置
においては閾値Ａを大きく閾値Ｂを低く設定することがある。尚、他の各弾性率分布や各
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粘弾性率分布に関しても、各々の推定値の初期値は、同様に扱われることがある。
　上記の比により各未知弾性率分布と各未知粘弾性率分布の未知領域の推定値の初期値を
設定する際には、例えばｘ＝Ｘのずり弾性率の初期値は、元の参照領域内のある有限領域
において評価される歪の平均値εaveを用いてその有限領域のずり弾性率の平均値μaveに
対する相対値(参照値)μ（Ｘ）／μave又は絶対値μ（Ｘ）を歪の比εave／ε（Ｘ）を評
価することにより求めることがある。無論、元の参照領域は均質であることもあり、この
場合、μaveはその元の参照領域のずり弾性率である。また、この歪の平均値εaveの代わ
りに、参照点ｘ＝Ａの歪として移動平均により求められた歪ε（Ａ）や遮断周波数を低く
設定した微分フィルタや低域通過型フィルタを用いて評価された歪ε（Ａ）を用い、相対
値(参照値)μ（Ｘ）／μ（Ａ）又は絶対値μ（Ｘ）を歪の比ε（Ａ）／ε（Ｘ）を評価す
ることにより求めることがある。無論、上記の通り、時空間低域通過型フィルタをかけた
ものが使用されることもある。歪速度に関しても同様である。以上の様に、空間分解能や
時間分解能を落とした歪や歪速度が用いられることがある。
　尚、歪の比の分布が提示されることもあるが、(143)式～(145)式に依ることなく段落０
４７２と段落０４７３において歪又は歪速度の比を用いて求められる弾性率又は粘弾性率
の参照値と初期値の分布が元の参照値の分布と共に提示されることもある。
【０４７１】
　尚、ある弾性率や粘弾性率に関して、上記の如く(かかる歪の比やかかる歪速度の比等
を使用して)設定される参照領域（参照値）や推定値の初期値を用い、他の各弾性率分布
や各粘弾性率分布が同時に扱われることがある。
【０４７２】
　この様な反復的解法が行われている間に、計測対象の弾性率、粘弾性率、遅延時間、緩
和時間、密度値に関する先見的なデータ(例えば、(粘)弾性率値はゼロより大きい。又、(
粘)ポアソン比はゼロより大きく１/２より小さい等。)から外れる値が評価された際には
、強制的に先見的な値を満足する様に修正されることがある(例えば、(粘)弾性率値が負
値として評価された場合にはゼロに近い正値に修正される。又、(粘)ポアソン比値が１/
２より大きい値として評価された場合には１／２未満の１／２に極めて近い値に修正され
る。この場合、平面応力近似を想定している場合には(粘)ポアソン比値は１／２に修正で
きる。)。
【０４７３】
　また、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率や粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率
の１次元又は２次元計測の場合は、関心点の位置が力源から離れるに従い、その位置の弾
性率や粘弾性率は小さく評価される傾向がある。この場合には、計測対象と形状が等しく
弾性率や粘弾性率が均質であるモデルおよび使用される力源をモデル化し、このモデルに
おいて解析的に又は数値解析的に評価される歪データや歪速度データを用いて弾性率分布
や粘弾性率分布の計測に用いる歪計測データや歪速度データを補正することがある。又は
、このモデルにおいて解析的に又は数値解析的に評価される応カデータを用いて計測され
た弾性率分布や粘弾性率分布を校正することがある。あるいは、このモデルにおいて解析
的に又は数値解析的に評価された歪データや歪速度データを用いて弾性率分布や粘弾性率
分布を評価してこれらを用いて計測された弾性率分布や粘弾性率分布を校正することがで
きる。但し、関心領域が力源から離れるに従い計測対象および力源を厳密にモデル化する
必要はないことがある。又、変形方向と計測された歪テンソル成分の方向が異なる場合に
おいても、弾性率や粘弾性率を、同様に、解析モデル又は数値解析モデルを用いて補正す
ることがある。上記の正則化パラメータは、いずれも、参照領域から支配的に変形してい
る方向に遠ざかるに連れて大きい値に設定されることがある。
【０４７４】
　ずり弾性率やポアソン比等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率、遅延
時間や緩和時間の経時的絶対変化(差分値)は、基準の時刻および異なる時刻において評価
された絶対的な値の差分を評価することにより得られる。また、これらの弾性率分布、粘
弾性率、遅延時間や緩和時間の経時的相対変化(比の値)を評価する場合は、基準の時刻お
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又、これらの弾性率分布や粘弾性率の経時的相対変化(比の値)に関しては、基準の時刻お
よび異なる時刻において評価された自然対数値の差分より評価されることもある。このよ
うに、弾性率や粘弾性率の推定結果に関しての信号処理は、自然対数の取られている状態
にて施されることがある。また、(143)式～(145)式による弾性率分布や粘弾性率分布の計
算においては、共役勾配法などの反復的解法が採用されることがあるが、その際の推定値
の初期値としては、一つ前の時刻において評価された推定値を用いることなどにより、計
算量を低減できる。その反復推定が行われている間に、計測対象の弾性率、粘弾性率、遅
延時間、緩和時間、密度値に関する先見的なデータ(例えば、(粘)弾性率値はゼロより大
きい。又、(粘)ポアソン比はゼロより大きく１/２より小さい等。)から外れる値が評価さ
れた際には、強制的に先見的な値を満足する様に修正されることがある(例えば、(粘)弾
性率値が負値として評価された場合にはゼロに近い正値に修正される。又、(粘)ポアソン
比値が１/２より大きい値として評価された場合には１／２未満の１／２に極めて近い値
に修正される。この場合、平面応力近似を想定している場合には(粘)ポアソン比値は１／
２に修正できる。)。
【０４７５】
　式(125)～(137'')の直接的解法として特異値分解が使用される場合ことがあり、その場
合には正則化が施される場合と施されない場合がある。
【０４７６】
　また、一階の空間偏微分方程式の式(125)～(137' ')にて未知弾性率や未知粘弾性率の
スペクトラムを扱い、上記の時空間方向にだけでなく周波数方向にも正則化を施して安定
的に各未知弾性率や未知粘弾性率を評価することがある。
【０４７７】
　例えば、１次元関心領域ｘ内のずり弾性率分布の時系列μ(x,t)及び粘ずり弾性率分布
の時系列μ'(x,t)の周波数分散（スペクトラムの周波数分布及び位相の周波数分布）を計
測対象とする場合に、ずり弾性率分布の時系列μ(x,t)の離散時系列μ(x,j)［j＝ｔ／Δ
ｔ(＝０～ｎ)］（有限要素近似を施す場合には空間座標（x,I）［I＝ｘ／Δｘ］のみを変
数とする基底関数φ(I,ｘ)を使用して、ΣIφμ(I,x)μ(I,j)と表される。）が、μ(x,j)
を各位置において時間ｊ方向にフーリエ変換を行うことにより得られるスペクトラム分布
の各周波数ｌ成分の大きさμ(x,l)及び位相θμ(x,l)を用いて、即ち、各位置の各周波数
lのスペクトラムの実数成分（μ(x,l)cosθμ(x,l)）及び虚数成分(μ(x,l)sinθμ(x,l)
)を用いて、次のように表される。
【数２０２】

ここで、太文字ｊは虚数単位を表す。ｌ（＝０～ｎ）は離散周波数座標であり、周波数ｆ
とは周波数データの間隔Δｆを用いてｆ＝ｌΔｆの関係にある。
【０４７８】
　また、粘ずり弾性率分布の時系列μ'(x,t)の離散時系列μ'(x,j)（有限要素近似を施し
た場合には、ΣIφμ'(I,x)μ'(I,j)と表される。）が、μ'(x,j)を各位置において時間
ｊ方向にフーリエ変換を行うことにより得られるスペクトラム分布の各周波数ｌ成分の大
きさμ'(x,l)及び位相θμ'(x,l)を用いて、即ち、各位置の各周波数lのスペクトラムの
実数成分（μ'(x,l)cosθμ'(x,l)）及び虚数成分(μ'(x,l)sinθμ'(x,l))を用いて、次
のように表される。
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【数２０３】

【０４７９】
　１階の空間偏微分方程式(137)式は、次のように表されるものとする。

【数２０４】

その場合には、各周波数ｌにおいて、次の１階の連立空間偏微分方程式が成立する。
【数２０５】

【０４８０】
　従って、１階の連立空間偏微分方程式の（146'）式及び(146' ')式を、一階の空間偏微
分方程式の式(137)を各時間ｊ（＝０～ｎ）において扱う場合と同様に、有限差分近似や
有限要素近似（変分原理やガラーキン法に基づく）を行うことができる。
【０４８１】
　さらに、既知の弾性率や粘弾性率の時系列の各周波数ｌ（＝０～ｎ）のスペクトラムの
実数成分の節点空間分布データ及び虚数成分の節点空間分布データ（ずり弾性率の時系列
の各周波数ｌ（＝０～ｎ）のスペクトラムの実数成分の節点空間分布データのμ(I,l)cos
θμ(I,l)と虚数成分の節点空間分布データのμ(I,l)sinθμ(I,l)、及び、粘ずり弾性率
の時系列のスペクトラムの各周波数ｌ（＝０～ｎ）の実数成分の節点空間分布データのμ
'(I,l)cosθμ'(I,l) と虚数成分の節点空間分布データのμ'(I,l)sinθμ'(I,l)）を代
入することにより、各時間ｊ（＝０～ｎ）において、各周波数ｌ（＝０～ｎ）の、ずり弾
性率の時系列のスペクトラムの実数成分の節点空間分布μ(I,l)cosθμ(I,l)と粘ずり弾
性率のスペクトラムの実数成分の節点空間分布μ'(I,l)cosθμ'(I,l)に関する連立方程
式(142)と、ずり弾性率の時系列のスペクトラムの虚数成分の節点空間分布μ(I,l)sinθ

μ(I,l)及び粘ずり弾性率のスペクトラムの虚数成分の節点空間分布μ'(I,l)sinθμ'(I,
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l)に関する連立方程式(142)を得る。
【０４８２】
　この様に、式(125)～(137' ')のいずれの１階の空間偏微分方程式が使用される場合に
おいても、同様に、計測対象である未知弾性率や未知粘弾性率の空間分布が周波数領域に
おいてその節点空間分布のスペクトラムを用いて近似されて、未知パラメータである未知
弾性率や未知粘弾性率のスペクトラムの実数成分の空間分布に関する連立方程式と未知パ
ラメータである未知弾性率や未知粘弾性率のスペクトラムの虚数成分の空間分布に関する
連立方程式が導出される。以下、これらの２個の連立方程式の各々が正則化される際には
、各連立方程式は、通常、上述の如く、未知の分布にかかる分布データ等により正規化さ
れる。
【０４８３】
　（Ａ）各時系列ｉ（＝１～Ｍ）の各時間ｊ（＝０～ｎ）の各周波数ｌ（＝０～ｎ）にお
いて導出される２個の連立方程式は、各々、１つ以上の未知パラメータの周波数ｌの実数
成分の空間分布と虚数成分の空間分布の各々について解かれることがある。
【０４８４】
　（Ｂ）異なる時系列ｉ（＝１～Ｍ）や異なる時間ｊ（＝０～ｎ）の各々において導出さ
れる２個の連立方程式は、各々、１つ以上の未知パラメータの周波数ｌの実数成分の空間
分布と虚数成分の空間分布の各々に関して連立され、全ての未知パラメータの周波数ｌの
実数成分の空間分布と虚数成分の空間分布の各々について解かれることがある。
【０４８５】
　（Ｃ）異なる時系列ｉ（＝１～Ｍ）や異なる時間ｊ（＝０～ｎ）の各々において導出さ
れる２個の連立方程式は、各々、１つ以上の未知パラメータの周波数ｌの実数成分の空間
分布と虚数分布の空間分布の各々に関して連立され、全ての未知パラメータの各周波数ｌ
の実数成分の空間分布と虚数成分の空間分布の各々を空間的に安定化させるべく、これら
の実数成分の空間分布と虚数成分の空間分布に関する連立方程式の各々に前述の式(143)
の空間方向の正則化[各分布の２乗ノルム（有限要素近似を行った場合のみ）や各分布の
勾配の２乗ノルムや各分布のラプラシアンの２乗ノルムを使用]が施されることがある。
この場合には、各未知パラメータの各周波数ｌの実数成分の空間分布と虚数成分の空間分
布にかかる正則化パラメータは、これらの空間分布にかかる物理量の関心領域内において
使用された時間内のＳＮパワー比に反比例する様に決定されることがある。また、正則化
パラメータは、方向(かかる物理量の各方向の変化量のＳＮパワー比に反比例)と時間と位
置に依存するものとして扱われることもある。
【０４８６】
　（Ｄ）同様に、異なる時系列ｉ（＝１～Ｍ）や異なる時間ｊ（＝０～ｎ）の各々におい
て導出される２個の連立方程式は、各々、１つ以上の未知パラメータの周波数ｌの実数成
分の空間分布と虚数成分の空間分布に関して連立され、全ての未知パラメータの各周波数
ｌの実数成分の空間分布と虚数成分の空間分布の各々を時間方向に安定化させるべく、こ
れらの実数成分の空間分布と虚数成分の空間分布に関する連立方程式の各々に前述の時間
方向の正則化（各分布の時間方向の１階偏微分の２乗ノルムや２階偏微分の２乗ノルムを
使用）が施されることがある。この場合には、各未知パラメータの各周波数ｌの実数成分
の空間分布と虚数成分の空間分布にかかる正則化パラメータは、これらの空間分布にかか
る物理量の関心領域内において使用された時間内の変化量のＳＮパワー比に反比例する様
に決定されることがある。また、正則化パラメータは、方向(かかる物理量の各方向の変
化量のＳＮパワー比に反比例)と時間と位置に依存するものとして扱われることもある。
【０４８７】
　（Ｅ）任意の時系列ｉの任意の１つの時間ｊにおいて、導出される１つ以上の未知パラ
メータの各周波数ｌの実数成分の空間分布と虚数成分の空間分布の各々に関する連立方程
式を全ての周波数（ｌ＝０～ｎ）に関して連立した上で、各位置において全ての未知パラ
メータのスペクトラムの実数成分分布と虚数成分分布の各々を周波数方向に安定化させる
べく、各未知パラメータのスペクトラムの実数成分分布と虚数成分分布の各々の周波数方



(143) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

向の１階偏微分の２乗ノルムと２階偏微分の２乗ノルムを用いた正則化が施されることが
ある。これらの各未知パラメータの各周波数ｌの実数成分の空間分布と虚数成分の空間分
布にかかる正則化パラメータは、これらの空間分布にかかる物理量のＳＮパワー比に反比
例する様に決定されることがある。また、正則化パラメータは、方向(かかる物理量の各
方向の変化量のＳＮパワー比に反比例)と時間と位置に依存するものとして扱われること
もある。
【０４８８】
　さらに、上記の（Ｃ）や（Ｄ）と同様に、１つ以上の未知パラメータの空間分布の各々
を、空間的に、また、時間方向に安定化させるべく、異なる時系列（ｉ＝１～Ｍ）や時間
ｊ（＝０～ｎ）において導出される全ての未知パラメータの各周波数ｌの実数成分の空間
分布と虚数成分の空間分布の各々に関する連立方程式を全ての周波数（ｌ＝０～ｎ）に関
して連立した上で、上記の空間方向と時間方向と周波数方向に関する正則化が施されるこ
とがある。これらの各未知パラメータの各周波数ｌの実数成分の空間分布と虚数成分の空
間分布にかかる正則化パラメータは、各未知パラメータにかかる物理量の使用された時間
内のＳＮパワー比に反比例する様に決定されることがある。また、正則化パラメータは、
方向(かかる物理量の各方向の変化量のＳＮパワー比に反比例)と位置と時間に依存するも
のとして扱われることもある。
【０４８９】
　以上の通り、連立方程式(142)を用いた上記の（Ａ）～（Ｅ）のいずれかにより、使用
された歪や歪速度の時系列データの時間内の各未知弾性率や未知粘弾性率の周波数分散が
求められる。
【０４９０】
　また、節点弾性率分布や節点粘弾性率の時系列は、各位置において使用された節点歪テ
ンソルや節点歪速度テンソルの時系列データの時間内において求められたスペクトラム分
布に、各位置において、逆フーリ変換を施すことにより求められる。例えば、時間ｊ＝０
～ｎにおいて、節点ずり弾性率分布の時系列は、
【数２０６】

であり、これより、ずり弾性率分布の時系列μ(x,t)が求められる。
【０４９１】
　式(125)～(137' ')の３次元、２次元、１次元関心領域を対象とした場合も同様である
。
【０４９２】
　弾性率や粘弾性率の周波数分散そのものを最終的な計測対象とする場合は、式(125)～(
137' ')を直接的に使用した場合と同様に、弾性率や粘弾性率の周波数分散の関心のある
周波数帯域を対象とできる様に、充分に広帯域の変形場の時系列を生成させるべく、積極
的に適切な力源が使用されることがある。
【０４９３】
　尚、上記において、変形データの瞬時周波数を測定した場合は、周波数ｌを瞬時周波数
として扱えばよい。
【０４９４】
　また、未知弾性率や未知粘弾性率に関するフーリエ変換は時間方向にではなく、空間方
向に適用されて、同様に、未知弾性率分布や未知粘弾性率分布が求められることがある。
【０４９５】
　また、一階の空間偏微分方程式の式(126)、(127)、(128)、(129)、(131)、(132)、(133
)、(134)、(136)、(137)と式(128' ' ')、(128' ' ' ')、(129' ' ')、(129' ' ' ')、(1
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33' ' ')、(133' ' ' ')、(134' ' ')、(134' ' ' ')、(137')、(137' ')にて未知弾性率
や未知粘弾性率の時系列の周波数分散（スペクトラムの周波数分布及び位相の周波数分布
）を扱うべく、式(126)、(127)、(128)、(128' ' ' ')、(129)、(129' ' ' ')、(131)、(
132)、(133)、(133' ' ' ')、(134)、(134' ' ' ')、(136)、(137)、(137' ')を畳み込み
積分を用いて近似的に式(128' ' ')、(129' ' ')、(133' ' ')、(134' ' ')、(137')の如
く表し（例えば、式(137)は、近似して、
【数２０７】

と表す。式(128' ' ')、(129' ' ')、(133' ' ')、(134' ' ')、(137')と同様に、上記の
如く、時空間において正則化を施して安定的に扱われることもある。時間方向に１階の偏
微分を施した上で扱われることや、部分積分を施した上で扱われることもある。理論的に
は、弾性率分布と粘弾性率分布は、初期時刻ｔ'から時刻ｔまでの間、不変である必要が
ある。フーリエ変換した上で
(例えば、式(137' ' ')の場合は、

【数２０８】

と求められる。)、上記の如く、時空間方向や周波数方向に正則化を施して安定的に未知
弾性率や未知粘弾性率が求められることがある。
【０４９６】
　尚、密度分布ρを扱う場合に関しては、前記の如く慣性項を右辺に加えた空間偏微分方
程式(125)～(137')が扱われ[但し、式(126)、(131)、(136)の偏微分方程式を、ずり弾性
率の逆数の自然対数そのもの、ずり弾性率の逆数そのもの、粘ずり弾性率の逆数の自然対
数そのもの、又は、粘ずり弾性率の逆数そのものに関して解く場合に関しては、適用され
ない。]、上記の如く、これらの偏微分方程式は有限差分近似されるか、あるいは有限要
素近似(変分原理又はガラーキン法)され、ずり弾性率分布μ、ポアソン比分布ν、粘ずり
弾性率分布μ'、粘ポアソン比分布ν'と同様、密度分布ρが既知である領域においてはそ
の分布値が使用され、又、密度分布ρが未知である領域においてはその分布は計測対象と
して式(142)の未知ベクトルｓの構成成分となり、正則化された上で安定的に求められる
。又、前述の通り、式(126)、(127)、(131)、(132)、(136)の偏微分方程式中の弾性率を
対応する粘弾性率に置き換え、且つ、歪テンソル成分を歪速度テンソル成分に置き換え、
同様に、使用される偏微分方程式は有限差分近似されるか、あるいは有限要素近似され、
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密度分布ρが既知である領域においてはその分布値が使用され、又、密度分布ρが未知で
ある領域においてはその分布は計測対象として式(142)の未知ベクトルｓの構成成分とな
り、正則化された上で安定的に求められる。この様に、密度ρを扱う場合は、連立方程式
(142)の行列Ｅ及びベクトルｅ中の加速度ベクトル分布データと、歪テンソル分布データ
や歪速度テンソル分布データおよびこれらテンソルデータの空間微分値は、計測された加
速度ベクトルデータと歪テンソルデータや歪速度テンソルデータのノイズを低減するべく
、低域通過型の空間フィルタや低域通過型の時間フィルタや低域通過型の時空間フィルタ
をかけたもので決定される。又、前記の如く、偏微分方程式を連立して慣性項を消去し、
弾性率や粘弾性率を求めた上で、密度を求めることがある(複数の独立した変形場が使用
されることもある)。
【０４９７】
　尚、式(125)～式(134'''')に関しては、有限差分近似又は有限要素近似された式が、式
中の体積歪εααを含む項の弾性率(空間、時間、スペクトラム)分布から成るベクトルx1
と体積歪εααを含まない項の弾性率(空間、時間、スペクトラム)分布から成るベクトル
x2に関する式
【数２０９】

として扱われることがある。また、これより、ベクトルｘ1とベクトルx2の各々に関する
式
【数２１０】

を得、参照値が代入された上で、必要に応じ、両者、若しくは、いずれかが、式(142)と
同様に扱われるか、或いは、両者、若しくは、いずれかが、式(142)中にて使用されるこ
とがある。但し、A11

+とA22
+の各々は、A11とA22の、逆行列、若しくは、一般逆(最小二

乗逆、又は、特異値分解を行った上で体積歪の測定精度に基づき小さい特異値を使用しな
いもの、又は、上記の如く体積歪の測定精度に基づき単位行列や勾配作用素やラプラシア
ン作用素を用いて正則化したもの)である。関心領域内の非圧縮性を呈示する組織におい
ては測定される体積歪εααの大きさは極めて小さく、式(147')と(147'')の各々は、特
に、その組織の領域において使用されることがある。
　また、ベクトルｘ1は、時として、体積歪εααと弾性率の積そのものの分布から成る
ベクトルとして扱われることもあり、この場合においては、この積の分布が求められた上
で、弾性率分布が求められる。
【０４９８】
　以上の如く、(125)式～(137' ')式のいずれかを用いて計測された弾性率分布データや
粘弾性率分布データや密度分布データと別の変形データを用いて、同様に、(125)～(137'
 ')式のいずれかを用いて未知弾性率分布や未知粘弾性率分布や未知密度分布が計測され
ることがある。
【０４９９】
　次に、図２６のフローチャートに沿って、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率の分布、
粘ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率の分布、遅延時間の分布、緩和時間の分布、密
度分布の計測手順について詳細に説明する。まず、これらの未知弾性率、未知粘弾性率、
未知密度の参照領域を適切に設定する（Ｓ１１）。または、未知弾性率、未知粘弾性率、
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未知密度の各々の参照領域として、関心領域７内に参照点を設定する。ここで、参照点は
その弾性率、粘弾性率、密度が既知である点、又は単位大きさの値を持つと想定した点、
又は単位値以外のある有限値を持つと想定した点である。
【０５００】
　これらの未知弾性率、粘弾性率、密度の計測精度を向上させるためには、変形方向と広
く交わるように各々の参照領域を関心領域内に設定することが望ましい。参照領域とは、
これらの弾性率、粘弾性率、密度の各々が既知である領域又は先見的に弾性率、粘弾性率
、密度がある分布をもつと想定できる領域である。絶対的な弾性率分布、絶対的な粘弾性
率、絶対的な密度を計測するためには、参照値として各々の絶対値が与えられる必要があ
る。
【０５０１】
　時として、参照領域内の対応する応力成分の分布を仮定し(例えば、一定)、かかる歪の
値(例えば、応力成分の分布を一定と仮定した場合は歪の比)から弾性率の参照値が、かか
る歪速度の値(例えば、応力成分の分布を一定と仮定した場合は歪速度の比)から粘弾性率
の参照値が、決定されることがある。
【０５０２】
　関心領域内に弾性率値、粘弾性率値、密度値が既知である参照点又は参照領域が存在し
ない場合は、それらの参照物を関心領域に直接的に当てることが可能であれば、これを当
てた上で一部を関心領域に含めて変形場（歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベク
トル場）の計測を行う（Ｓ１２）。この場合には、参照物の弾性率値は計測対象のそれよ
りも大きい値であることが望ましく、また、この参照物を力源８と関心領域の間に挟むこ
とが望ましい。
【０５０３】
　対象物は、厳密には３次元空間において変形するため、３次元再構成を行うことが望ま
しい。しかし、対象物の浅部における弾性率、粘弾性率、密度を評価する場合は、高精度
に計測できる深部方向の歪データ、歪速度データ、加速度データを積極的に用いる１次元
再構成法（式(135)～(137' ')）は有用である。これに対し、対象物の深部における弾性
率、粘弾性率、密度を評価する場合には、やはり、多次元再構成(式(125)～(134' ' ' ')
)が有用であり、力源および参照領域の設定に関して自由度を高くすることができる。
【０５０４】
　特に、２次元再構成に関しては関心領域の面に対してz方向に両側よりかかる力により
ｚ方向の歪がゼロに近い場合は式(125)～(129' ' ' ')を、関心領域の面に対してz方向に
かかる力がゼロに近い場合は式(130)～(134' ' ' ')を用いる。独立した変形場（歪テン
ソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル場）を計測する場合は、力源８の位置を変え
て行うことがある。これは、歪、歪速度、加速度の計測精度がその大きさに依存するため
、関心領域全体にわたって一様な弾性率、粘弾性率、密度の計測精度を実現するためには
、様々な位置に力源８を設定して計測する必要がある。当然のことながら、計測時間およ
びコストがかかるため、計測回数は計測精度とトレード・オフの関係にある。逆に、対象
物が力源８'や８"により自然に変形する場合には、力源８は必要ないことがあり、自然に
生じる歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル場のみを計測すればよいことは
既に述べた。
【０５０５】
　弾性率、粘弾性率、密度の計測は、計測制御手段３によって、計測対象６および検出セ
ンサー５の位置を調整し、位置情報と検出信号をデータ記録手段２に入力する。データ処
理手段１において、歪、歪速度、加速度の計測データに対してノイズ除去のためのフィル
タリングを行い（Ｓ１３）、空間的に平滑化し、係数Ｅ、ｅを求める（Ｓ１４）。次いで
、正規方程式(144)より関心領域のｓ、即ち、弾性率分布、粘弾性率分布、密度分布等を
求める（Ｓ１５）。なお、計測結果としては、各時間の、変位ベクトル成分分布、歪テン
ソル成分分布、歪テンソル成分勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成分
勾配分布、ずり弾性率やポアソン比やラメ定数等の弾性率分布、粘ずり弾性率や粘ポアソ
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ン比や粘性ラメ定数等の粘弾性率分布、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅
延時間分布や緩和時間分布、密度分布、これらの勾配分布、これらのラプラシアン分布、
これらの時間方向の１階偏微分(時間方向の変化率)、これらの時間方向の２階偏微分、こ
れらの時系列を記録すべく、データ処理手段１の計測結果がデータ記録手段２に入力され
る。また、これらの計測結果をＣＲＴ（カラー・グレイ）などの表示装置にリアルタイム
表示すべく、データ処理手段１の出力は表示装置に入力することができる。また、静止画
(フリーズ画像)を呈示することもできる。尚、画像表示の際には、各々の計測結果は、適
宜、設定される各々の上限値や下限値により打ち切られることがある。各弾性率分布と各
粘弾性率分布の画像表示に関しては、各々の逆数の分布が画像表示されることがある。ま
た、これらには直流が加算若しくは減算されることもある。歪テンソル成分分布の画像表
示に関しては、符号が関心領域内において変化する場合には、適切な直流を加えて、符号
が一定となる様にすることがある（その際には、弾性率画像と相関が取れる様に輝度値が
割り当てられることが望ましい）。圧縮が生じていると先見的にわかる場合にはマイナス
値となる様に、伸張が生じていると先見的にわかる場合にはプラス値となる様にすること
が望ましい。また、各々の計測結果は、ログ圧縮されて表示されることもある。歪速度テ
ンソルも同様である。また、その様に直流を加算若しくは減算した上で歪の比が計算され
てずり弾性率やその逆数の推定値を得ることもある。また、これらがずり弾性率やその逆
数の再構成の初期値に使用されることがある(その際には、直流を用いていない歪または
直流を用いた歪が用いられる)。これらの分布が同様に画像表示されることがある。また
、歪速度に直流を加算若しくは減算した上で歪速度の比が計算されて粘弾性率やその逆数
の推定値を得ることもある。また、これらが粘弾性率やその逆数の再構成の初期値に使用
されることがある(その際には、直流を用いていない歪速度または直流を用いた歪速度が
用いられる)。これらの分布が同様に画像表示されることがある。
【０５０６】
　計測結果としては、各時間の、変位ベクトル成分分布、歪テンソル成分分布、歪テンソ
ル成分勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成分勾配分布、ずり弾性率や
ポアソン比やラメ定数等の弾性率分布、粘ずり弾性率や粘ポアソン比や粘性ラメ定数等の
粘弾性率分布、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間分布や緩和時間分
布、密度分布、これらの勾配分布、これらのラプラシアン分布、これらの時間方向の１階
偏微分(時間方向の変化率)、これらの時間方向の２階偏微分、これらの時系列のほかに、
これらの弾性率分布、粘弾性率分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度分布の各々の基
準時刻に対する経時的相対変化(比の値)あるいは経時的絶対変化（差分値）とこれらの時
系列を、また、これらの弾性率、粘弾性率、遅延時間、緩和時間、密度の各々の周波数分
散の近似の空間分布、各時間の弾性エネルギー分布や変形の際に消費されたエネルギー分
布と基準時刻からの時間方向の各々の積算値とこれらの時系列、これらの弾性エネルギー
分布や変形の際に消費されたエネルギー分布の各々の基準時刻に対する経時的相対変化(
比の値)あるいは経時的絶対変化（差分値）とこれらの時系列をデータ処理手段１にて評
価できる。歪計測データが欠落した点又は領域が存在した場合は、その時間の点又は領域
を関心領域から除外して演算し、その演算後において、演算結果を関心時空間内において
内挿又は外挿補間処理により欠落したその時間の点又は領域の値を評価することがある。
そして、それらの評価結果をデータ記録手段２に記録すると共に、表示装置に出力表示す
ることができる。
【０５０７】
　これら計測結果は、データ処理手段１にて正規方程式(144)より得られる空間的に絶対
的なこれらの弾性率分布、粘弾性率分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度分布又は空
間的に相対的なこれらの弾性率分布、粘弾性率分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度
分布に空間フィルタ処理を予め施した上で求められるか、あるいはこれらの各結果を求め
た上で空間フィルタ処理が施される、また、これらの弾性率分布、粘弾性率分布、遅延時
間分布、緩和時間分布、密度分布の時系列に時間フィルタ処理や空間フィルタや時空間フ
ィルタ処理を予め施した上で求められるか、あるいはこれらの各結果を求めた上で時系列
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に時間フィルタ処理や空間フィルタや時空間フィルタ処理が施されることがあり、その後
、データ記録手段２に記録すると共に、表示装置に出力表示することができる。空間フィ
ルタ処理、時間フィルタ処理、又は時空間フィルタ処理は、周波数を指標にして表示又は
定量化する際の成分を選択又は強調するためであり、初期値と参照値を含めて、高域強調
型、中域強調型、低域強調型、高域通過型、中域通過型、低域通過型などを、適宜採用す
ることができる。このフィルタ処理はデータ処理手段１にて行われる。
　これらの計測結果は、特異点や特異領域や計算の不安定となる領域などを含む領域にお
いて、値を先見的情報に基づいた値に置き換えることがあり、さらに、その処理の施され
た領域を含む分布が処理されることがある。また、これらの計測結果は、特異点や特異領
域や計算の不安定となる領域などを含む領域において、値を設定される各々の上限値や下
限値により打ち切ったものとすることがあり、さらに、その処理の施された領域を含む分
布が処理されることがある。また、これらの計測結果は、特異点や特異領域や計算の不安
定となる領域などを含む領域において、値を近傍の値を用いて各種補間処理(線形補間、
２次元補間、余弦補間、ラグランジュ補間、スプライン補間等)を通じて評価される値と
することがあり、さらに、その処理の施された領域を含む分布が処理されることがある。
歪や歪速度の比より求められた弾性率分布や粘弾性率分布も同様に処理されることがある
。
　また、これらの計測結果の逆数や対数が処理されることもある。この場合においても、
同様に、値を先見的情報に基づいた値に置き換えることがあり、さらに、その処理の施さ
れた領域を含む分布が処理されることがある。また、値を設定される各々の上限値や下限
値により打ち切ることがあり、さらに、その処理の施された領域を含む分布が処理される
ことがある。また、値を近傍の値を用いて各種補間処理(線形補間、２次元補間、余弦補
間、ラグランジュ補間、スプライン補間等)を通じて評価される値とすることがあり、さ
らに、その処理の施された領域を含む分布が処理されることがある。歪や歪速度の比より
求められた弾性率分布や粘弾性率分布も同様に処理されることがある。
　尚、歪の比は、前記の如く、参照領域内のある有限領域において評価される歪の平均値
εaveを用いてその有限領域のずり弾性率の平均値μaveに対する相対値(参照値)μ（Ｘ）
／μave又は絶対値μ（Ｘ）として求めることがある。無論、元の参照領域は均質である
こともあり、この場合、μaveはその元の参照領域のずり弾性率である。また、歪の比は
、前記の如く、移動平均により求められた歪ε（Ａ）や遮断周波数を低く設定した微分フ
ィルタや低域通過型フィルタを用いて評価された歪ε（Ａ）を用い、相対値(参照値)μ（
Ｘ）／μ（Ａ）又は絶対値μ（Ｘ）として求めることがある。
【０５０８】
　尚、偏微分方程式(125)～(137')において、別の変形場データを使用して式(125)～(137
')に基づいて予め計測された弾性率分布、粘弾性率分布、密度分布データ、もしくは典型
値に基づく弾性率分布、粘弾性率分布、密度分布データが使用された上で、未知弾性率分
布、未知粘弾性率分布、未知密度分布が求められることがある。
【０５０９】
　また、超音波診断装置と併用して、これより評価される体積弾性率および密度の空間的
変化の計測および画像化も同時に行うことができる。これにより、関心領域に関する組織
について総合的な評価がなされる。この場合は、図1のデータ処理手段１、データ記録手
段２、計測制御手段３、変位又は歪検出センサー５、駆動・出力調整手段５'などを併用
することになる。また、核磁気共鳴イメージング装置と併用して、原子密度分布の計測及
び画像化が同時に行なわれることがある。
【０５１０】
　上述したように、図1の実施形態によれば、変位又は歪検出センサー５を用い、遠隔的
に関心領域内の歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトルを計測し、その計測値
によって記述される一階の空間偏微分方程式を有限差分法又は有限要素法を用いて解くこ
とによって、これらの絶対的な弾性率分布、関心領域内において与えられたこれらの参照
弾性率に対する各々の相対的な分布、これらの絶対的な粘弾性率分布、関心領域内におい
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て与えられたこれらの参照粘弾性率に対する各々の相対的な分布、絶対的な密度分布、関
心領域内において与えられた参照密度に対する相対的な分布等を演算により推定すること
できる。
【０５１１】
　また、これらの弾性率、粘弾性率、密度の演算にあたって、正則化された代数方程式を
用いることにより、歪計測データ、歪速度計測データ、加速度計測データに含まれるエラ
ー（ノイズ）データや参照領域が狭くて位置が悪い場合においても関心領域内の歪計測デ
ータ、歪速度計測データ、加速度計測データのみからこれらの弾性率分布、粘弾性率分布
、密度分布の推定が可能となる。
【０５１２】
　また、上述の実施形態によれば、各力源８、８'、８"が関心領域の外部に存在するとい
う条件の下ではあるが、変位・歪検出センサー５を用いて取得される関心領域内の超音波
散乱信号を信号処理して得られる歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル場の
計測データのみから、その関心領域内のこれらの弾性率、粘弾性率、密度を推定すること
が可能である。すなわち、未知対象物の関心領域内のこれらの弾性率、粘弾性率、密度を
関心領域内にて計測された歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル場の計測デ
ータから求めることができる。特に、対象物が自然に変形する場合にはその場を乱すこと
なく容易に関心空間・領域の弾性率分布、粘弾性率分布、密度分布を推定することが可能
となる。また、測定精度に勝るだけの大きな変形を生じさせることが困難であると考えら
れる対象物の深部に関心領域が存在する場合に有用である。
【０５１３】
　本実施形態に係る弾性率・粘弾性率計測装置は、放射線照射による組織の変性および温
度変化が、ずり弾性率やポアソン比やラメ定数等の弾性率、粘ずり弾性率や粘ポアソン比
や粘性ラメ定数等の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や
緩和時間、密度の変化をともなうため、放射線照射等の治療効果をモニタリングするもの
として極めて有用である。
【０５１４】
　なお、図1の実施形態においては、超音波探触子を用いた変位・歪検出センサー５によ
り関心領域内の歪テンソル、歪速度テンソル、加速度ベクトルを計測する例を説明したが
、本発明はこれに限らず、電磁波(光を含む)透過/反射/散乱信号や核磁気共鳴信号の信号
処理により評価される関心領域７内の歪テンソル場、歪速度テンソル場、加速度ベクトル
場のみから、その関心領域の、ずり弾性率やポアソン比やラメ定数等の弾性率、粘ずり弾
性率や粘ポアソン比や粘性ラメ定数等の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率
に関わる遅延時間や緩和時間、密度を演算により求めることができる（以下、ラメ定数と
粘性ラメ定数を使用しての弾性率と粘弾性率の記載は略）。
【０５１５】
　次に、本発明の一実施形態に係る治療装置について説明する。この治療装置は、以上説
明した変位ベクトル分布、歪テンソル分布等の計測技術、及び、弾性率・粘弾性率と密度
の計測技術を超音波治療に適用したものである。
　ここで、先に説明したような変位ベクトル分布、歪テンソル分布、歪速度テンソル分布
、加速度ベクトル分布、速度ベクトル分布、弾性率分布や粘弾性率分布を計測する狙いは
、定量的に静力学または動力学に関る物体、物質および材料の非破壊による特性評価およ
び検査、生物の非侵襲的診断および検査を行うことにある。例えば、ヒト生体軟組織を対
象とした場合には、積極的に体外より圧迫ないし低周波振動を印加すると、病変の進行や
組織性状の変化に伴う組織の静的弾性特性の変化に着目して組織性状鑑別を行うことがで
きる。また、体外より圧迫することに代えて、心拍や脈拍などによる組織変形を計測して
も同様であり、組織の弾性率や粘弾性率の値およびその分布形態から組織性状鑑別を行う
ことができる。血流(速度)を観察することにも使用できる。
【０５１６】
　図２７は、本実施形態に係る治療装置の全体構成を示すブロック図である。医療分野に
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おいては、強力超音波照射、レーザ照射、電磁ＲＦ波照射や電磁マイクロ波照射の照射、
冷凍(冷却)により、病変部を治療することが行なわれている。これらの低侵襲治療の場合
には、治療により病変部の組織変性や組成成分重量分率の変化、温度変化が生ずる。例え
ば、生体を対象とした場合には、組織蛋白質の変性により組織凝固を生じる。これらの組
織変性や組成成分重量分率の変化や温度変化は、ずり弾性率やポアソン比等の弾性率や粘
ずり弾性率や粘ポアソン比等の粘弾性率、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる
遅延時間や緩和時間、電気インピーダンス(導電率や誘電率)や熱物性(熱伝導率や熱拡散
率や(灌流現象に関わる)熱伝達率)、これらに関わる遅延時間や緩和時間、密度の変化を
ともなう。
【０５１７】
　そこで、病変部位の、絶対的又は相対的なずり弾性率、絶対的又は相対的なポアソン比
、絶対的又は相対的な粘ずり弾性率、絶対的又は相対的な粘ポアソン比、各弾性率と対応
する粘弾性率に関わる絶対的又は相対的な遅延時間や緩和時間、絶対的又は相対的な密度
、電気インピーダンス(導電率や誘電率)や熱物性(熱伝導率や熱拡散率や熱伝達率)、これ
らに関わる遅延時間や緩和時間等を計測し、これらの経時的変化や周波数分散を観察する
ことにより、治療効果を非侵襲でモニタリングすることができる。また、消費電力量や消
費電力量の経時的変化や温度や温度の経時的変化が、各組織に関して理論・シミュレーシ
ョン・計測を通じて得られる換算データに基づいて、計測されたずり弾性率値、ポアソン
比値、粘ずり弾性率値、粘ポアソン比値、電気インピーダンス(導電率や誘電率)、熱物性
(熱伝導率や熱拡散率や熱伝達率)、遅延時間値、緩和時間値、密度値、歪値、歪速度値や
これらの経時的変化より換算され、治療効果が評価されることもある。
【０５１８】
　消費電力量や消費電力量の経時的変化の計測には、電力計及び組織物性値(電気インピ
ーダンスや機械インピーダンスなど)を使用した上で評価されることもある。また、温度
や温度の経時的変化の計測には、従来の温度モニタリング法、又は計測精度を重視して熱
電対などが同時に又は単独で使用されることもある。これらの空間分布の計測を行うこと
により、治療効果をモニタリングできるだけでなく、安全性及び信頼性を確保することが
できる。そして、これらのモニタリングデータを、治療実施間隔、照射パワー、照射強度
、照射時間、照射間隔、照射位置（焦点）、照射形状(アポダイゼ－ション)などをダイナ
ミックにディジタル電子制御や機械制御するための指標として利用して、治療効率を向上
させることができる。
【０５１９】
　図２７に示す治療装置は、強力な超音波を病変部に照射して治療する治療装置であり、
超音波診断装置と弾性率・粘弾性率計測装置を備えて構成されている。図２７に示すよう
に、治療プローブ１１は、超音波探触子１２(治療用振動子１３を兼ねることもある)と、
治療用振動子１３(超音波探触子１２を兼ねることもある)と、プローブ支持部１４とを有
して形成されている。超音波探触子１２は、周知の超音波診断装置に用いられるものと同
様、例えばコンベックス型のように、複数の振動子を一列に配列して形成され、プローブ
支持部１４に取り付けられている。治療用振動子１３は、複数の振動子を超音波探触子１
２の両側に分けて対称的に配列して、プローブ支持部１４に取り付けられている。図中に
は、治療用振動子１３の複数の振動子の超音波射出面が、凹状の曲面を形成するように配
列されているものを示す。プローブ支持部１４は手で把持したり、図1の位置調整手段４
に把持されるようになっている。これにより、治療プローブ１１の位置を調整できるよう
になっている。
【０５２０】
　治療プローブ１１の治療用振動子１３には、治療パルス発生回路２１で発生された超音
波パルスが、治療波遅延回路２２と増幅器２３を介して供給されるようになっている。つ
まり、治療波遅延回路２２において各振動子用に遅延制御され、増幅器２３によって高エ
ネルギの駆動パルスに変換されて各振動子に供給され、これによって、治療用振動子１３
の複数の振動子から射出される超音波のビームの焦点位置を治療部位に制御可能に形成さ
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れている。
【０５２１】
　一方、超音波探触子１２には、超音波パルス発生回路３１から発生された超音波パルス
が送波遅延回路３２においてフォーカス処理され、増幅器３３において増幅された後、送
受分離器３４を介して超音波探触子１２を構成する振動子に供給されるようになっている
。超音波探触子１２により生体内から受信された超音波のエコー信号は、送受分離器３４
を介して増幅器３５に道びかれて増幅された後、受波整相回路３６においてエコー信号の
位相が整相されるようになっている。受波整相回路３６から出力されるエコー信号に基づ
いて、信号処理部３７において画像再構成が行なわれ、ＤＳＣ（ディジタルスキャンコン
バータ）３８にて診断像に変換されてモニタ３９に表示される。これらの診断装置に係る
部分は、周知の超音波診断装置を適用できる。
【０５２２】
　本実施形態の特徴に係る弾性率・粘弾性率計測部４０は、受波整相回路３６から出力さ
れるエコー信号に基づいて、前述の手順により、ずり弾性率、ポアソン比、粘ずり弾性率
、粘ポアソン比、密度、これらの各弾性率と対応する粘弾性率に関わる遅延時間や緩和時
間等を演算により求めるようになっている。なお、計測データおよび演算結果は、弾性率
・粘弾性率計測部４０に備えられているデータ記録手段に格納されるようになっている。
【０５２３】
　また、上述の治療パルス発生回路２１、治療波遅延回路２２、超音波パルス発生回路３
１、送波遅延回路３２、受波整相回路３６、信号処理部３７、ＤＳＣ３８、および弾性率
・粘弾性率計測手段４０は、制御部４１の指令によって制御されるようになっている。ま
た、操作者は、操作部４２から制御部４１に指令や条件を入力するによって、各種の操作
条件や治療条件を設定できるようになっている。なお、信号処理部３７、弾性率・粘弾性
率計測手段４０、操作部４２および制御部４１は、コンピュータにより構成されている。
【０５２４】
　このように構成される超音波治療装置を用いて、超音波治療を行なう場合の動作の概要
を説明する。まず、治療プローブ１１を生体の体表面に接触させて所望の治療部位を含む
生体内の関心領域に向けて支持する。時として、液体槽内において、治療プローブ１１を
体表面に非接触に所望の治療部位を含む生体内の関心領域に向けて支持することもある。
まず、治療に先立って治療部位を撮像するため、操作部４２から撮像開始の指令を入力す
ると、これに応答して制御部４１は超音波パルス発生回路３１と送波遅延回路３２に指令
を出力する。これにより、超音波探触子１２から計測対象の生体内に超音波ビームが照射
される。この超音波ビームは、超音波探触子１２の振動子の配列方向に沿って走査され、
生体の扇形等の断層面に沿った領域に超音波ビームが照射される。超音波が照射された領
域から反射される超音波エコーは、超音波探触子１２の振動子により受信され、そのエコ
ー信号は、受波整相回路３６において超音波ビームごとに整相処理され、信号処理部３７
及びＤＳＣ３８からなる画像処理部により断層面の２次元画像が生成され、モニタ３９に
表示される。このようにして断層像を観察しながら生体内を診断すると共に、断層像を観
察しながら断層像上に治療部位が現れた場合は治療を実行する。
【０５２５】
　治療用振動子と１３と超音波探触子１２が兼用/併用される場合には、治療パルス発生
回路２１は超音波パルス発生回路３１を、治療波遅延回路２２は送波遅延回路３２を、増
幅器２３は増幅器３３を、各々、兼ねることがあり、増幅器２３の出力パルスは送受分離
器３４を介して治療用振動子１３と超音波探触子１２に供給されることがある。この場合
、治療パルスの送信時においても送受波分離器３４以降を動作させることがある。時とし
て、受波整相回路３６において、隣接する素子間等の受信信号の位相差を前記変位計測法
に基づく方法により推定していわゆる位相収差を求め、治療波遅延回路２２と送波遅延回
路３２を制御することにより、位相収差補正を行った上でエコー信号を受信するだけでな
く、治療(送信フォーカス)位置の位置決め精度を向上せしめることがある。
【０５２６】
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　すなわち、治療部位が断像上に現れたら、治療プローブ１１の位置を現在位置に保持す
る。そして、制御部４１は、ＤＳＣ３８に記憶されている断層像に基づいて、治療用振動
子１３の各振動子に供給する駆動パルスの遅延時間を求めて治療波遅延回路２２に出力し
、これにより、治療用振動子から射出される超音波のビーム焦点位置が治療部位に調整さ
れる。また、超音波ビームの照射強度が調整されることがある。これにより、治療部位が
加熱、焼灼されて病変部位が変性される。この治療操作は、必要に応じて間隔をおいて繰
返し行なわれる。また、３次元超音波画像を観察しながら治療を行なうことがある。なお
、治療用の超音波ビームの制御は、ビーム焦点位置（照射位置）の制御に限らず，治療実
施間隔、超音波ビームパワー、超音波ビーム強度、照射時間、ビーム形状（アポタイゼー
ション）などの制御を適宜組合わせて行なわれる。
　ここで、治療する領域を、生成した熱波のdiffusion lengthにより制御することができ
る。そのdiffusion lengthは、対象が均質である場合、熱拡散率κと熱源/吸熱源または
熱波の周波数fを用いて√κ/(πｆ)と表される。対象が不均質である場合は、熱伝導率、
熱容量、周波数を用いて見積もられる。すなわち、このdiffusion lengthは、HIFU（連続
波またはパルス波）の強度、治療間隔(照射間隔)、治療時間(１回の照射時間やtotalの照
射時間)などを変調することで調節される。しかしながら、熱物性を再構成する場合（特
願２００２－３７６１３０「熱物性推定方法及び装置」）においては、熱波の伝搬する領
域を確保するべく、変調をしていない、若しくは、ほとんど変調をしていないHIFU（連続
波またはパルス波）を用いて、静的な熱源を実現することが多い[一般的には、精度を得
るために高周波数の熱源が用いられることが望ましい]。若しくは、変調または無変調の
加熱を止めて、再構成が行われる。
【０５２７】
　次に、治療の効果をモニタリングするためのずり弾性率、ポアソン比、粘ずり弾性率、
粘ポアソン比、遅延時間、緩和時間、密度等の計測と治療操作の手順を図２８のフローチ
ャートを参照しながら説明する。まず、治療開始前の関心領域内の、ずり弾性率分布μ（
x,y,z）、ポアソン比分布ν(x,y,z)、粘ずり弾性率分布μ'（x,y,z）、粘ポアソン比分布
ν'(x,y,z)、遅延時間τ(x,y,z)、緩和時間τ'(x,y,z)、密度分布ρ(x,y,z)等を計測する
（Ｓ２１）。この計測は、操作部４２から制御部４１に指令を送り、力源を用いて関心領
域内の生体を変形させ、また、超音波探触子１２から超音波を生体内の関心領域に照射す
る。次いで、制御部４１は、弾性率・粘弾性率計測部４０に指令を送って、超音波探触子
１２から受信されるエコー信号を受波整相回路３６から取り込ませ、前述した手順で歪テ
ンソル場や歪速度テンソル場を計測する。この計測された歪テンソル場や歪速度テンソル
場に基づいて、ずり弾性率分布μ（x,y,z）、ポアソン比分布ν(x,y,z)、粘ずり弾性率分
布μ'（x,y,z）、粘ポアソン比分布ν'(x,y,z)、遅延時間τ(x,y,z)、緩和時間τ'(x,y,z
)、密度分布ρ(x,y,z)等を演算する。
【０５２８】
　次に、関心領域内の治療部位を確認し、治療処理回数カウンタＩを初期化（Ｉ＝０）す
る（Ｓ２２）。そして、治療開始位置および治療用超音波の初期強度を設定して（Ｓ２３
）、治療を開始する（Ｓ２４）。その治療の都度、関心領域内の、ずり弾性率分布μ（x,
y,z）、ポアソン比ν(x,y,z)、粘ずり弾性率分布μ'（x,y,z）、粘ポアソン比ν'(x,y,z)
、遅延時間τ(x,y,z)、緩和時間τ'(x,y,z)、密度ρ(x,y,z)等を計測する（Ｓ２５）。こ
のとき、計測される弾性率や粘弾性率や遅延時間や緩和時間や密度は絶対的なもののほか
、空間的、時間的に相対的なものでよい。そして、予め組織物性情報等により設定された
治療効果確認のためのずり弾性率μ、ポアソン比ν、粘ずり弾性率μ'、粘ポアソン比ν'
等の判定値ＴＨ１（軟化する場合）又はＴＨ２（硬化する場合）等、遅延時間τ、緩和時
間τ'、密度ρ等の判定値と比較して所望の治療効果が得られているか否かを確認する（
Ｓ２６）。ＴＨ１、ＴＨ２等の判定値は、時間ｔ・位置(x,y,z)や上記の照射回数等の照
射超音波のパラメータや変性情報等の関数である閾値(予め与えられる、又は、適宜更新
される)であり、絶対的又は相対的な弾性率値や粘弾性率値、絶対的又は相対的な遅延時
間値や緩和時間値、密度値の単位を持っている。所望の効果が得られていない場合は、超
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音波強度を高く調整して（Ｓ２７）、再度治療を実行させる（Ｓ２４）。所望の治療効果
が得られた場合は、所定の治療部位に設定した全ての点についての治療が終了したか否か
判断する（Ｓ２８）。全ての治療点についての治療が終了していなければ、治療位置を変
更して（Ｓ２９）、再度治療を実行させる（Ｓ２４）。
【０５２９】
　全ての治療点についての治療が終了していれば、治療部位を冷却する（Ｓ３０）。この
冷却は、自然冷却でも、強制的な冷却でもよい。その後、つまり治療後の関心領域内のず
り弾性率分布μ（x,y,z）、ポアソン比ν(x,y,z)、粘ずり弾性率分布μ'（x,y,z）、粘ポ
アソン比ν'(x,y,z)、遅延時間τ(x,y,z)、緩和時間τ'(x,y,z)、密度ρ(x,y,z)等を計測
する（Ｓ３１）。そして、所定の治療部位に設定した全ての点について、所望の治療効果
が得られたか否かを判断する（Ｓ３２）。治療効果が得られていない場合は、治療効果が
得られるまで、さらに冷却を行なって、ずり弾性率分布μ（x,y,z）、ポアソン比ν(x,y,
z)、粘ずり弾性率分布μ'（x,y,z）、粘ポアソン比ν'(x,y,z)、遅延時間τ(x,y,z)、緩
和時間τ'(x,y,z)、密度ρ(x,y,z)等を計測する（Ｓ３０～Ｓ３２）。所定の治療部位に
設定した全ての点について所望の治療効果が得られた場合は、治療を終了するか否か判断
する（Ｓ３３）。治療を終了しない場合は、治療処理回数カウンタＩをインクリメントし
て、所定の照射回数の治療が終了するまで、Ｓ２３～Ｓ３３を繰返し、全ての病変部の治
療が終了した場合は、処理を終了する。なお、照射位置は、病変の深部や腫瘍辺縁部から
順に設定するのではなく、照射位値の治療効果を確認した上で、治療の照射位置を変えて
いくこともある。
【０５３０】
　上述したように、図２７に示す実施の形態の治療装置によれば、超音波による治療を施
しながら、その治療効果をリアルタイムで観察することができ、的確な治療を行なうこと
ができる。また、治療効果を確認しながら、超音波強度およびその照射回数等を調整する
ことができる。
【０５３１】
　なお、図２７の治療装置は、超音波照射による治療を例に説明したが、本発明はこれに
限られるものではなく、レーザ照射、電磁ＲＦ波照射、電磁マイクロ波の照射、冷凍(冷
却)による治療にも適用できる。この場合は、治療用振動子１１、治療パルス発生回路２
１、治療波遅延回路２２および増幅器２３に代えて、レーザ照射手段等の低侵襲治療手段
を設ければ良い。
【０５３２】
　また、超音波探触子１２としては、例えば、２次元アレイ型開口、１次元アレイ型開口
、２次元アレイ型開口アプリケータ、１次元アレイ型開口アプリケータ、又は凹面開口ア
プリケータ等を使用することができる。そして、例えば、生物又は採取組織を対象とする
場合は経皮、経口、経膣、経肛門、経各種内視鏡、開体などの経物体表面から、放射線治
療(強力超音波照射、レーザ照射、電磁ＲＦ波照射、電磁マイクロ波の照射等)を実施した
際や、冷凍(冷却)治療を実施した際の、組織変性、組成成分重量分率の変化、及び温度変
化をモニタリングできる。その際に、計測されたずり弾性率値、ポアソン比値、粘ずり弾
性率値、粘ポアソン比値、電気インピーダンス値(導電率値と誘電率値)、熱物性値(熱伝
導率値、熱拡散率値、熱伝達率値、特願２００２－３７６１３０「熱物性推定方法及び装
置」により、測定された温度分布(時系列)データからこれらの熱物性値分布(時系列)の計
測が可能)、遅延時間値、緩和時間値、密度値等を含めて、その治療実施間隔、照射パワ
ー強度、照射時間、照射間隔、照射位置（焦点）、照射形状(アポダイゼ－ション)などを
ダイナミック制御するための指標として用いることができる。
【０５３３】
　また、その際に、治療前、治療間、治療後において、治療の制御を行うべく計測される
弾性率分布や粘弾性率分布や密度分布をモニタ３９に画像表示するだけでなく、本発明の
各実施形態により計測される変位ベクトル分布、変位ベクトル成分分布、歪テンソル成分
分布、歪テンソル成分の勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成分の勾配
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分布、加速度ベクトル成分の分布、速度ベクトル成分の分布等の静止画像、動画像、各分
布の経時的変化(差分値)の画像等、各分布の任意の位置における値、および、各分布の任
意の位置における値の経時的変化（グラフ）をモニタ３９に表示しても良い。
【０５３４】
　さらに、超音波画像診断装置との併用により、体積弾性率および密度の空間的変化その
もののリアルタイム測定および画像化も可能として、体積弾性率および密度の空間的変化
そのものの画像に、計測結果として、変位ベクトル分布、変位ベクトル成分分布、歪テン
ソル成分分布、歪テンソル成分の勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成
分の勾配分布、加速度ベクトル成分の分布、速度ベクトル成分の分布、弾性率分布、粘弾
性率分布、密度分布等の静止画像、動画像、各分布の経時的変化(差分値)等を重畳表示し
ても良い。
【０５３５】
　特に、アプリケータがアレイ型開口を有する場合はこれらはディジタル電子制御され、
アプリケータが凹面開口を有する場合は、照射形状は固定となることがあり、その場合に
は、照射位置は機械制御のみ行われることになる。高い照射空間分解能が必要であること
は述べるまでもなく、その際の制御プログラムは、例えば図２８に示したフローチャート
を適用できる。つまり、照射前、照射間、照射後に計測された絶対的又は相対的なずり弾
性率分布、絶対的又は相対的なポアソン比分布、絶対的又は相対的な粘ずり弾性率分布、
絶対的又は相対的な粘ポアソン比分布、絶対的又は相対的な熱物性値分布(熱伝導率分布
や熱拡散率分布や熱伝達率分布)、絶対的又は相対的な遅延時間分布や緩和時間分布、絶
対的又は相対的な密度分布等、又は、これらの弾性率や粘弾性率、熱物性値、遅延時間、
緩和時間、密度の経時的絶対変化や経時的相対的変化等を、その照射パワー強度、照射間
隔、照射(焦点)位置などをダイナミックに制御するための指標として使用できる。
【０５３６】
　また、以上説明した変位ベクトル分布、歪テンソル分布等の計測技術、及び、弾性率・
粘弾性率、導電率・誘電率、熱伝導率・熱拡散率・熱伝達率と密度等の計測技術は、穿刺
針やカテーテルなどの侵襲デバイスを使用して、強力超音波照射、レーザ照射、電磁ＲＦ
波照射、電磁マイクロ波照射、冷凍(冷却)をする治療の場合や、生物や物体・物質・材料
（生成時および成長時を含む）を対象とした非破壊検査にも適用できる。
【０５３７】
　例えば、穿刺型放射線治療「強力超音波照射、レーザ照射、電磁RF波照射(不感電極も
針電極のものもある)、電磁マイクロ波照射(不感電極も針電極のもの、モノポールのもの
もある)」や穿刺型冷凍(冷却)治療などによる生体組織の治療効果（温度変化を含む）の
モニタリングに使用する場合も、治療前、治療間、治療後において治療の制御を行うべく
計測される弾性率分布や粘弾性率分布や導電率や誘電率や熱伝導率や熱拡散率や熱伝達率
や密度を計測して画像表示するだけでなく、変位ベクトル分布、変位ベクトル成分分布、
歪テンソル成分分布、歪テンソル成分の勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テン
ソル成分の勾配分布、加速度ベクトル成分の分布、速度ベクトル成分の分布等の静止画像
、動画像、各分布の経時的変化(差分値)の画像等、各分布の任意の位置における値、およ
び、各分布の任意の位置における値の経時的変化（グラフ）をモニタに表示しても良く、
また、超音波画像診断装置との併用により、体積弾性率および密度の空間的変化そのもの
のリアルタイム測定および画像化も可能として、体積弾性率および密度の空間的変化その
ものの画像に、計測結果として、変位ベクトル分布、変位ベクトル成分分布、歪テンソル
成分分布、歪テンソル成分の勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成分の
勾配分布、加速度ベクトル成分の分布、速度ベクトル成分の分布、弾性率分布、粘弾性率
分布、密度分布等の静止画像、動画像、各分布の経時的変化(差分値)等を重畳表示しても
良い。変位ベクトル分布や加速度ベクトル分布や速度ベクトルに関してはベクトル線図に
て表示しても良い。
【０５３８】
　また、治療を施す場合において、安全性を確保すべく、基本的には必要以上に組織ずり
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弾性率、ポアソン比、粘ずり弾性率、粘ポアソン比、遅延時間、緩和時間、密度等が変化
しないように、ずり弾性率、ポアソン比、粘ずり弾性率、粘ポアソン比、電気インピーダ
ンス(導電率や誘電率)、熱物性値(熱伝導率や熱拡散率や熱伝達率)、遅延時間、緩和時間
、密度の各々に関する上限及び下限値やこれらの弾性率や粘弾性率、遅延時間や緩和時間
、密度の絶対的変化又は相対的変化に関する上限値を設定し、照射パワー強度、照射時間
、照射間隔、照射位置、照射形状等の制御を行うことが好ましい。
【０５３９】
　また、上記の通り、照射前、照射間、照射後に計測される歪（テンソル）分布、歪速度
（テンソル）分布、ずり弾性率分布、ポアソン比分布、粘ずり弾性率分布、粘ポアソン比
分布、電気インピーダンス(導電率や誘電率)分布、熱物性値(熱伝導率や熱拡散率や熱伝
達率)分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度分布等やこれらの経時的変化より、温度
や温度の経時的変化が検出され、治療効果が評価されることもある。この場合には、安全
性を確保すべく、基本的には必要以上に温度が上昇しないように、温度や温度変化に関す
る上限値を設定し、照射パワー、照射強度、照射時間、照射間隔、照射位置、照射形状等
の制御を行うことが好ましい。その際には、これらの上限値をずり弾性率値μ、ポアソン
比値ν、粘ずり弾性率値、粘ポアソン比値、密度値、遅延時間値、緩和時間値、歪値ｅ、
歪速度値等に換算した上で制御することも可能である。温度や温度変化は、従来の温度モ
ニタリング法や熱電対などを同時に用いて計測されることもある。
【０５４０】
　また、力源が存在しない場合や積極的に力源を使用せずとも、照射前、照射間、照射後
に計測される歪（テンソル）分布、歪速度（テンソル）分布、ずり弾性率分布、ポアソン
比分布、粘ずり弾性率分布、粘ポアソン比分布、遅延時間分布、緩和時間分布、密度分布
等やこれらの経時的変化より、組織変性、組成成分重量分率の変化、温度変化を検出でき
る。また、歪（テンソル）分布や歪速度（テンソル）分布を計測した時点において、この
変化に伴う膨張、縮退などを直接的に検出することが可能である。
【０５４１】
　また、本発明の弾性率・粘弾性率計測装置は、薬品の注入、塗布、投与による温度変化
や組織変性や組成成分重量分率の変化のモニタリングに使用することができる。この場合
には、実施前、実施中、実施後に、計測される歪分布、歪速度分布、絶対的又は相対的な
ずり弾性率分布、絶対的又は相対的なポアソン比分布、絶対的又は相対的な粘ずり弾性率
分布、絶対的又は相対的な粘ポアソン比分布、絶対的又は相対的な熱伝導率分布、絶対的
又は相対的な熱拡散率分布、絶対的又は相対的な熱伝達率分布、絶対的又は相対的な遅延
時間分布や緩和時間分布、絶対的又は相対的な密度分布等、又はこれらの経時的絶対変化
や経時的相対的変化等を、その薬品の量、実施時間、実施間隔、実施位置を決めるための
指標として使用することができる。このような薬品の例としては、抗癌剤がある。
【０５４２】
　即ち、抗癌剤投与による生体組織の治療効果（温度変化を含む）のモニタリングに使用
し、治療の制御を行うべく治療前・治療間、治療後に計測される弾性率分布や粘弾性率分
布や熱伝導率分布や熱拡散率分布や熱伝達率分布や密度分布を計測して画像表示するだけ
でなく、変位ベクトル分布、変位ベクトル成分分布、歪テンソル成分分布、歪テンソル成
分の勾配分布、歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成分の勾配分布、加速度ベクト
ル成分の分布、速度ベクトル成分の分布等の静止画像、動画像、各分布の経時的変化（差
分値）の画像等、各分布の任意の位置における値、および、各分布の任意の位置における
値の経時的変化（グラフ）をモニタに表示する、また、超音波画像診断装置との併用によ
り、体積弾性率および密度の空間的変化そのもののリアルタイム測定および画像化も可能
として、体積弾性率および密度の空間的変化そのものの画像に、計測結果として、変位ベ
クトル分布、変位ベクトル成分分布、歪テンソル成分分布、歪テンソル成分の勾配分布、
歪速度テンソル成分分布、歪速度テンソル成分の勾配分布、加速度ベクトル成分の分布、
速度ベクトル成分の分布、弾性率分布、粘弾性率分布、密度分布等の静止画像、動画像、
各分布の経時的変化（差分値）等を重畳表示することもある。変位ベクトル分布や加速度
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ベクトル分布や速度ベクトルに関してはベクトル線図にて表示することもある。尚、これ
らの治療効果のモニタリングにおいて、特に、力源が存在しない、あるいは、力源を積極
的に使用しない場合には、変位ベクトルおよび歪テンソルおよび歪速度テンソル等を計測
することにより治療そのものによる組織の変性、組織の膨張・収縮（縮退）、組織の温度
変化などの検出にも応用できる。
【０５４３】
　上記の診断・治療を行うための弾性率や粘弾性率や密度等や電気インピーダンスや熱物
性値やこれらにより表される高次データの計測は、組織の非線形特性を捉えるべく、非線
形現象を微少時間内や微小空間内の線形近似を行った場合に適用でき、これより評価され
る非線形弾性率データや非線形粘弾性率データやこれらにより表される高次データが同様
に診断・治療に使用されることがある。
【０５４４】
　以上において、温度分布測定/計測方法として、公知の超音波伝播速度の時間変化の検
出に基づく方法と、また、弾性率値や電気インピーダンスや熱物性値及びこれら各々の高
次データの時間変化の検出に基づく方法などを述べたが、治療の効率性と安全性を追求し
て（弾性率と同様に温度の閾値を設ける）、前に参照した特願２００２－３７６１３０「
熱物性推定方法及び装置」に基いて測定された温度分布（時系列）データからこれらの熱
物性値分布（時系列）を計測し、これと組織の受熱特性に関する知見（各エネルギーのイ
ンピーダンス等）に基いて各時刻において予測される消費電力量から、そのエネルギーの
印加により生じる温度分布を予測する（初期値境界値問題を解く）ことにより、加熱パタ
ーン（加熱位置、加熱強度、加熱形状）を逐次計画/更新する治療を実施することも可能
である。また、前述の通り、弾性率も制御指標として併用されることがある。
　ここで、治療する領域を、生成した熱波のdiffusion lengthにより制御することができ
る。そのdiffusion lengthは、対象が均質である場合、熱拡散率κと熱源/吸熱源または
熱波の周波数fを用いて√κ/(πｆ)と表される。対象が不均質である場合は、熱伝導率、
熱容量、周波数を用いて見積もられる。すなわち、このdiffusion lengthは、HIFU（連続
波またはパルス波）の強度、治療間隔（照射間隔）、治療時間（１回の照射時間やtotal
の照射時間）などを変調することで調節される。他の治療のそれらも同様に変調されるこ
とがある。しかしながら、熱物性を再構成する場合（特願２００２－３７６１３０「熱物
性推定方法及び装置」）においては、熱波の伝搬する領域を確保するべく、変調をしてい
ない、若しくは、ほとんど変調をしていない熱波が用いられる（静的な熱源が実現される
）ことが多い[一般的には、精度を得るために高周波数の熱源が用いられることが望まし
い]。若しくは、変調または無変調の加熱を止めて、再構成が行われる。以上より、minim
um-invasive治療が実現される。
【０５４５】
　また、関心領域内のある領域内又はある点においては心臓や血管などの力源（分布、時
系列）のデータが与えられて、上記の如く力学的特性分布および圧力分布および応力分布
が求められることがある（支配方程式に力源の項を加える）。強力な振動をフォーカシン
グすることにより、組織内に力源を実現することもあり、この場合においても適用される
ことがある。
　また、上記の強力な振動を印加することにより組織内に力源を実現した場合や、力源と
なる心臓や血管においては、力源（分布、時系列）が力学的特性分布や圧力分布や応力分
布と共に同様に求められることもある。また、また、力学的特性を求めた上で歪又は歪速
度又は加速度を計測し、圧力（分布、時系列）や応力（分布、時系列）や力源（分布、時
系列）が求められることがある。無論、弾性体と流体が連結解析されることもある。これ
より、心くう内圧分布や血圧分布などの高精度な計測が可能となる。これら力源分布や圧
力分布や応力分布の計測結果は、他の力学的特性や力学量と同様に画像表示されることが
ある。流体の粘性率も同様に画像表示されることがある。
　尚、各支配方程式は、物性値や物理量が均質であることが既知である領域（場合）や、
物性値や物理量の局所の均質性が仮定される領域（場合）においては、それらの微分を含



(157) JP 2012-176289 A 2012.9.13

10

む項を無視したものが扱われることもある。
【符号の説明】
【０５４６】
　１　データ処理手段
　２　データ記録手段
　３　計測制御手段
　４、４'、４"　位置調整手段
　５　変位・歪検出センサー
　５'、５"、５'''　駆動・出力調整手段
　６　計測対象物
　７　関心領域
　８、８'、８"　力源
　９　液体槽
　１０　応力計
　１１　変（歪）位計
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摘要(译)

能够测量生物体中感兴趣区域的位移或应变以及诸如剪切弹性模量，泊
松比和拉梅常数的弹性模量以及粘性弹性模量，粘性泊松比和粘性la腿的
位移/应变测量装置 公开了一种能够测量诸如常数和密度的粘弹性模量的
位移测量方法。 位移测量方法包括步骤（a）：在多个时间阶段中将超
声波辐射到测量目标的关注区域；以及在多个时间阶段中，从测量目标
产生的超声回波。 通过波束形成步骤输出超声回波信号的步骤（b），
以及通过改变波束形成中的至少一个超声参数来获得具有不同超声参数
的多个超声回波信号的步骤（c）。 步骤（d）基于具有多个超声参数的
相位的多个超声回波信号的相位来测量三维位移矢量等，所述超声参数
对于其时间相位是公共的。 [选型图]图1
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